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表紙写真

　地球規模の環境問題が深刻化している。こ

のため，風力，太陽光に代表される自然エネ

ルギーの活用，燃料電池などによる水素エネ

ルギーの利用，需要地へのエネルギーの効率

的な輸送・供給，そして供給されたエネルギー

の無駄のない利用など，多様なエネルギーの

導入や使い方などについて緊急な対策が求め

られている。

　表紙写真は，上記の対策として富士電機が

提供するエネルギーソリューションの中から，

風力発電，フィルム型太陽電池，りん酸形燃

料電池，さらに電力の高信頼度かつ効率的な

流通に貢献する電力系統監視制御システムを

とりあげている。
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特集 1 エネルギーソリューション

（1）

　 供給事業 特 電気 供給事業

転換 時期 迎 大 要因 電気事業

自由化 分散電源 普及

　従来 電気 供給 規模 経済性 大

経済性 優 支配的 考

大規模集中型電源 開発 進 状

況 多数 事業者 競争 状況 考

発電 送電 配電 統合 垂直統合

電気事業者 独占的 供給 形態

規制 受 最小化 供給信頼

度 維持 調和 電力 計画 運用

図

　 近年 世界的 規制緩和 自由化 流 主流

諸外国 電気事業 垂直統合体制

発電部門 送 配電部門 小売供給部門

機能的 含 変化

日本 2000 平成 12 年 3 月 小売

部門 部分自由化 始 段階 経 自由化範囲 広

今年 2005 年 4 月 小

売部門 自由化範囲 需要規模 50 kW以上 拡大

日本卸電力取引所 電力取引 開始 本

格的 競争環境 整

　 米国 州 電力危機

強制 型卸電力市場 廃止等 見

各国 電気事業 位置付 基盤

固有 要素 基 電力自由化 伴 事業環境 変化

応 姿 模索 因

果関係 特定 難 自由化実施後 各地

停電 起 信頼度維持 要求 高

　一方 新 電源

技術開発 進展 地球環境問題 対応

資源 有効活用 再生可能

利用 不可欠 新 分散電源 導入量 今後増

加 想定

　分散電源 小規模 短 需要予

測 燃料価格等 不確実性 対処 資金

上 果 役割 大

特徴 新規参入事業者 参入障壁 低 方向

規制緩和 推進 一役買

積極的 活用 電気

熱 温熱 冷熱 含 新

供給 構成 環境面 良 影響 与

可能性

　 従来 配電系統 分散電源 大量導入 対

処 危惧 分散電源 導入

電圧 高調波等 常時運用 関 問題 事故時

短絡電流 単独運転 問題 生 予想

　 代表的 再生可能 風力発電 太

陽光発電 風況 日射 自然状態 影響 強 受

電気 安定供給 上 注意 必

要

　 分散電源 導入可能量 増大 様々

新 技術 考案 新

面 従来型

高価 実用段階

少 時間 必要 状況

　最後 自由化 分散電源 普及 供

給 多様化状況 顧客 満足度 重要 要因

指摘 今後 個々 顧

客 合 供給

指向 技術開発 行 重要 想

定 地道 活動 資源問題 向

合 将来 築 必須 課題

　今回 特集 上記

背景 検討 行 新技術

大変興味深 特集 言

エネルギーソリューション特集
に寄せて

大山　　力
横浜国立大学大学院工学研究院教授 工学博士
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エネルギーソリューションの現状と展望

大橋　一弘

大橋　一弘

技術企画
従事 現在 富士電機
株式会社 e-

本部
統括部長 電気学会会員

　まえがき

　地球温暖化 酸性雨 層破壊 熱帯雨林 減少
砂漠化 国境 越 地球規模 環境問題 深刻化

中 2005 年 2 月 京都議定書 発効 国
環境適合 市場原理 活用

視点 立 中長期的 政策 基本
計画 公表 源代替 脱石油 省

電力取引市場 開設 代表

分野 市場原理 導入 示
　富士電機 1992 年 環境保護基本方針 制定
ISO14001 認証取得 生産 省
推進 徹底 3R Reduce, Reuse, Recycle

化 展開
発送配電 水処理 産業 交通 情報 生活 各分野

通 地球環境保護 保全活動 取 組

　 分野 省 ESCO Energy 

～2000年 2006年～2001～2005年

環境変化

地球温暖化対策推進大綱▼ ▼京都議定書（COP3）発効
電気事業者による新エネルギー等の利用に
　　　　　　　　関する特別措置法（RPS法）▼

省エネルギー法改正▼
エネルギー基本計画▼

省エネルギー

新エネルギー

エネルギー管理

電力量計ネットワーク

コンピュータ技術

保全技術

ESCO

りん酸形燃料電池
富
士
電
機
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
取
組
み

省エネルギー機器（高効率変圧器，インバータなど）

取引用電力量計・自動検針システム

予防保全技術，各種ツール

24時間コールセンターサービス

ネットワーク対応パルス検出器

風力発電所用系統連系設備

エネルギー計測システム（EcoPASSION，PowerSATELITE）

ギャランティードセイビングズESCO

Spectrum PowerCC

予測技術・最適化技術

ニューラルネットワーク・予測技術・最適化技術

電力系統向け広域分散監視制御システム SCADA

系統解析シミュレータ，各種シミュレーションモデル

IP対応コンポーネント

シェアードセイビングズESCO

マイクロチューブラ水車

風力発電システム・風力事業

アモルファスシリコン太陽電池

電力安定化システム

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
発
生
・
流
通
・
消
費
の
再
構
造
化
に
よ
る

　

顧
客
指
向
型
エ
ネ
ル
ギ
ー
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

図1　環境の変化とエネルギーソリューションにおける富士電機の取組み
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Service Company 新
電力品質対策 保全 技術 集約

地球環境問題
対応 確保

低減 貢献 図 1 環境変化
富士電機 取組 示 以下 富

士電機 概要 紹介

　エネルギーソリューション技術の現状と展望

　2003 年 10 月 基本計画 閣議決定 国
会報告 計画 電力 需要
基本的 方向性 下記 要約
（1）　 需給 関 施策
　① 　市場原理 任 十分 取組 期待

研究開発 関 支援
　②　国民全体 利益 安全確保 公的規制
（2）　 需要対策
　①　資源節約型経済 社会構造 構築
　②　負荷平準化
（3）　多様 開発導入
　① 　原子力 開発 導入 利用 安全確保 大前提

基幹電源 推進
　② 　新 開発 導入 利用 自給率向上
地球温暖化対策 資 分散型

期待
　 中長期的 省 原子力発電 基盤

新 分散型電源 活用
環境 適合 確保

観点 見 原子力発電
中心 既存 大規模 基盤

新 取 込 分散型
調和 構築 今後 課題 考

　 環境整備面 制度面 技術面 課題
明 進 考 技術面 以
下 課題 解決 重要
 需要家 省 対策 管理 支援 行
技術 ESCO事業 支援

 燃料電池 太陽光発電 風力発電 小水力発電 新
機器技術 系統連系技術

 分散型電源 電力品質 悪化 改善 電力
品質計測 状態把握 対策技術 系統解析技術 安
定化制御技術
 既存 大規模 分散型

調和 目指 分散型 貯
蔵 含 運用制御技術
 IT Information Technology 活用

構築技術
 熱 含 発生 消費 対 需給一体制御
市場取引支援 機能 有 管理技術

　富士電機 以上 課題解決 対 図 2 富士電機
技術 示

発生 流通 消費 一連 対 電力 流

エネルギー
にかかわる
課題

エネルギー
プロセス

地球環境問題への対応

発生
（供給）

エネルギー
ソリュー
ション技術

電力流通技術（コア技術）

大規模エネルギーシステム運用技術
　（系統制御，配電自動化，系統保護）

エネルギーセキュリティの確保

エネルギーコストの低減

火力，水力，原子力

流通
（取引）

送配電

消費
（需要）

分散型電源

新技術

分散型エネルギーシステム運用技術
エネルギー最適運用，エネルギー取引
需給調整，負荷平準化

省エネルギー技術ほか

省エネルギー，ESCO
電力量計ネットワーク
エネルギー利用

新エネルギー関連技術
（風力，太陽光，燃料電池，電力安定化）

受変電設備，設備保全技術
　（電力機器，機器制御，管理システム）

電力品質測定技術，対策装置
系統解析技術

融合と調和

図2　富士電機のエネルギーソリューション技術
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エネルギーソリューションの現状と展望

通 技術 核 既存 大規模
新 取 込 分散型

調和 目指 技術
再構造化 進 省 ESCO 電力量計

設備保全 含 顧客指向型 総合的
展開

　富士電機の取組み

　表１ 富士電機 技術 概要
主 商品 示 主 取組 事例

地域
ESCO 含 需給一体制御 出力変動抑
制設備 含 風力発電設備 風力事業 軽 柔軟

基板型 太陽電池
産学官協同研究 海外 中国 共同開発 国

家 参画 外部機関 協力 新
技術 製品 開発 鋭意取 組 以下 各

技術 紹介

3.1　省エネルギーESCOソリューション

　省 対策 最終消費 削減
消費 起源 二酸化炭素 CO2

発生 抑制 温暖化防止 寄与 狙
新 導入 並 環境対策 柱

重要 一 使用 合理化 関
法律 省 法 理念 示
省 対策 合理的 使用

省 有効 使用

基本 節約 我慢 省 持続
性 効果 限 生産性 快適性 損

効果的 省 実現
見直 含 根本的 対策 求
創意 工夫 専門的 知見 必要
　富士電機 高効率機器 省 対策機器 開発

各種 制御技術 応用 省
積極的 取 組 幅広 視

点 省 提供 特
自治体向 業務用 ESCO 事業 効果 上

計測 制御技術 生 BEMS Building Energy 
Management System 構築 省 技術 高
度化 注力 今後 各方面 省 対策 貢献

考

3.2　新エネルギーソリューション

　富士電機 早 燃料電池
太陽電池 技術開発 行 風力 小水力 波力
地熱 新 再生可能 取
組 多 経験 有
　現在 国内 唯一商品化 酸形燃料電池

富士電機 電池寿命 4万時間 6万時間 延
長 100 kW機 市場投入 用途拡大

水素供給機能 付加 機種 開発 家庭用固体高分
子形燃料電池 開発 強力 進
　2004 年 10 月 販売開始 基板型

太陽電池 軽 柔軟 特長
太陽電池 可能性 大 広 製品 注目

加 従来 結晶系 太陽電池 比較

（4）

表1　エネルギーソリューション技術と商品

セグメント

省エネルギー

ESCO

お客様のエネルギーコスト削減に関するコンサルティング，
施策実施

省エネルギー計測
省エネルギーコンサルティング
インバータによるESCO
コージェネレーションによるESCO

新エネルギーとの融合によ
　る環境対策推進

新エネルギー 新エネルギー，再生可能エネルギー利用のため設備供給，
エンジニアリングサービスの提供

風力発電，風力発電事業
太陽光発電
マイクロ水力
燃料電池（バイオマス発電）

自然エネルギー出力安定化
　推進

エネルギー管理

分散型エネルギー
システム

お客様のエネルギー利用状況の把握，運用や調達の合理化，
最適化のためのソリューション，サービスの提供

電力品質計測
電力品質対策機器
エネルギー管理，最適運用
発電機制御
エネルギー市場取引支援
系統解析技術

総合エネルギー管理システ
　ムによる差別化アイテムを
　ラインアップ
広域電力品質計測システム
　への展開

電力量計
ネットワーク 電力の計量にかかわる設備供給，ソリューションの提供

電力量計
自動検針システム
自動検針用通信端末
停止・停解装置

ネットワーク化による計量
　データ処理範囲の拡大

コンピュータ技術 信頼性の高いエネルギー流通のための設備供給，
ソリューション，サービスの提供

系統監視システム
配電自動化システム
情報共有化システム
テレコン・テレメータ
保護リレー

IP対応コンポーネント化

保全技術 エネルギー設備の保守，運用受託，予防保全のための
サービス提供

保守ネットワーク活用
コールセンター
運転・調達，保守委託

廃棄物，HACCPなどのメ
　ニュー拡大によるトータル
　サービスの実現

内　容 商品・サービス 備考（今後の展開）
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エネルギーソリューションの現状と展望

製造 使 製品自
体 発電 回収 期間 短 製造時 環境負荷
少 特長 図 3 柔軟 曲 基
板型 太陽電池 示
　風力発電 初期 低減
目的 単機出力 大型化 大規模
化 進 一方 風力発電 計画的 出力制御

困難 系統連系 際 種々 制約 受
場合 富士電機 豊富 経験 有 発変電

監視制御技術 系統解析技術 活用 電力
安定化装置 提供 風力発電 電力系統 融
和 努

3.3　分散型エネルギーシステム

　風力発電 太陽光発電 自然 発電 出
力 自然条件 左右 不安定 電力系統
周波数 電圧 安定 連系 限界 自然

発電 含 分散型電源 電力系統 影響 最
小限 連系 手段 種々 分散型

提唱 中 一
注目

　 複数 需要家 存在 特定 地
域 太陽光発電 風力発電
分散型電源 設置 電力 自給 型電力

供給 系統 内 需給
保 系統連系点 電力潮流 安定化

同時同量制御 必要 富士電機 発電機
機器技術 計測 情報処理技術

監視 制御 保護技術 電力系統安定化対策技術 広
範 技術 集積 構築 推進

3.4　エネルギー管理「Spectrum PowerCC
注 1
」

　富士電機 熱 含 発生 消費 対 需
給一体制御 最適 管理 Spectrum 
PowerCC 適用 進
　Spectrum PowerCC SCADA Supervisory Control 

And Data Acquisition 需要予測 発電計画
発電機制御 標準機能 各種 連係
構築 容易

連係 容易 各種標準規格 Windows
注 2

Web
最新 IT 取 込 標準

Spectrum PowerCC
従来 電力監視制御 培 技術
生 例 卸電力取引 対応 需要家

側 取引支援機能 富士電機独自
組 合 日本市場 適合
総合管理 提供 進

3.5　電力量計ネットワークシステム

　電気料金取引用 法定計量器 電力量計 計量
処理 自動検針 導入 以前 進

500 kW以上 大口需要家 一
巡 高圧需要家 電力小売自由化 進展
急速 高 導入 加速 一般
低圧電灯需要家 難検針地域 対象 一部導

入 図 電源 負荷側 入切 行 停止 停
解 高
　富士電機 方式通信機能 持 電子
式電力量計 各種通信 利用 上位

電力量計 接続 通信端末 電気事業
者 需要家 間 適正 計量 担保 前提
国際規格 整合 技術進歩 即 法規制 変化 運用
面 要求変化 対応 製品 開発 電力量
計 普及 取 組

今後 電力小売自由化 環境変化 基 要
求 技術進歩 多機能化 電力量計 検針業務
効率化 計量 提供 向上 機器

低減 計量 処理範囲
拡大 検討 一層進

3.6　コンピュータ技術

　電力系統 基盤 大規模 向
監視制御 地域単位 集中監視制御
形態 電力流通分野 業務
効率化 設備 化 重要度 高

監視制御 統廃合 進 広域 分散配置
間 情報共有 相互 業務 高度化

要求 高
　富士電機 水平統合 進 広域分散型監視
制御 構築 技術開発 進
現場機器 直結 保護制御装置 装置

IP Internet Protocol 技術 適用
装置 開発 進 設置場所
意識 構築 可能
技術 分散型 適用 可能

（5）

注 1 Spectrum PowerCC 社 登録商標

図3　フィルム基板型アモルファスシリコン太陽電池モジュール

注 2 Windows 米国Microsoft Corp. 登録商標
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　一方 状況 中 効率運用
設備 長寿命化 保守 保全業務 見直 重要 要
素 適用
予測技術 応用 開発 設備効率運
用 支援 保全技術 展開 進 情報

対応 単 ID
IC 認証 運用者 合

運用地域 業務範囲 権限委譲 行 機能 開
発

3.7　保全技術

　電気設備 保安規制 1995 年 電気事業法 改
正 事業者 自己責任重視 方向 見直

信頼度的 経済的 最適 保全計画 要望

　富士電機 余寿命診断技術 予知保全
診断 長期保全計画最適化 支援 提供

24 時間 365 日対応
推進

　あとがき

　持続性 循環型社会 形成 必須 課題
　富士電機 今後 技術力 結集 環境

調和 目指 引 続 努力 惜 所
存
　本特集号 発刊 業界各位 謝意 表

今後 指導 支援 願 次第
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（2） 　松村基史 現状 展望
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電力系統制御システムの最新技術

高橋　　省 吉田　　高 池内　一志

高橋　　省

電力系統制御 技術企画
開発 従事 現在 富士電機

株式会社 e-
本部
統括部電力系統 部次長
電気学会会員

吉田　　高

電力系統制御
企画業務 従事 現在

富士電機 株式会社 e-
本部
統括部電力系統

部課長 電気学会会員

池内　一志

電力系統制御
企画業務 従事 現在

富士電機 株式会社 e-
本部
統括部電力系統

部担当課長

　まえがき

　近年 電力系統運用業務 効率化 運用
拠点 最適配置 進 制御所統合 横方向拡大
発電 電力流通 配電 統合 運用 保守
保全業務 統合 縦方向拡大
監視制御 事務系 連携
統合 集約 電力系統 運用 保守 低減

方向
　 IP Internet Protocol 技術 発展

従来 地域的 独立配置 監視制御
配置 制約 解消

　IP 使
用 統一 通
信 用 通信 行
　 IP 適用

間連携 共用 容易
　 間連携 一例 給電
保持 電力系統情報 事故情報 配電自動化
提供 複数 部門 協調 効率

的 電力系統 運用 可能
　 対応 富士電機 広域分散

広域分散型 対応 IP
対応遠方監視制御装置 保護制御機器

紹介
　一方 電力系統制御 要求 業務 従来
電力系統 安定運用 市

場取引 対応 託送業務 対応 多岐
対応 総合

技術 手法 用 予測
技術 設備運用 効率化 追求 設備保全技術 紹介

　電力系統監視制御システムの最新技術

2.1　広域分散型システムの構築例

　電力系統 監視制御
技術 進歩 監視制御運用箇所
設置箇所 意識 構築 可能

複数 監視制御 一 関連 統合
化 人的資源 最適 配置

機能 備 広域分散型
紹介

2.1.1　広域分散型システムのメリット

　① 　監視制御運転箇所
設置箇所 自由

配置 従来 各拠点 独立
設置 個別 保守 監視制御 統
合 集約 可能 集約化 運転

保守 削減 可能
　② 　監視制御運転箇所 設置箇所

付 全体 共有資源
夜間 運転箇所 切換 柔軟 運

用 可能
　図 1 監視制御所 発変電所 含 広域分散型

示
2.1.2　構築にあたっての課題

（1）　機能 広域分散配置
　広域 分散 配置 上

機能 互 配置場所 意識 動作可
能 必要 機能 配置 箇所 運
用 応 柔軟 変更
（2）　 方式 通信方式
　広域分散型 方式 次 要件
具備 必要
　① 　分散配置 高速 可能

　② 　監視制御所間 異 間 完全 性
確保 変更
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（8）

直接影響 及
　③ 　分散配置 等価

WAN Wide Area Network 経由 転送 必
要 必要以上 負荷 占有

（3）　分散配置 構成装置 管理
　広域分散型 従来 PIO 装置 介

構成装置 管理方式 不可能
上 通信手段

状態監視 常 行 分散配置
構成制御管理 行 必要

2.2　広域分散型ミドルウェア

　広域分散型 構築 課題 解決
見 分散

構成 極力意識 構築手法 重要
次 述 広域分散型

整備 必要 富士電機 分散型
構築 培 内 分散化 構築技術
進歩 IP 技術 利用 広域分散型

提供 図 2 富士電機 広域分散型
構成 示

（1）　分散 管理
　分散 配置 関係 論理的

起動 応答確認
DF-ROSE Distributed Frame Real-time Oriented 

System Environment 提供 伝送 監視 制御
画面 各業務 殻 包 各
間 起動関係 構築 可能
分散型 構成 意識 必要

開発効率 向上
（2）　分散型 管理
　分散配置 上 差分等価方式 随時
等価方式 蓄積型等価方式 最新

持

高速 P-FILE Proc-
ess-File Programming System 提供

配置 意識 必要
分散配置

負荷 増大 高速
可能

（3）　分散型構成制御管理
　分散 群 状態 常 監視
必要 応 切換処理 処
理 行 Mode-Pro Mode-Process Con-
troller 提供 一 異常 他

波及 防 全体 与
影響 最小限 抑 可能
（4）　伝送管理
　 監視制御 信
頼性 性 十分確保 異
間 接続 標準的 採用

FSINET Fuji Sensor base Integrated Network 
System 提供 二重化伝送路管理機能

意識 二重化 伝送路
状態監視 主－従切換 実施 可能

2.3　 IP ネットワーク対応プロトコルと IPネットワーク端

末

　電力系統制御 通信 要求 機能
間連携 共用 容易

信頼性 保証 必須 要件 要
件 IP 適用 場合 同様
　具体的 下記
　①　 順序性 連続性
　②　 性 許容 時間内 通信完了
　③　二重帰属 対応 通信 2系列化
　④　1 通信 対応 通信
　富士電機 各電気所 設置 IP 方式遠方監視制御

広域IPネットワーク

Aコントロール
センター

広域IPネットワーク

マシン
センター1

中継サーバ1

IPテレコン

データ
ベース

Bコントロール
センター

Cコントロール
センター

Dコントロール
センター

夜
間
切
換

マシン
センター2

データ
ベース

マシン
センター3

データ
ベース

相互
バック
アップ

相互
バック
アップ

T
C
T
C
T
C

中継サーバ2

T
C
T
C
T
C

中継サーバ3

T
C
T
C
T
C

図1　広域分散型システムのイメージ

（分散配置されたサーバ）

業務
アプリケーション

P-FILE P-FILE P-FILE

FSINET

DF-ROSEによる
業務間連携

P-FILEによる
レプリケーション

P-FILE（Process File Programing System）：分散型データベース管理
DF-ROSE（Distributed Frame-Realtime Oriented System Enviroment）：UNIX用分散
 実行環境
WinROSE（Windows Oriented System Enviroment）：Windows用分散実行環境
FSINET（Fuji Sensor base Integrated Network System）：伝送管理
Mode-Pro（Mode Process Controller）：分散型構成制御管理
＊1 UNIX：X/Open Co.,Ltd.がライセンスしている米国ならびに他の国における登録商標
＊2 Windows：米国Microsoft Corp.の登録商標

UNIX OS
＊1

DF-ROSE

（分散配置されたサーバ）

業務
アプリケーション

FSINET

UNIX OS

DF-ROSE

（分散配置されたサーバ）

業務
アプリケーション

FSINET

WinROSE

デ
ー
タ
更
新

Windows OS
＊2

データ
ベース

データ
ベース

データ
ベース

分散型構成制御管理（Mode-Pro）

図2　広域分散型ミドルウェアの構成



富士時報　

特
集
1

電力系統制御システムの最新技術

装置 IP 変換装置 使用 高信頼度
IP 端末 開発 製品化 演算部 入

出力 I/F I/F
I/F 1 収納 化 図

TCP/IP Transmission Control Protocol/IP
UDP/IP User Datagram Protocol/IP

汎用 採用可能 拡
張性 容易

2.4　保護制御機器のネットワーク結合

　電力流通分野 合理的 経済的 監視 制御
保守 志向 IP 適用 進

末端 電気所配電盤室 機器 届 今
後 屋外現場機器 及 図 3 保護
制御機器 従来 第二世代
Ethernet

注
有 遠隔保守 整定 実現

専用 専用
最近 経済性 互換性 目的 汎用的 伝送
HTTP Hyper Text Transfer Protocol 汎

用 構成
求 状況下 富士電機
保護制御機器 結合端末 Web
開発 保護制御端末 機能 有

遠端 汎用 画面 整定操
作 監視情報表示 可能 既設旧型

用 整定表示部 交換
結合 可能 Web 開

発 図 4参照 既設旧型 遠隔整定 監視化
可能 延命使用 対応

結合 応

　総合ソリューション技術

3.1　予測技術

　富士電機 用 予測技術
電力会社 工場内 電力需要予測 水力発電所用
下水処理施設 流量予測 分野 実績
技術 入力因子 予測対象 関係 非線形
高度 予測 可能 日々学習
関係 変化 変化 追従
特徴 持 通常
構造 複雑 予測理由 分

欠点 富士電機 問題 解決 構
造化 技術 所有 構造化

学習状態 良否判断 可能
予測結果 対 複数 入力因子 中 入力因子

影響度合 大 把握 可能
通常 予測精度

高 特徴 有 図 5 構造化
示 技術 予測対象 対

影響度合 分 影響度合 小 入力因子
削除 入力因子 絞 込 加

予測対象 異 学習傾向 適切
有 予測精度 高 最適

予測 構築 可能
期間 入力 強 学習

特異 学習対象 自動的 排除
意味

　 予測技術 入力因子 出力間 関係 見 過
去 実績 残

（9）

IPテレコン

制御所システム

IPネットワーク

PIO機能

現場機器

従来テレ
コン機能

PIO機能

現場機器

従来テレ
コン機能

従来テレコン
流用IPテレコン

制御所システム

IPネットワーク

PIO機能

現場機器

従来テレ
コン機能

PIO機能

現場機器

従来テレ
コン機能

IP I/F IP I/F

IP変換
ユニット

IP変換
ユニット

HDLC伝送
サイクリック伝送

図3　IPネットワーク構成

注 Ethernet 米国 Xerox Corp. 登録商標

既設旧型
ディジタル
リレー

保護リレー用Web端末

既設整定表示パネル

LAN

Webパネル

保護リレー用Web端
末を設置し，遠方に
て保護リレーのメン
テナンスが可能 既設整定表示パネルを

Webパネルに部分更新
することで，遠方にて
メンテナンスが可能

図4　レトロフィットWebパネル

従来のニューラルネットワーク
予測負荷

入力層と
中間層が
全結合

入力ごとの結合
全入力の
結合相互
作用成分

気温 湿度 曜日

出力層

中間層

入力層

予測負荷 100MW
気温成分
湿度成分
曜日成分
相互作用成分
固定分

？MW
？MW
？MW
？MW
？MW

構造化ニューラルネットワーク
予測負荷

気温

成分不明

構成成分は不明 構成成分に分解可能

予測負荷 100MW
気温成分
湿度成分
曜日成分
相互作用成分
固定分

30MW
5MW
10MW
5MW
50MW

湿度 曜日

気温
成分

湿度
成分

曜日
成分

図5　構造化ニューラルネットワークのイメージ
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適用 可能 今後 予防保全 分野 展開
期待 技術

（1）　電力需要予測
　電力需要予測 発電計画立案時 必須 情報
発電 化 寄与 予測対象 当日
翌日 最大電力 予測 一般的 毎正時

30 分 電力 予測 場合 午前中 夕
方 点灯時間帯 最大電力 早朝 最低電力 予測

電力需要 当日 気象条件 相関関係
大 経験的 知 当日 最高気温 最
低気温 湿度 天候 気象情報 入力因子 選択

多 予測対象地域 相関関係
気象情報 若干異 画一的 入力因子

採用 良 予測結果 得
学習 至近実績 強 学習

予測対象地域 合 実施
必要 富士電機 国内電力会社 製造業

適用実績 学習 対 豊富
有

（2）　 流入量予測　　
　 水 流入量予測 水力発電計画 最適化
発電 化 放流量制御 河川

安全 寄与 予測対象 対象 異 一
般的 短時間先 流入量 翌日 流入量 予測

入力因子 地形 地域 天候特性 入手可能
違 流域 降雨予報

気象 上流 雨量計 流量計 計測
入力 一般的 地域特性 季

節特性 通常期 融雪期 考慮
実施 予測 構築 図 6 予測結果
例 示

3.2　設備保全技術

　電力会社 設備投資 設備形成 安定供給中心 設
備維持 経済運用重視 軸足 移行 電力 供給信頼度
維持 運用 保守 低減 望

　以下 IT Information Technology 活用 設備
保全業務 高度化 紹介
（1）　保全作業管理
　富士電機 保全作業 信頼度 維持 運
用保守 効率化 実現 図 7 示 POJ
Point Of Job 商品化
　保全現場 技術 携帯情報端末
PDA Personal Digital Assistance 応用 保全
結果 作業実績 巡視点検時点 電子
収集 化 定量的 管理 効率的 実現
図中 作業 管理 定型的 巡視点検 定期

点検 計画 標準化 作業形態 集合体 作
成 個々 保全作業 合 点検 自
動的 作成 日々 保全結果 報告承認

化 保全業務手続 自動化 保全
作業 情報管理 行 短期的 作業進捗

管理 長期的 保全作業 保全
品質向上 同時 実現
　設備管理 中核 設備 基本情報

情報 設備履歴 備 施設 設備台帳 有
管理 作業管理 点検結果 目

的 設備 付 保全結果 設備 基 評
価 修繕 更新計画 提供
　今後 現地保全業務 IC RFID Radio Frequen-
cy Identification 導入 保全対象設備 取 付

IC 保全 DB 連携
現場 即時情報取得 設備状態

可能 安全性向上 作業省力化
防止 保全業務 高度化 作業

改善 実現
（2）　設備図面管理
　設備保全 保守図面 中核 設備台
帳 相互 連携 直結 設
備管理 実現
　機器配置図 平面図 単線結線図 CAD Com-
puter Aided Design 図形位置 表示

情報 提供 設備図形 設
備台帳 即座 表示 工事 設備 設備評
価 作業結果 関連図面文書 各種 表示

CAD上 表示 監視機能 連
携 可能 機能 LDA Integrated Live 

（10）

流
入
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時間（h）
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200
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400

600

800
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図6　ダム流入量予測例

保全
結果管理改善

保全情報
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実行

指示

承認

報告

係
C係
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作業プラン
管理

施設・設備台帳

図面文書
管理
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LDA イベント
管理

リソース管理
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事業所

設備

工事 業者

定期交換品

係
A

進捗
管理

管理者

現場
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情報管理
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設
備
情
報
・
保
全
履
歴

複数
事業所
管理

N事業所×

図7　設備保全システムの概要
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Drawings Archive System 商品化
（3）　保全評価管理
　従来 定期点検的保全 設備状態 応 保全 見
直 支援 目的 機種 機器 保全

最適 算出 保全業務
評価 見直 判断材料 提供 機能 紹介

　各設備 設備状態 故障 起 故障
時 与 影響度 被害 大 二
次元 設備 保守 必要度 表現

可視化 上 保全方針 指定
指定保全方針 対象 設備 全設備 抽

出 保全計画見直 結果 対 保守 必要
検討項目 自動的

　あとがき

　電力系統制御分野 関 富士電機 取組 概要 紹
介 今後検討 開始 電力完全自由化 向

技術 高 考 富士
電機 技術 維持向上 努
新 技術 実用化 取 組 電力会社
応 所存

参考文献

（1） 　電力系統制御 技術検討会報告書 総合

工学研究所 2004-6.

（2） 　電力設備 保守 運用 IT 活用 将来動向 電

気協同研究 vol.58, no.5, 2003.

（3） 　飯坂達也 構造化 新 学

習方法 最大電力需要予測 適用 平成 14 年電気学会電

力 部門大会 vol.124, no.3, 2002.

（4） 　松井哲郎 構造化 適用

支川流量予測 検討 平成 15 年電気学会全国大会 no.6- 

015, 2003.

（5） 　松井哲郎 想定機能 電力需要想定

開発 平成 15 年電気学会電力 部門大会

no.PE-03-62, 2003.

（ 11）
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エネルギー総合管理システム「Spectrum PowerCC」

宮村　尚孝 中村　正雄 林　　巨己

宮村　尚孝

管理 開発
技術企画 従事 現在 富士電機

株式会社 e-
本部
統括部 EM 一部

担当課長 電気学会会員

中村　正雄

電力 分野 情報処
理

業務 従事 現在 株式会
社 社会

部

林　　巨己

数理 利用 顧客
研究開発業務 従

事 現在 富士電機
株式会社情報通信制御

部 電気学会会員

　まえがき

　世界的 電力自由化 流 伴 日本 既存
電気事業者 新規参入事業者 競争 激

環境 変化 中 一般需要家
運用 対 関心 高

状況 中 最適運用 管理機能
運用業務 効率化 信頼性 向上 削減 取引
利益 最大化 対 高

提供 従来 顧客個別対応
監視制御 容易 導入可能 高度 完成

標準 提供 管理
必要

　富士電機 世界 先駆 対応
社 開発 総

合管理 Spectrum PowerCC
注 1

導入 開発
削減 早期 市場投入 図

中心 長年培 監視制御 技術 導入
生 紹介

　Spectrum　PowerCCの製品コンセプト

　 管理 従来 信頼性 確
保 運用業務 監視制御 効率化

最新 IT Information Technology 標準規格
採用 IT 環境 柔軟 対応 事務系 情報系

連係 図 顧客 全体業務効率 向上
削減 図 重要

Spectrum PowerCC 大 特長 適合 製
品 下 開発 詳細 以
下 述

2.1　基本仕様

　表１ 基本仕様 示 特長 以下 述

（1）　近年 性能 信頼性 飛躍的 向上
Windows

注 2

汎用品 採用 豊富
製品 有効 活用

（2）　国際標準 業界標準適用 性 向上 図
他 容易 連係

（3）　Windows 同様 操作性 使 勝手
実現

2.2　トータルコストの削減

　 導入 運転 機能追加
通 以下 示 特長

削減 図
（1）　標準 資産

活用 汎用品 採用
（2）　 各種
構築時 業務 効率化

（3）　自動化 連係 運用 業務 効率化
（4）　 業務 効
率化

（5）　 追加 機能向上 拡
張 容易

注 1 Spectrum PowerCC 社 登録商標 注 2 Windows 米国Microsoft Corp. 登録商標

表1　基本仕様

項　目

ハードウェア

OS（Operating System）

RDBMS
（Relational DataBase
   Management System）

データベースアクセス

上位系インタフェース

下位系インタフェース

汎用パソコン

Windows

ORACLE

SQL（Structured Query Language）, 
ODBC（Open DataBase Connectivity）

XML（eXtensible Markup Language）, 
OLE（Object Linking and Embedding）

各種IEC（国際電気標準会議）標準テレコン
プロトコル，
OPC（OLE for Process Control）

構成内容
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2.3　エンジニアリングツール

　 指向
設備 構築情報 一元管理 対

応 一 設定 変更 行
関連機能 反映 大幅
業務 効率化 実現 以下 特長 述

（1）　 指向 同様 操作性
実現 画面例 図 1 示

（2）　国際標準 電力設備 CIM Common 
Information Model 準拠 顧客固有

新 属性 追加
容易

（3）　 機能 組 込 作成 含 作
画 容易 電気的接続 自動作画
可能

（4）　XML eXtensible Markup Language
連係 大量 容易

（5）　 業務 影響 作成 活性化 復
元 有効化 可能

2.4　ソフトウェアアーキテクチャ

　図 2 示 四 階層化
設備 ORACLE

注 3

管理 内部 標準
規定 各

規定 従 機能 化
構築時 必要 選択 組

込 機能拡張時 必要 機能 追加 可能

2.5　富士電機独自のソリューション

　標準 開発環境
提供 各 向 個別対応

富士電機 独自 追加 容易 構
造 独自技術 構造化

需要予測
1

最適化計画機能
1

高度 技術 組込 可能

　機　能

　Spectrum PowerCC 管理 必要 機能
取 各機能 図 3 示

呼 出 全体機能一覧 表

2 示 標準機能 容易 導入可能 形
提供 大 特長 特 電力設備運

用管理向 拡張 SCADA Supervisory Control 
And Data Acquisition 機能 取引 対応

発電機運用管理機能 以下 述

3.1　SCADA

　一般的 広 使用 SCADA 多
標準 市販 Spectrum PowerCC
電力監視制御 必要 以下 機能 加

標準機能 提供
（1）　複数電気所 監視制御 適 遠方監視制御装置

（2）　開閉器 機器 対 信頼性 高 2挙動操作
選択 実行

（3）　制御操作 安全性確保 電気的接
続状態 考慮

（4）　電力系統状態 的確 把握 充停電表示 画面
例 図 4 示

（5）　通常 電力設備 安全 作業 必要 操作禁止

注 3 ORACLE 米国Oracle Corp. 登録商標

プレゼンテー
ション領域

アプリケー
ション領域

リアルタイム
領域

通信領域

Web
ユーザーコンソール

ユーザー

ユーザー
インタフェース

エンジニアリング
エクスプローラ

ドメイン
オブジェクト
モデル

（設備データ
モデル）

エンジニアリング
システム

アプリ
ケーションB

SCADA

他制御所現場

アプリ
ケーションA

エネルギー
マーケット

外部

デ
ー
タ
分
配
サ
ー
ビ
ス

ド
メ
イ
ン
オ
ブ
ジ
ェ
ク
ト
イ
ン
タ
フ
ェ
ー
ス

DB DB DB

DB

インターネット/
イントラネット

図2　ソフトウェアアーキテクチャ

図3　アプリケーションツールバー

図1　エンジニアリングツール
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警報
（6）　系統切換 系統操作 効率 安全 実施

操作手順機能

3.2　発電機運用管理

　発電機運用管理機能 需要予測 取引管理 発電計画

発電機自動制御 機能 構成 特長 以下 述

（1）　需要予測 事前入力 類似日予測
実績 気象予測 比較

予測 気象 基 重回帰分析 行 回
帰分析予測 三 方法 提供

（2）　取引管理 各種電力取引 電力会社管轄 需給調整
必要 単位 管理 電力購入料金

設定 発電計画計算 合 最適 電力購入量 算
出

（3）　発電計画 需要予測 取引量 合 各種
制約 考慮 最小化 目的関数 発電機

出力 最適化計算 図 5 最小
発電機 各時間帯 発電量 示 発電計
画結果 発電機 起動 停止条件 扱
混合整数計画法 発電機 最適計画 提供

計画業務 大幅 削減
（4）　 向 電力

熱 特性 熱負
荷 蓄熱設備 間 熱輸送 考慮

（5）　 取引 購入 販売 申入 場合
申込 前 取引実施時

事前 計算 経済性評価 行
（6）　発電計画 機能 調整予備力 対 考慮

　適用分野

　Spectrum PowerCC 電力 熱
扱 顧客 適用可能 標準
提供 信頼性 削減 実現 具体的
以下 分野 考

（1）　需給 要求 特定規模電気事業者
PPS Power Producer and Supplier 地域需給調整

（2）　電力設備運用管理 必要 電気事業者 大規模需要家
（3）　発電機運用 行 独立電気事業者 IPP Independ-
ent Power Supplier 電源会社

（14）

表2　機能一覧

区　分

長期運用計画

予　測

項　目 機能内容

エネルギー
データ管理

計　画

電力制御

SCADA

通　信

負荷側管理

資源最適化

長期需要予測

需要予測

価格予測

取引管理

水力発電計画

水力火力計画

発電計画

取引最適化計画

経済負荷配分

周波数制御

生産コスト監視

予備力監視

負荷管理（電力）

負荷管理（ガス）

供給管理（水）

配電潮流計算

故障点切離し・
復旧

故障点検索

基本機能

エネルギー課金

メンテナンス

1年までの長期計画のシナリオ評価

1年までの長期の需要を予測

翌日から7日間先までの需要予測

翌日から7日間先までの価格予測

各種相対・市場取引の管理

水力発電設備の最適計画

水力および火力発電設備の最適計画

火力発電設備の最適計画

市場取引の最適取引量の計画

リアルタイム発電機経済負荷配分制御

リアルタイム発電機周波数制御

リアルタイム生産コスト監視

リアルタイム予備力監視

電力負荷の管理，需給バランス制御

ガス負荷の管理，需給バランス制御

水の供給管理

配電網向け潮流計算

故障点の自動切離しと自動復旧

故障点の検索

実績データの各種管理

課金情報の計算，管理

電力系統監視制御

テレコン入出力，OPC，制御所間通信

エンジニアリングツールによるメンテ
ナンス

ホットスタンバイによる二重化構成
制御

各種運用モード，システム状態管理

冗長化

システム管理

実績情報
システム

配電網分析

図4　単線結線図（充停電表示，制御ダイアログ）

図5　発電計画



富士時報　

特
集
1

エネルギー総合管理システム「Spectrum PowerCC」

（4）　自家発保有事業者
　 適用分野 対 特 有効 適用対象 適
用事例 以下 述

4.1　適用対象

　電力設備運用管理 以下 場合 有効
（1）　遠隔設置 電力設備
（2）　電力系統 諸条件 考慮 運用
（3）　頻繁 系統操作 行
（4）　頻繁 電力設備
　発電機運用管理 以下 場合 有効
（5）　 取引 含 最適運用 図

（6）　特性 違 複数 発電機 対象
（7）　 熱 運用 含

4.2　同時同量システム適用事例

　PPS 向 構成 図 6 示 遠隔地
側 公衆回線 介 連係 冗長

化構成 標準 SCADA機能 中心 高 信頼性
運用 効率化 確保 以下 機能
（1）　PPS 需要家 設置 端末 使用電力量 収
集 電力量収集機能

（2）　発電所 監視制御機能
（3）　需要量 供給量 監視 需要
変動 見合 供給量 制御 行 同時同量制御機能

機能 日本 詳細 要求仕様 適合
富士電機 開発

4.3　発電機最適運用システム適用事例

　某住宅施設向 管理 構成 図 7

示 住宅 学校 病院 施設 熱 電力 供給
対 電力会社 電

力購入料金 発電 考慮 最
小 計画 作成 運用業務 効率化 削減
図

　電力取引市場支援機能への対応

　日本 電力取引市場 有限責任中間法人日本
卸電力取引所 JEPX 2005 年 4 月 行

現状 市場取引 発電設備 運用 主業務
事業者 対象 富士電機 事業者向
実際 発電計画 考慮 取引支援機能 独自

開発
　電力取引市場 中長期 相対取引 対象 先渡定
型市場 翌日 市場 中心 先渡定型市場
向 支援機能 取引量 取引価格 指標 提供

顧客 市場 公開 売買情報 踏 取引
戦略 決定 市場向 支援機能 概要
図 8 示 各機能 特徴 以下 述

（1）　価格予測機能
　過去 電力価格 気象情報 富士電機 独自
技術 構造化 用 取引
価格 予測 図 8① 米国東地域 電力市場 PJM 
Interconnection 実績価格 基 検証 行 良好

（15）

PPS通信ネットワーク

PPS発電所

発電機 コントローラ

電力会社の発電所

水力

火力

原子力

PPS需給センター
（クライアント）

データセンター
（サーバ：二重化）

リアルタイム監視

電力

電力電力

電力

電
力
量
計
測
装
置

需要電力量収集

電力会社の送電
ネットワーク

需要者

電力会社の需要者

送
電
量
収
集

　

発
電
指
令

取
引
用
計
器

図6　某特定規模電気事業者向け電力小売監視制御システム

某住宅施設

エネルギー棟

フィーダ フィーダ

電力
熱供給（冷温水）住宅 住宅病院

配電系統6.6kV（電力会社）

ディスプレイ

発電機室 電気室

収納ラック
パソコン
サーバ

Spectrum PowerCC

プログラマブル
コントローラ

ガスエンジン
500kW

ガスエンジン
500kW

需要予測
発電計画
発電機出力計測
フィーダ電力計測
熱量計測

発電出力計測
発電機制御
ガス燃料計測

OPCインタフェース
全設備の監視

フィーダ
電力計測

ボイラ 貯湯槽

受電電力量計測

計測センサ 計測センサ

熱
信号

オペレーションルーム

図 7　エネルギー管理システムの構成

①価格予測機能

②翌日発電計画機能

③リスク解析機能

②a：運用可能領域計算機能
③a：不確定性シナリオ作成機能

③b：不確定性シナリオ評価機能
②b：発電機最適配分計画機能

負荷
予測値

発電機
特性

運用
コスト

発電
計画

発電機
運用
可能領域

需給
不均衡量

価格
予測値

入札設定
発電計画

入札設定
運用
コスト

入札設定
評価値

電力
取引
データ

価格
実績値

価格
予測
実績値

取引
シナリオ

入札
設定

図8　スポット市場向け支援機能の概要
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エネルギー総合管理システム「Spectrum PowerCC」

結果 得 日本市場 米国 比 投機性 少
十分 精度 期待 考
（2）　翌日発電計画機能
　電力取引 考慮 最 経済的 発電計画 求

図 8② b 市場取引 各取引時間
約定可否 決 約定結果 発電機 追

従 可能性 約定結果 実際
運用可能 領域 計算 安全 取引範囲 示 図 8

② a
（3）　 解析機能
　電力取引 取引価格 取引量 不確定性
考慮 実績 分布 不確定性 作成

図 8③ a 基
行 設定 電力取引戦略 評価

情報 提供 図 8③ b
設定 電力取引戦略 優劣 把握

　あとがき

　 取 巻 状況 2005 年 2 月 京
都議定書発効 2005 年 4 月 JEPX 開設 50 kW以
上 高圧需要家 電力小売自由化範囲 拡大 背
景 運用 効率化 高度化 対 要
求 高 考
管理 顧客 問題

提供 Spectrum PowerCC 富士電機 戦略
機種 位置 日本市場 展開 一層注力
所存

参考文献

（1） 　北川慎治 最適運用 富士

時報 vol.75, no.11, 2002, p.625-629.

（ 16）
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電力小売自由化に対応した自動検針と電力量計

長島　　優 上條　雅之 清水　康司

長島　　優

電子式電力量計 関連機器 開発
設計 従事 現在 富士電機

株式会社 e-
本部計量 統括部安曇野
工場技術部長

上條　雅之

電力量計 設計 開発 従事 現
在 富士電機 株式会社
e- 本部計量
統括部安曇野工場技術部

清水　康司

自動検針 開発 技術企
画 従事 現在 富士電機

株式会社 e-
本部計量 統括部安曇野工
場技術部 東京分室

　まえがき

　1999 年 電気事業法 改正 2000 年 3 月
契約電力 2,000 kW以上 特別高圧需要家 対象 電
力 小売自由化 開始 後 2004 年 4 月
契約電力 500 kW 以上 2005 年 4 月 契約電力 50 kW
以上 自由化範囲 高圧電力需要家 拡大
2007 年 4 月 契約電力 50 kW未満 低圧電力需要家
自由化 検討 予定 図 1 電力小売自由化
進展 電力量計 導入状況 自動検針 実施動向 示

　電力小売自由化 対応 法定計量器 電力量計
自動検針 求 役目 主 次 二

（1）　 電気事業者 需要家間 電気事業者 電気事業者
間 適正 計量 担保

　自由化 伴 同時同量計量 必要性 電力量計 必
要 計量機能 法的 扱 資源 庁主催
電気計器 計量問題検討会 検討 電力量計 一
定時間 主 30 分 指針値 記憶 伝送

使用電力量表示端末 表示 上位
伝送 方法 特定計量器検定検査規則第 12 条 2 項
分離 表示機構 該当

1999 年 試験規格 制定 2000 年 製品 導入
図 2 概要 示

（2）　 電気事業者 需要家 対 向上
電気料金 多様化 対応 計量機能 拡充

　電気料金 多様化 主 季節別 時間帯別 料
金設定 細分化 行 電力量計 時間帯
料金算定 基 時間帯 電力使用量 需要場

所 計測 表示部 確認 必要 電
力量 時間帯 仕分 機能 持 必要

時間帯別料金 細分化 電力量
計 仕分 細分化 時間帯別仕分
機能 拡充 仕分 方法 通信 設定 電力量

計 主流
　次章以降 自動検針 通信機能 持 電力量

計 紹介

　自動検針システム　

2.1　自動検針システムの現状

　自動検針 委託検針員 電力会社 社員 電力量

主な契約種別 電力
自由化

従来の
検針方法

計器の
通信端子

特別高圧電力
（大規模工場など）
業務用電力
（特別高圧）
（デパート，
　オフィスビル，ホ
　テル，大学など）

2000年
3月
に施行
↓

同時同量
監視

計器

特別
精密級
複合計器
＋

表示端末

あり

社員検針
または
委託
検針員

自動検針
実施動向

導入済み
または
導入中

高圧

低圧

契約電力
2,000kW以上

契約電力
500kW以上

契約電力
　50～
　500kW
　　　未満

契約電力
50kW未満

大
口

高圧電力A
（小規模工場）
業務用電力（高圧）
（スーパー
　マーケット，
　中小ビル）

2005年
4月
に施行

複合計器
あり
または
なし

委託
検針員 なし

低圧電力
（町工場，
　コンビニエンス
　ストア）
電灯契約
（一般家庭）

2007年
4月から
検討予定

誘導形
計器
または
多時間帯
電子式
計器

あり
または
なし

委託
検針員

〈一般〉
なし

〈難検針〉
一部導入

高圧電力B
（中規模工場）
業務用電力（高圧）
（スーパー
　マーケット，
　中小ビル）

2004年
4月
に施行

精密級
複合計器
＋

表示端末

〈注〉全国の電力会社の一般例を示したもの

図1　自由化の進展と電力量計導入状況，自動検針実施動向

取引用計器
複合計器

一定周期で
計量値読出し

データ
データ

データ

自動検針用
通信端末

ロード
サーベイ，
自動検針

【基本計量】
全日電力量
需要電力
力率測定用

　電力量
力率測定用

　無効電力量

設定に従い
　時間帯別に集計
30分値を表示

表示端末

設定器

上
位
シ
ス
テ
ム

図2　使用電力量表示端末を用いたシステムの概要
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計 設置 場所 出向 検針値 読 取 記録
人手検針 作業 自動化 電力会社

本店 支店 営業所 設置 親局装置 需要家
設置 電力量計 保持 計量 各種通信

用 遠隔 収集 大口需要家 高圧需
要家 電力量計 受電室 内 設置

自動検針 行 需要家設備内
立入 不要 電力会社 需要家双方
　自動検針 導入 以前 進
電気料金 高 費用対効果 見込 500 kW以上 大口
需要家 一巡 次 高圧需要家

電力小売自由化 進展 急速
高 PPS Power Produce and Supply
特定規模電気事業者 電気 供給 需要家 対
電力会社 PPS 双方 30 分同時同量監視 自動検
針 同時同量監視 導入 必要
　 一般 低圧電灯需要家 山間部

難検針地域 対象 一部導入 図
今後 電力自由化 進展 導入

進 思
　表１ 自動検針 目的 機能 示

2.2　システム構成

　大口需要家 高圧需要家向 自動検針
構成 図 3 示
　電力会社 電力量計 収納 計器箱内 電力会
社用 自動検針用通信端末 設置 電力量計 蓄積

各種計量 各種通信 経由 自動検
針親局 収集 親局側 PCT比
PT Potential Transformer 比× CT Current Trans-
former 比 応 電力量 kWh 換算
収集 頻度 一般的 30 分値 毎日

収集 確定値検針 月 1回月初 収集
　一方 PPS PPS 用同時同量端末 設置 電力量
計 出力 蓄積 各 PPS 事業所
設置 同時同量監視親局 通信 経由

収集 側 定数
PCT比 応 kWh 換算

2.3　通信メディア

　自動検針用 通信 多種多様

研究 開発 通信 通信回線使用
料 伝送速度 時間 各回線 特性
需要家状況 適用場所 最適 選択
自動検針用 導入 主 通信

特長 以下 述
（1）　電話回線 通信 　　　　　　　　
　新規敷設 不要 低 導入可能 大口
需要家 自動検針用 広 利用 方式
需要家 既設 電話回線 使用 鳴 通信
行 方式 通信 呼 日本

電信電話株式会社 NTT 需要家側交換機 特定 電
話番号 後 再度需要家 電話

通信 可能 需要家
ISDN Integrated Services Digital Network ADSL
Asymmetric Digital Subscriber Line 契約変更 行
通信不可 場合

（2）　専用通信線
　専用通信線 広 敷設 電力会社 採用
方式 各通信端末 支店 営業所 設置
伝送装置 方式 接続 一

斉指令 適 反面 端末 発呼 考慮 場合 信
号 衝突 回避 必要 通信端末側 応答

対応
（3）　光回線
　電力会社 広 敷設 光 利用 方式

自動検針用通信端末 固有 割 振 自
動検針用親局 直接 検針 収集 需要家
構内 引 込 光 敷設 必要
回線 使用料金 外部 侵入

有利

（4）　携帯電話
　携帯電話事業者 通信方式 用 通信 行
方式 自動検針用通信端末 携帯電話用 通信

取 付 自動検針用親局 電話番号

表1　自動検針システムの目的と機能

対　象

大口需要家
高圧需要家

低圧需要家

電力会社

特定規模
電気事業者

電力会社

事業者

同時同量監視
検針業務の効率化

同時同量監視

検針困難地域対応
　（山間部，オートロック
　マンションなど）
遠隔異動処理

目　的

30分値収集
検針（1回/月）
各種設定・確認

5分値収集
30分値収集

検針（1回/月）
引込口の停止・
　停解

主な機能

特定規模電気事業者
（PPS）

同時同量監視
親局

高圧需要家

データ
出力

パルス
出力

計器箱

ルータなど

ルータなど

PPS用
同時同量端末

通信メディア
（フレッツISDNなど）

電力会社
（各支店など）

自動検針親局

伝送装置など

自動検針用
通信端末

使用電力量
表示端末

高圧
電力量計

通信端末
（メディアごと）

通信メディア
（光，電話回線など）

図3　大口・高圧需要家向け自動検針システムの構成
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IP Internet Protocol 指定 通
信 行 通信維持費 月額基本料金 通信料金

通信 敷設 必要 手軽 導入
電力量計 設置場所 電

波 届 場合 延長 対応

2.4　自動検針以外の対応

（1）　現地 検針作業 省力化
　通信 敷設 需要家 回収
需要家 面前 行 望 需給 設定作業

自動検針以外 対応 以下
紹介
　①　携帯情報端末方式
　 　計器用設定 回収 実装 携帯情報端末
需要家 持参 電力量計 通信端子
装置経由 有線 接続 需給 設定 30

分値 回収 行 設定 収集
電力会社 持 帰 簡単 連携 可能

　②　 方式
　 　計器用設定 回収 実装 小型

需要家 持参 上記 同様 作業 行
上 設定 収集 確認

　　図 4 画面例 示
（2）　遠隔検針
　検針業務 程度近 行 障害
物 危険 伴 電力量計 設置箇所 行
場合 開閉 作業時間 場合

改善 検討 遠隔
検針 無線方式 自動検針用通信端末 設置

収集 最近 無線技
術 進歩 特定小電力無線 無線
LAN Local Area Network 規
格 広 低 化 見 現在 導入
事例 少 今後広 思

　新型電力量計

3.1　高圧用電力量計

　2005 年 4 月 高圧需要家 電力小売自由化
対象範囲 拡大 伴 国内 電力会社 10 社
自由化 対応 高圧用電力量計 導入 進

富士電機 対 次 開発 行
（1）　高圧一体型計器
　電力量計 1台 多様 電力会社 料金 自由化

対応 可能 主 仕様 表 2 示
　電力会社 仕様 細部 異 自由化対応
必要 機能 30 分値 記憶 表示機能 共通
自動検針機能 現在主流 2線式

方式 自動検針用通信端末 通信
行

　外観上 大 分 2種類 仕様 外観 各部
名称 図 5 示
　表示部 1枚 液晶 使用 各種 電力量

自動的 表示 端子部 需要家
電力量 比例 提供 用

（19）

メインメニュー画面

需給カレンダ
の設定

需給カレンダの
確認と照合

表示けた数の設定

計器の画面設定
（第4世代のみ対応）

年月日画面の
点灯・消灯設定

（第4世代のみ対応）

計器の時刻設定

起動時に接続されている
世代と伝送速度を表示

表示時間
の設定

図4　パソコン方式設定用ソフトウェア画面例

表2　高圧一体型計器の仕様

項　目 仕　様

（※：電力会社により仕様は異なる。）

階 級

乗 率

電 気 方 式

定 格 電 圧

定 格 電 流

定 格 周 波 数

計 器 定 数

計 量 項 目

特別精密級，精密級，普通級

サービスパルス

通 信

計 量 値 記 憶

合成変成比倍，合成変成比の1/10倍，
10の整数べき倍

三相3線式

110V

5A

50Hzまたは60Hz

1,000パルス/kWs，1,000パルス/kvars

全日電力量，時間帯別電力量，力率測定用電力量，最
大需要電力，時間帯別最大需要電力，全日無効電力量
（遅れ・進み），力率測定用無効電力量（遅れ・進み）

50,000パルス/kWh，2,000パルス/kWh（※）

2線式カレントループ，RS-232C（※）

30分値44日分

表示部

スイッチ操作部

サービスパルス用
出力端子 通信端子

モジュラジャックコネクタ

サービスパルス用
出力端子 通信端子

モジュラジャックコネクタ

図5　高圧一体型計器の外観と各部の名称
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出力端子 通信端子 過去 30 分値 画
面 表示 操作 接続

備
（2）　高圧計器 表示端末 分離型
　高圧計器 全日電力量 需要電力 計量 記憶
行 高圧計器 表示端末 通信 読 取
多様 料金 自由化対応 加工 表
示 表示端末 行 方式 2000 年 3 月 部分自由
化導入当初 方式 主流 現在 先 紹介

高圧一体型計器 検定時間帯数 超 時間帯別計量
場合 表示端末 追加 超過分 含 時間帯別

計量値 表示 補助的 役割 使用
主 仕様 表 3 外観 各部 名称 図 6 示

3.2　低圧用電力量計

　低圧需要家 自由化拡大 2007 年 検討 開始
現時点 低圧用電力量計 必要 自

由化対応 機能 明確 国内 電力会社 多
高圧用 同等 機能 盛 込 低圧用電力量計 導入
進 主 仕様 表 4 示
　高圧用 同様 電力会社 仕様 細部 異
時間帯別電力量 計量 基本機能 持 共通

30 分値 記憶方法 日数 違
記憶可能 自動検針 機能 高圧用

同様 2線式 方式 通信機能 備
低圧用計器 外観 各部 名称 図 7 示

　あとがき

　電気料金取引用 電力量計 計量 処理
自動検針 現状 概要 紹介 電力小
売自由化 環境変化 要求 技術進歩 多機
能化 進 運用面 効率化 製品 低減 要求
自動検針 計量 処理範囲 拡大
検討 進 電気事業者 需要家 間 適正

計量 担保 前提 計量法 制約 範囲
国際規格 整合 技術進歩 即 法規制 変化 運用
面 要求変化 対応 製品開発 行 所存

（20）

表3　高圧計器と表示端末の仕様

項　目

特別精密級，精密級，普通級

三相3線式

110V

5A

50,000パルス/kWh

2線式カレントループ

全日電力量，力率測定用電力
量，最大需要電力，全日無効
電力量（遅れ・進み），力率
測定用無効電力量（遅れ・進
み）

15V

時間帯別電力量，
力率測定用電力量，
時間帯別最大需要電力，
力率測定用無効電力量
（遅れ・進み）

高圧計器

仕　様

表示端末

階 級

乗 率

電 気 方 式

定 格 電 圧

定 格 電 流

定 格 周 波 数

計 器 定 数

計 量 項 目

サービスパルス

通 信

計 量 値 記 録 30分値44日分

50Hzまたは60Hz

2線式カレントループ，
RS-232C

30分値44日分

1,000パルス/kWs,
1,000パルス/kvars

合成変成比倍，合成変成比の
1/10倍，10の整数べき倍

表示部

表示部

スイッチ操作部

通信端子

表示端末

RS-232C通信端子

スイッチ操作部

モジュラジャック
コネクタに接続

サービスパルス用出力端子 通信端子

高圧計器

図6　高圧計器と表示端末の外観および各部の名称

表4　低圧用計器の仕様

単相2線式

100V，200V

項　目

単相3線式 

100V

三相3線式

仕　様

50Hzまたは60Hz

全日電力量または時間帯別電力量

強化耐候形または普通耐候形

2線式カレントループ

30分ごとに計量データを記憶

電 気 方 式

定 格 電 圧

定格周波数

計 量 項 目

耐 候 性 能

通 信

計量値記憶

200V

30A，120A

110V

5A定 格 電 流 30A，120A，
5A

30A，120A，
5A

強化耐候形 普通耐候形

表示部

スイッチ
操作部

通信端子

スイッチ
操作部

通信端子

端子カバー 端子カバー

表示部

図7　低圧用計器の外観と各部の名称
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分散型エネルギーシステムを支える技術

伊原木 永二朗 鈴木　智宏 仁井　真介

伊原木 永二朗

電力用機器 送配電系統 保護制
御 研究開発 従事 現
在 富士電機 株式会社
技術開発室担当部長 電気学会会
員 IEEE会員

鈴木　智宏

分散型
業務 従事 現在

富士電機 株式会社 e-
本部
統括部 EM

一部担当部長 電気学会会員

仁井　真介
分散型

業務 従事 現在
富士電機 株式会社 e-

本部
統括部 EM

一部担当課長 電気学会会員

　まえがき

　世界的 環境問題 意識 高 受 再生
自然 利用 促進 一般
電源 発電 高 発電量 自然条件

影響 安定性 面 課題 既存
系統 電力品質 程度維持 連系 容量
限界
　一方 日本 電力品質 世界中 最 高 部類
属 高 言 国際社会 競争

企業 中心 海外進出 国内産業
空洞化 一因 背景 消

費財 電力 市場経済 原理 適用 自由化
進 一定 成果

　市場原理 有効 活用 環境問題 対応 手段
一 分散型 提案
分散型 新 発電 含
分散型電源 需要家 負荷 貯蔵装置 監

視制御装置 構成 需給
調整 行 安定 供給 実現 図

　本稿 分散型 動向 富士電機
取組 紹介

　分散型エネルギーシステムに関する各種構想

　日本 電力 信頼性 品質 高 前提
社会 整備

特 最近 電子通信技術 進歩 情報化社会 到来
停電時 生活 面 影響 従来

比 格段 大 信頼性 品質 高
重要 一方 前章 述 環境問題
対応 電力事業 市場原理 導入 社会的要請
積極的 促進 電力品質 維持 環境
優 低 電力供給 求

社会的要請 世界各国 共通

世界各地 解決 種々 試 行

　 法令 設置 義務
工場 病院 非常用発電機 有効 利用

通信 経由 一括管理 制御
需要 多 時期 非常用発電機 運転

電力 自給 余剰 売電
需要家 維持費 負担 軽減 地域系統 安定化
寄与 米国
会社 新 事業化 行
　 限定 地域 電力 品質別 供給
試 負荷 必要性 電力品質 変 供給

現状 配電系統 比較的
容量 大 分散型発電設備 併設 電力品質

経由 品質別 値段 異 電
力 改質 供給
　FRIENDS Flexible Reliable and Intelligent Elecrtical 
eNergy Delivery System 高柔軟 高信頼電気
流通 規制緩和後 要求 応 得
新 電気 流通 一形態 日本
研究 FRIENDS 目的 多
分散型電源 電力貯蔵装置 利用 高信頼度電力供

給 省 実現 高機能 情報
駆使 高度 需要家 実現
FRIENDS 配電用変電所 需要家 間

電力品質 管理 電力改質 QCC Quality 
Control Center 設置 多様 品質
電力 供給 電力供給者 需要家 間 強力
情報 通信 使用 電力供給 関 情

報伝送 顧客 電力情報提供 多
目的情報 通信 提供 図 1

　 複数 需要家 存在 特定 地域
太陽光発電 風力発電

分散型電源 設置 電力 自給 型電力供
給 自営線 小規模電力系統 構
築 電力系統 1 2 点 連系 内 需
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給 制御 連系潮流 安定化 自立
運転 連系運転 切換 容易 既存 電力系統
連系 非常時 電力供給 受 形態 複数

連系 負荷 電源 平準化 行
安定的 運用 図 提唱

　 分散型 研究 日本
独立行政法人新 産業技術総合開発機構

NEDO技術開発機構 中心 研究 進
集中連系型太陽光発電 実証研究 新 等
地域集中実証研究 新電力 実証研究

実施

　分散型エネルギーシステムの技術課題

　表１ 分散型 構築 場合 主
技術的課題 構成 機器固有
課題 構成 課題 系統
連系 場合 課題 分

定常時 緊急時 分
　機器固有 課題 負荷追従性能 効率 耐久性
向上 緊急時 問題 過渡的
状況 対 機器 運転維持能力 向上 課題

　 構築 計画手法 監視方
法 制御 保護方法 課題 中 計画

最適 電源 種類 容量 組合 手法 電力貯蔵
装置仕様決定方法 各機器 系統上 配置手法 課題

監視 定常時 緊急時
監視項目 要求精度 周期
実現 通信方法 含 構築

課題 保護 制御 関 新 発電
不安定 出力 安定化 技術 内

需給 保 制御技術 課題
　系統連系 関 系統 程度 電力融通 受

緊急時 電力補給 確保 検討
課題 信頼性 緊急時
運用方法 系統 受 内容 変

経済性 加味 構築 手法 課題

　本稿 分散型 構築 技術
表１ 網 部 関係 計測 情

報処理技術 同時同量制御技術 安定化対策技術 計
量 述 配線系統 分散型

接続 場合 配電系統 電力品質
管理 問題 予想 対応策 一

広域電力品質計測 広域 PQ Power 
Quality 計測 紹介

　富士電機の分散型エネルギーシステム技術

4.1　計測・情報処理技術

　図 2 同時同量 構成例 示 現場 計測 制
御端末 設置 監視制御 接続

監視 収集 各端末
情報 収集 監視制御 負荷予測 最適運転計
画 需給制御 行 計測 制御端末 外観 図 3

示
　計測 制御端末 多機能 低価格 以下 特徴
有

（1）　各 単位 電圧 電流 切 換 設定 可
能 入力

（2）　電気量 熱 気象情報 各種物理量 状況 1台
可能

（3）　TCP/IP Transmission Control Protocol/Internet 
Protocol 接続
入出力制御信号 受渡 可能

（4）　 監視 警報機能
（5）　計測値 値 外部 瞬時波
形記録

（6）　GPS Global Positioning System 時刻同期 多
点同時計測 可能

（7）　各種通信 装備
　同時同量 計測情報 後述 5分同時

高機能情報
ネットワーク

新高電圧配電
ネットワーク

CPU

支店
オンライン

データベース

配電用
変電所

電力改質センター
（QCC）

多品質電力供給
（逆潮流可）

CPU

蓄電池

CPU

一般家庭負荷

太陽電池など

CPU

CPU

G

CPU

G

蓄電池

CPU

大口需要負荷

コージェネレーション，
燃料電池など

図1　FRIENDSの概念図 表1　分散型エネルギーシステム構築における技術課題

系統連系

定
常
時

緊
急
時

アンシラリー
サービス

単独運転
検出

緊急融通

電源
（容量・種別・
　組合せ）
電力貯蔵装置
（容量・種類・
　設置箇所）
連系点

バックアップ
電源

DSM

システム

計　画

定時計測
（項目，精度，
　サンプリング
　時間）

波形計測
（記録時間，
　精度，サンプ
　リング時間）

計　測

需給バラ
ンス制御

出力安定化
制御

緊急制御

リレー保護
方式

応答
速度

効率

耐久
性

運転
可能
範囲

保護・制御
機器区

分
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同量制御 実現 使用 翌日負荷予測
最適運転計画 使用

　同時同量 計測装置 実効値 変換
一定時間間隔 伝送 電

圧 電流 有効電力 無効電力 計測 翌日需
要予測 気象条件 計測 需給 調整
目的 達成 分散型
電力品質 低下 防止 通常 電力監視以外

電力品質確認 計測 必要 表 2

分散型 計測項目 例 示
定時計測 事故時 原因究明 一般電気
事業者 責任分界点 明確化 瞬時値 過渡変
動 計測 必要 計測 制御端末 大容量
搭載 波形記録機能 GPS 時刻同期 多地点

同時計測機能 事故現象 把握 事故点 特定
用途 適用可能

　 通常 1分周期 収集 自然
発電 含 分散型 要求

短時間同時同量制御 1分周期 短周
期 収集 必須
　現場端末 監視制御 間 伝送 光

網 専用 LAN Local Area Network 利
用 場合 広域通信 利用 場合

専用 LAN 信頼性 高 高速 通信
実現 建設費 維持費 費用 難
点 経済的 見合

課題
　広域通信 利用 場合

携帯電話 移動通信
常時接続 ADSL Asymmetric Digital 

Subscriber Line ISDN Integrated Services Digital 
Network FTTH Fiber To The Home 公衆回線
網 利用 種々 一般

通信速度 上
大 通信仕様 対 比較検討
目的 合 通信方法 選定 必要

4.2　安定化制御技術　

　分散型 地域 需要地
需要 供給 保 同時

同量制御 電力貯蔵装置 利用 新 出力
安定化 制御 系統 対 影響 少

構築 必要
4.2.1　同時同量制御技術

　同時同量制御 一定時間内 発電電力量
消費電力量 等 制御 PPS Power 
Producer and Supplier 事業者 行 30 分同時
同量制御 安定出力電源 所有 PPS 事業者 電力
供給契約 遵守 目的
対 分散電源 同時同量 非安定
出力分散型電源 既存電気事業者電源 影響 回避

目的 PPS 同時同量 比
短 時間 同時同量制御 必要 精度

（23）

ルータ

ファイヤウォール

サーバ コンピュータ

計測端末

需要家

計測装置

需要家

計測端末
制御端末

発電機

計測端末
制御端末

発電機

図2　同時同量システムの構成例

図3　計測・制御端末の外観

表2　分散型エネルギーシステムにおける計測項目（例）

計測項目 種　別

◎：常時データ　○：一時的データ

計測点 目　的

◎

◎

◎

○

◎

○

◎

◎

各負荷
点・発
電点

◎

◎

◎

○

◎

○

◎

◎

受電点
・線路

◎

◎

◎

◎

予測　
最適化

◎

◎

◎

同時
同量
制御

◎

◎

◎

○

◎

○

◎

◎

電力
品質

有 効 電 力

無 効 電 力

電 圧

電 流

周 波 数

高調波電圧

フ リ ッ カ

熱 流 量

熱 温 度

気 温

日 射 量

風 力

Q

V

v

I

i

f

ΔV

P

V nf　（　  ）

 10

三相実効値

瞬時値

三相実効値

瞬時値

（含有率）

10Hz
データ ◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎
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高 予測 最適化 技術 必要 図 4

　最適運転計画 変動電源 太陽光 風力発電
自然 発電設備 出力調整可能

蓄電池 蒸気 蓄熱槽 電力
熱供給設備 外部購入電力 最適 組 合 電
熱需給 満足 最適 運用 計算
具体的 電熱需給 設定
構造化 予

測手法 用 過去 実績値 気象予報 設定
時間間隔 30 分 電力負荷予測 熱負荷予測
太陽光 風力発電電力予測 行 次 電熱予測 計
算 需給 各設備 運転制約 出力余裕 負
荷変動電力対応料金 考慮 運転費用 二酸化炭
素 CO2 排出量 評価指標 目的関数 最小化

運転状態 発電出力 熱供給量 蓄電 蓄熱量
外部電力 購入量 決定
　需給制御機能 最適運転計画 設定 最
小運転則 基 発電機 運転 停止 出力配分 行

逐次予測平滑化
用 同時同量 達成 制御

行
4.2.2　自然エネルギー発電出力安定化対策技術

　太陽光 風力 自然 利用発電 出力変
動 大 分散電源 出力変動 抑制
技術 重要 特 電力貯蔵装置 用 分散電

源側 出力変動 抑制 技術 発電側制御
今後 系統連系点 安定化 展開
技術 富士電機 二次電池
電力貯蔵装置 用 発電出力 安定化技術 開発

自然 活用 努
　 離島 系統末端 脆弱

系統 対 風力発電設備 設置 可能
風力変動 伴 有効電力変動 吸収 電力安定化
装置 製作 隠岐 島 世界初 超高速

電力安定化装置 併設 風力発電
製作 島根県 富士電機 財団法人新

財団会長賞 受賞
　電力貯蔵装置 電力安定化 技術課題
（1）　貯蔵容量 決定
（2）　安定化 出力変動周期 決定
（3）　効果分析方法

挙
　電力貯蔵装置 利用 系統連系点 出力電力変動 安
定化 場合 変動周期 含 風力 変動
対 抑制 対象変動周期成分 抽出 変動

分 逆位相 電力貯蔵 補完 際 限 貯蔵
容量 中 充放電 繰 返 可能容量
超 超 場合 系統
与 適切 制限 加 必要 充放電可
能容量 考慮 電力貯蔵 平滑化制御 充放
電指令 出力制限 出力変動抽出部 時定
数制御 採用 図 5

　風力発電機出力変動 実測 対 電力貯蔵装置
出力変動抽出部 時定数制御 可変平滑化時定

（24）

受電電力量
託送可能電力量
燃料使用量
CO2排出量
その他の状態量

運転計画値
（各機器の
　起動停止
　状態，出力）
負荷予測値

予測値

プラントモデル
プラント動特性
CO2排出量

負荷予測機能
電力負荷予測
熱負荷予測
蒸気負荷予測

最適運転計画機能（最適化）
目的関数
コスト最小化
CO2排出量最小化
メンテナンスコスト
ペナルティ

状態変数
各機器の起動停止状態
各機器の出力状態

制約条件
需給バランス
運用条件

図4　予測機能・最適化制御機能

平滑化した連系電力 変動電力分の吸収

風力発電

出力変動抽出部
（可変平滑化時定数）

充放電電力指令

充放電可能容量を考慮
した平滑化制御手法

風力発電出力Pe

フライホイール回転数　
（充放電可能電力量測定）

ω

回転数補正部
電力変換器

出力制限演算部

安定化制御演算部
＋

＋

FW

図5　充放電可能容量を考慮した平滑化制御

時間（s）

総
合
出
力
，
風
力
発
電
機
出
力
（
pu
）

150100500 200 250 300

0.7

0.6

0.5

0.4

0.3

0.8

0.9

1

風力発電機出力

フィルタ時定数制御有効

フィルタ時定数制御無効

適切な変動周期を抑制

過大な長周期変動の抑制

図6　電力貯蔵装置のフィルタ制御効果有無の比較
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数 効果 比較 結果 図 6 示 時定数
制御 無効 場合 過大 長周期変動 抑制

貯蔵容量 超 結果 全体 風力変
動 抑制 達成 示
　 実地試験 制御設計 効果
（1）　最大出力変動幅 縮小率
（2）　 密度比
（3）　変動幅分布 変動量 発生頻度
（4）　出力変動速度 変化率

指標 評価

4.3　計量システム

　分散型 内部 需給
計量 課金業務 公正 合理的 実

施 必要
　分散型 内 電力 熱
計量 天然 水素 燃料 計量

電力調達 自己託送電力計量 多種 計量 行
課金 地域 環

境活動 対応 付与
連動 今後必要
　表 3 分散型 計量項目 概
要 示
　分散型 計量 課金業務 公
正 効率的 実施 計量 構築 必
須 手段 図 7 計量 概要 示 端末
装置 各 検出 通信
介 装置 遠隔検針 行 検針業

務 合理化 併 実現可能
　図 8 需要家側 設置 計量端末 例 示 端末装

（25）

表3　分散型エネルギーシステム計量項目例

項　目

電気

熱

燃料

電力託送

省エネルギー評価

環境計測

廃棄物計量

各種サービス

販売電力

発電電力

売電電力

蒸気

温水

冷水

ガス

重油，軽油

水素

分　類

課　金

調　達

流　通

その他

電力量，電力，無効電力

電力量

電力量

温度，圧力，流量

温度，流量

温度，流量

流量，（圧力）

質量

流量，圧力

電力量

電力量，CO2換算

大気，水質，土壌

種類，容積

利用回数，時間など

需要家への課金

余剰分の売電

30分値

付加価値サービス

計量項目 備　考

課金

需要家・料金システム 監視制御システム

需要家情報

検針情報

計量システム
センター装置

計量データ収集
デマンドデータ
環境計測

運転指令

イントラネット/インターネット

発電・熱供給設備
電力量計
（受電用）

パルス パルス

端末装置 端末装置 端末装置
電力量計
（売電用） 電力量計

デマンド情報

給電情報

需要家 環境監視

MOF

熱計量 運転
指令

熱計量 デマンド
制御

環境計測
（大気，水）

各種計量
（省エネルギー・
廃棄物など）

図7　計量システムの概要

プログラマブルコントローラ

パルス検出器

図8　計量端末の外観

表4　広域電力品質計測システムの機能ならびに目的

機　能

事故波及範囲
調査

項　目

状況把握

系統事故時の電圧低下などの
波及範囲の特定
障害発生時の障害発生源
（責任）の明確化

系統周波数・電圧などを監視
し，分散型電源・マイクログ
リッド系統を含めた発電シス
テムの安定度低下予兆を検出
し，必要な対抗策を講じるト
リガとする。

系統潮流状態，負荷状態をリ
アルタイムに計測し，最適運
転・需要予測に使用する。

系統事故時のリアルタイムの
電圧電流状態および（テレコ
ンなどからの）機器情報から，
事故区間（事故点）標定，保
護システムの振舞いを迅速に
把握し，適切な系統復旧が行
われたかをリアルタイムに遠
隔監視する（系統操作のヒュ
ーマンエラーバックアップも
兼ねる）。

機器の漏れ電流トレンドなど
をリアルタイム監視すること
で，機器の異常・機能低下を
監視し，設備の状態監視・保
守（計画あるいは保安の省力
化）・設備更新計画を行う。

瞬時電圧低下，
電圧不平衡，
数次～20次程
度の高調波計測

既存システムの
安価なバック
アップ手段

（将来）

目　的 備　考

安定度
　　監視

最適運用

事故復旧

設備保守

系統電圧・周
波数などのト
レンド監視

系統潮流モニ
タ（　，　，
位相差など）

系統事故時の
機器動作監視

機器異常・寿
命などの監視

V Q
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置 制御
運用 自律制御 可能

4.4　広域電力品質計測システム

　分散電源 導入 利点 分散電源 系統連系
電力品質低下 懸念 適切 対応

技術 確立 今後 重要 特 需要家側
発電事業者 存在 障害発生源 特定 責任

明確化 難 系統状態 常時監視 情報
記録 必要 広域電力品質計測 広
域 PQ計測 系統広域 多地点 分散配置

計測端末 IED Intelligent Electrical Device
系統情報 収集 実現

系統運用 諸問題 図
表 4 広域 PQ計測 機能 目的 示

図 9 構成 概要 示
　広域 PQ計測 現場 IED 通信回線

収集 構成 将来的
広域 PQ計測 情報 用 監視制御 機能
追加 可能 計測対象 現場設備

収集用 IED 設置 収集
IED基本 各相 各相 0 0

値 大 位相 計 8 IED 1 台 電力通信
網 WAN Wide Area Network 経由 収集 分析
収集 100ms 行
各 IED GPS 使用 ＋－ 10 s 精度 同期
計測 可能

　分散型エネルギーシステムの事例

　分散型 事例 京都
KEEP 取 上 新

等地域集中実証研究 NEDO技術開発機構
委託事業 変動電源 風力発電 太陽

光発電 新 適正 組 合
制御 構築 実証研究地域

内 安定 電力 熱供給 行 同時 連系 電力
系統 極力影響 与 的 適正 新

分散型 供給 構築
供給電力 品質 他 収集 分
析 実施 電力 供給形態 違 三

実施
4

中 一 KEEP
KEEP 京都府北部 丹後半島中央部 位置 京丹後
市 行 参加事業者 富士電機 京都府 京丹後市

株式会社 株式会社大林組 日新電機株式会社 株
式会社野村総合研究所 7事業者 富士電機 同時
同量 構築 研究統括 担当
　 実証研究 導入 風力発電 太陽光発電

発電 式発電装置 燃料電池 二
次電池 供給設備 選択 既設需要家
間 一般電気事業者 電力網 介 仮想

形成 中 同時同量 構築
電力品質 検証 重要 課題
　 実証研究 解決 研究課題 次
（1）　自然 発電 起因 電力変動 時々刻々
変動 負荷変動 対 導入 供給設
備 需給 確保

（2）　特性 異 新 設備 分散型電源 組
合 需給制御実施時 安定 電力 熱 供給

（3）　電力品質 評価項目 停電 電圧変動 周波数変動
一般電気事業者 同程度 電力品質 確

保
（4）　風力発電 太陽光発電 発電 各施設

必要費用 初期投資費用 費用
他 整理 分析 全体 経済性
分析

　 実証研究 発電施設 需要家 含 実証研究
全体概要 図 導入設備一覧 表 5 示
　富士電機 担当 制御 風力発電 太陽
光発電 電力変動 時々刻々 変動 負荷変動

発電 二次電池 出力制御 吸収 同時
同量 達成
　 各需要家 負荷電力 自然

発電電力 計測 計測装置 各
設備 設置 計測 汎用公衆回線 ADSL
ISDN 介 発電所内 制御 収
集 発電所内 燃料電池 一定運転

式発電装置 台数制御 出力設定値制御
二次電池 短周期 発電 負荷変動吸収制御

組合 同時同量制御 実施
　制御目標 系統 影響度 低減 5分同時
同量 実現 2005 年度末 5分 8％ 後
高精度化 2007 年度末 5分 3％ 目指
　 発電施設 食品工場残査 原料
発生 式発電装置 燃料
電池 供給 燃料電池 電源 一定量
発電 需要量 合 発電量調整 式発
電装置 台数制御運転 行 単独運転検出装
置 設置 電力会社 売電 仕様 逆潮流

監視制御機器
（新機能：将来）

監視制御機器
（新機能：将来）

運用・監視機器
（新機能：将来）

広域リアルタイム
系統情報（新システム）
を追加適用 現場情報

広域リアルタイム系統情報
（新システム）を追加適用

データ収集サーバ
系統情報のリアルタイム確認
各情報の保存，その他

現場A 現場B

IED

WAN

IED

IED

IED

現場C

IED IED

図9　広域電力品質計測システムの概要

（26）
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系統連系方式 発電装置 回収
温水 発酵槽 加温 管理室 給湯 暖房
使用 予定
　 実証研究 発電 安定 高効率発電

原料調査 品目 成分 性状 量 発生頻度
原料 発酵試験 原料調達

必要 調査 研究 実施
　 異 特性 太陽電池 採用 発電施設 2
所 山岳地域特有 複雑 風力変動 対 高効率

変換 無指向性 風車 直線翼垂直水平軸型風車
採用 風力発電施設 導入
　現在 2005 年 12 月 本格研究開始 目指 各設備
立 上 新 発電施設 実機 使用

地域的特性 特性 踏 電力 安定供
給 行 同時同量 開発 行

電力供給 品質 実用性 汎用性 経済性
評価 行 導入設備 熱利用 通
新 普及 向 成果 上 考

　加 丹後地域 研究 地域社会
発展 環境教育 環境学習 促進 地域

経済 活性化 雇用創出 観光 振興 循環型社会 形成

（27）

関西電力
株式会社
弥栄変電所

関西電力
株式会社
小脇発変電所

負荷
100kW

インターネット
VPN
ADSL
ISDN

×5台

食品廃棄物

二次電池

100kW

バイオガス発生装置

京丹後市営堤団地
丹後あじわいの郷

自然エネルギー
発電変動吸収用

（100kW，30分間）

燃料電池

スイス村

風力発電

太陽光発電

ガスエンジン

制御センター

所内負荷
219kW

台数制御
運転

メタン
発酵槽

同時
同量制御

一定出力運転
125kW

メタンガス
供給

バイオ発電所
［船木地区］

風のがっこう
京都

250kW

計400kW

80kW

30kW

55kW

9.4kW7.5kW

リモート監視

50kW

発電量・需要量
データ把握 需要家，発電，変電所

計測装置へ

需要家，発電，変電所
計測装置へ

需要家，
発電計測装置へ

京丹後市営和田野団地

592kW

京丹後市立弥栄病院

処理場
負荷
100kW

弥栄町溝谷・吉野地区
排水処理施設場

太陽光発電

20kW178kW

京丹後市弥栄庁舎
弥栄地域公民館

図10　京都エコエネルギープロジェクトの全体概要

表5　京都エコエネルギープロジェクトの導入設備一覧

機　器導入場所

バイオガス発電所

制御センター
（バイオガス
　　　発電所内）

スイス村
　　　（太鼓山）

丹後あじわいの郷

各需要家

溝谷・吉野地区
排水処理施設

バイオガス発生設備

ガスエンジン式発電装置

燃料電池

二次電池（鉛蓄電池＋
双方向インバータ）

計測装置

太陽光発電装置
（ハイブリッド）

計測装置

太陽光発電装置
（多結晶）

計測装置

各需要家ごとに計測装置

計測装置

サーバ

パソコン

その他ファイアウォール
など

風力発電装置
（直線翼垂直軸型風車）

発電出力
（kW）

ー

80×5

250

100

ー

30

ー

20

ー

ー

ー

ー

ー

ー

50

熱出力
（MJ/h）

ー

2,243（最大）

308（最大）

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー
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観点 検討 行 予定

　あとがき

　新 発電 確
保 地球温暖化対策 期待 反面
電力系統 見 不安定 扱 電源
欠点 補 手段 一 分散型
注目
　本稿 富士電機 分散型

一方式 取 上 分散型
電力系統 新 時代 開 可能性

持 技術的 多 課題 抱 分散
型 構築 述 項目以外

多 技術 必要 技術 集積
構築 可能 富士電機 今後 分

散型 実現 推進 所存
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アモルファスシリコン太陽電池の現状と開発動向

桜井　正博 酒井　利明

桜井　正博

太陽光発電 設計
企画 従事 現在 富

士電機 株式会社 e-
本部
統括部営業技術部
電気学会会員

酒井　利明

半導体圧力 開発 太陽電
池 開発 従事 現在 富士電機

株式会社機器本部太陽
電池統括部営業部長

　まえがき

　1997 年 12 月 京都 開催 気候変動枠組 条約
第 3 回締約国会議 COP3 地球温暖化防止
関 京都議定書 採択 議定書 2010

年 先進国 温室効果 排出量削減 各
国 数値目標値 定 2005 年 2 月 京都議
定書 発効 二酸化炭素 CO2 削減 向 本格的
動 始 今後 環境 負担 少
新 導入 向 活動 活発 思

　新 中 太陽光発電 発電時 CO2
排出 発電装置 普及 大

期待 寄 政府 総合資源 調査
会需給部会 設定 2010 年度 新
導入 見通 達成
（1）　発電分野 措置 ①公共分野 導入拡大 ②
低 化 高効率化 促進 技術開発

（2）　熱分野 措置 ①自治体 新 導
入 総合的計画策定 ② 総合戦略
推進 ③輸送用燃料 由来燃料 導入
促進

施策 行 新 導入 促進 努
　特 太陽光発電 2010 年 482 万 kW 導
入 目指 各種補助事業 住宅用太陽光発電 導
入基盤整備事業 産業等用太陽光発電 事
業 優遇措置 普及促進

独立行政法人新 産業技術総合開発機
構 NEDO技術開発機構 2004 年 2030 年 長
期視野 立 技術開発戦略 2030 年 向 太陽光発
電 PV2030 策定 2030
年 家庭用電力 1/2 程度 太陽光発電

100GW程度 太陽光発電 賄 想定
必要 太陽光発電 経済性改善 適用性拡大

向 技術革新 利用 方向 検討 行

　一方 太陽電池 生産量 見 場合 1997 年以
降 大 拡大 示  2000年 288MW

2004 年 1,195MW 4 倍以上
生産量 日本 602MW 約 50％ 占
図 1 太陽電池生産量 示 2004 年 生産
太陽電池 中 結晶系 Si 太陽電池

90％以上 占 薄膜系 Si 8％程度 Si 原料
枯渇問題 a-Si CIS
Copper-Indium-Selenium 系太陽電池 拡大

期待
　富士電機 1978 年 a-Si 太陽電池 研究開発 着手

1980 年 a-Si 世界 初 商品 電
卓用太陽電池 開発 成功 販売 行 1980 年

通商産業省工業技術院 実施 計
画 研究 受託 電力用 a-Si 太陽電池 開発
行 1993 年 基板 用 a-Si 太陽電池

世界 先駆 大面積太陽電池 30 cm× 40 cm
9％ 変換効率 達成

1

　 a-Si 太陽電池 商品化 考 場合
基板 太陽電池 処理 基本

大面積基板 1m2 程度 想定 真空装置 大
量 処理 製造時間 短縮 基板 搬送

点 問題 大量生産 不向

生
産
量
（
M
W
）

年

300

200

100

0

400

500

600

700

2001

171

100

33

2000

129

61
23

1999

40
61

21

2002

251

135
121

55

2003

364

103

2004

602

314

139140

80 75 86 84

193

米国
139MW
11.6％

その他
140MW
11.7％

日本
602MW
50.4％

欧州
314MW
26.3％

日本
欧州
米国
その他

出典：PV News（IEA）. 2005.

図1　太陽電池生産量シェア



富士時報　

特
集
1

アモルファスシリコン太陽電池の現状と開発動向

（30）

蓄積 技術 基 1994 年 高
生産性 低 化 同時 達成 製造 開
発 着手 基板 新
a-Si 太陽電池 開発 2004 年 10 月 販売 開始

　フィルム基板 a-Si 太陽電池

2.1　プラスチックフィルム基板セル構造

　 基板 用
最大 利点 適用

真空装置 中 基板
基板搬送 問題 避

自動化 容易 商品化 向 大規模量産化
適 構築 可能

2

　 絶縁性 集積型直列接
続構造 形成 可能 耐熱性 低 基
板 伸縮 大 問題 接続構造
工夫 必要 富士電機 基
板材 耐熱性 高 特殊 使用

上 金属電極 a-Si 層 透明電極 形成
作製

　富士電機 SCAF Series-Connection through Ap-
ertures formed on Film 名 新 太陽電池構 
造
3

開発 隣 合 電池 直列 接続
端部 直列接続用 形成

介 基板 両面 形成 金
属電極 直列接続 構造 形成 図 2

a-Si 太陽電池 直列接続構造 示
　SCAF構造 基板 呼
複数 短冊状 太陽電池 分割
出力電圧 実用的 電圧

直列 接続 必要 基板 設
直列 通 隣 合 金属電極

接続 直列接続構造 実現 SCAF
構造 発生 電流 高 抵抗 有
透明電極 電圧損失 避 複数 集電

形成 抵抗 小 金属電極 電流 流
端部 形成 直列 介 隣接

金属電極 接続 構造
変更 直列接続数 変

1枚 太陽電池 用途 見合 電圧 取 出
可能

2.2　製造プロセス技術

　SCAF構造太陽電池製造 方
式 基本 ①基板前処理装置

状 基板上 方式 機械的 穴
② 法 電極形成装置 用

上 金属電極 形成 ③ 方式 呼
製膜装置 a-Si 層 CVD 化学真空蒸着法

透明電極層 法 背面電極層 法
一連 工程 採用 特 ③ 工程 一 真
空容器 中 複数 製膜室 持 基板 送
製膜中 基板 止 各製膜室 独立

工夫
　図 3 SCAF 構造 a-Si 太陽電池 製造

製膜装置 外観 示

　太陽光発電システムへの適用

3.1　フィルム型太陽電池モジュールの特長

　 基板 SCAF構造
用 太陽電池 以下 特長
（1）　軽 型太陽電池 重 1kg/m2

従来品 1/10 以下 軽量化 実現
（2）　曲 使用 構造 曲面上

設置 可能 性 優
（3）　出力電圧 高 独自 直列接続構造 採用

直接接続可能 高 出力電圧 容易 得

　 太陽電池間 外部接続 並列 接続
結晶系 使用 場合 行 直並

列接続 形成時 生 誤配線 危険性
信頼性 上 可能

　富士電機 開発 太陽電池 a-Si 基本
a-Si/a-SiGe 型太陽電池 結晶系 Si 太陽電池
比 次 特長 有

直列接続孔 集電孔

透明電極

a-Si層

金属電極

背面電極パターニング溝

プラスチックフィルム基板

図2　SCAF方式直列接続構造

CVD

ホール形成装置

レーザパターニング装置
ステッピングロール
製膜装置（平面図）

電極形成装置

図3　SCAF構造の a-Si 太陽電池製造プロセス
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（1）　年間発電量 多 a-Si 太陽電池 温度係数 小
夏場 効率低下 少 同一定格容量 年間

発電量 結晶系 Si 比 10％程度多 社内比較

（2）　製造時 消費量 少 a-Si 太陽電池
従来 結晶系 Si 太陽電池 比 製造 要
消費量 少 環境 優 太陽電池

　図 4 富士電機 横須賀地区 行 a-Si/a-SiGe
型太陽電池 結果 示 図中

効率 太陽電池 常 標準条件 変換効率 動
作 仮定 場合 発電量 実際 屋外環境 発電
量 比率 図中 記載 安定化効
率 48 時間 光照射 複数回繰 返 行

効率 変動幅 2％以内 値

3.2　商品形態

　富士電機 2004 年 10 月 鋼板一体型太陽電池
型太陽電池 販売 開始

（1）　鋼板一体型太陽電池
　 市販 建材一体型太陽電池

主体
建材一体型 面積 質量

重 屋根材 高所 設置作業 場合
安全性 面 屋根材 制限 受
富士電機 大 需要 見込 建物 特

大型 公共 産業用建物 屋根 適用 目的
型太陽電池 直接 鋼板

軽量 鋼板一体型太陽電池 開発
　鋼板一体型太陽電池 鋼板部分 除 太陽電
池 質量 約 1kg/m2 鋼板 含
総質量 4 8 kg/m2 程度 従来 据置型 比較
約半分 質量 太陽電池 搭載
場合 構造物 耐荷重設計 大 見直 必要 少

通常 鋼板屋根 同 方法 施工 低
意匠性 優 太陽電池付 鋼板屋根 実現

図 5 鋼板一体型太陽電池 仕
様 示

（2）　 型太陽電池
　 基板 用

形状 拘束 部
材 使用 曲面 対応 設置

性 優先 建物 軽
量 追求 携帯用電気機器 電源 分野 用途
開発 進 省 機器用電源 独

（31）

健康増進センター（富士電機）運転状況

公称最大出力：6.2kW
累積発電量：37.8MWh
期間：1999年1月～2004年3月

設置後，5.5年を経過しており，夏季の
発電量が多い。

発
電
量
（
kW
h）

発
電
効
率
/安
定
化
効
率

1999年
1～12月

2000年
1～12月

2001年
1～12月

2002年
1～12月

2003年
1～12月

2004年
1～3月

効率変動

総発電量

500

0

1,000 0.6
0.4
0.2
0

0.8
1.0
1.2
1.4

1,500

2,000

図4　a-Si 太陽電池のフィールドテスト結果

単位モジュール

2並列 24W

単位モジュール 2並列 2直列2並列 4直列2並列

12W 24W 48W 96W

DC80V DC80V DC160V DC320V

0.15A 0.3A 0.3A 0.3A

DC108.8V DC108.8V DC217.5V DC435V

0.175A 0.35A 0.35A 0.35A

250×935
（mm）

460×935
（mm）

460×1,770
（mm）

460×3,440
（mm）

260g

ETFE/EVA/セル/EVA/ETFE（全体の厚さ約1mm），
端子高さ13mm

460g 0.82kg 1.6kg

公称最大出力

公称最大出力電圧

公称最大出力電流

公称開放電圧

公称短絡電流

寸　法（暫定）

質　量

モジュール構成

2直列4並列 96W
〔（2直列2並列 48W）×2〕

832

207

図6　フレキシブル a-Si 太陽電池モジュールおよび仕様

体育館などのアーチ屋根に最適

公称最大出力

鋼板一体型

公称最大出力電圧

96W

公称最大出力電流

DC320V

公称開放電圧

0.3A

公称短絡電流

DC435V

寸　法

0.35A

最大システム電圧

525×3,881×13（mm）

質　量
（鋼板0.8t含む）

（モジュールのみ）

600V

16kg

2kg

図5　鋼板一体型太陽電池モジュールおよび仕様



富士時報　

特
集
1

アモルファスシリコン太陽電池の現状と開発動向

立電源 防災用電源 多 用途 適用可能 太陽電池
12W 単位

基本 直並列接続構成 型太陽電池
開発 行 図 6 a-Si 太

陽電池 外観 仕様 示

3.3　設置事例

　図 7 鋼板一体型 a-Si 太陽電池

a-Si 太陽電池 特長 生
設置事例 示

　あとがき

　太陽電池 生産量 年率 50％ 超 割合 増加 続
2010 年 累積 482 万 kW 2020 年

34GW 予想 2020 年 市場規
模 1兆円 達 考 追
風 中 今後 大 伸
期待 薄膜太陽電池 一 富士電機

基板 a-Si 太陽電池 用
二 太陽電池 販売 開始

今後 効率向上 研究開発
行 軽 曲 特長 生

新規用途開発 進 所存

参考文献

（1） 　Ichikawa, Y. et al. Large-Area Amorphous Silicon Solar 
Cells with High Stabilized Efficiency and their Fabrication 

Technology. Proc. of 23rd PV Specialist Conf. USA. 1993, 

p.27.

（2） 　Ichikawa, Y. et al. Production Technology for  Amor-
phous Silicon Based Flexible Solar Cells. 11th Int'1 Photo-

voltaic Science and Engineering Conference. Sapporo, Japan, 

1999, p.49.

（3） 　Ichikawa, Y. et al. Large-Area Amorphous Silicon Solar 
Cells with High Stabilized Efficiency and their Fabrication 

Technology. Proc. of 23rd PV Specialist Conf. USA. 1993, 

p.27.

（ 32）

2005年日本国際博覧会（愛知万博）
電力館（10kW）

中学校の屋根（10kW）

BIPV鋼板

富士電機・横須賀地区健康増進センター（6.2kW）

BIPVタイル

小型車両（60W） 飛行船（192W）

BIPV：Building Integrated Photovoltaic

フレキシブル

図7　設置事例
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燃料電池の現状と開発状況

堀内　義実 西垣　英雄 黒田　健一

堀内　義実

燃料電池 新 発電
業務

従事 現在 富士電機
株式会社 e- 本

部 統括
部EM 二部

西垣　英雄

加圧 大型 燃料電池発電装置
水素製造装置 開発

業務 従事 現在 富
士電機
株式会社燃料電池部

黒田　健一

酸形燃料電池
固体高分子形燃料

電池 開発 従事 現在 富士電
機 株式
会社燃料電池部 電
気化学会会員

　まえがき

　京都議定書 2005 年 2 月 発効 受
国 温暖化 二酸化炭素 CO2 削減
本格的 取組 求 2005 年 4 月 閣議決
定 京都議定書目標達成計画 燃料電池
2010 年 約 220 万 kW 業務用 約 100 万 kW
導入 見込 状況 中 富士電機
市場投入 100 kW 酸形燃料電池 PAFC

普及 目指 低 化 用途拡大 開発
進 PAFC 開発 培 技術 適用
1989 年 固体高分子形燃料電池 PEFC 開発 行

　本稿 PAFC 現状 適用分野拡大
水素供給 開発状況 PEFC 開発状況

述

　PAFCの導入状況

2.1　納入実績，用途別導入先の運用状況の概要

　商品機 導入実績 累積運転時間 表１ 示
1998 年 出荷 開始 第一次商品機 病院

導入
累積運転時間 約 5万 6,000 時間 超 順
調 運転 継続 2001 年 出荷 開始

低 第二次商品機 累積
運転時間 2万 8,000 時間 超 低 化 実現
高信頼性 維持 商品機 第一次 第二

次商品機 稼動率 95％ 超 耐久性 信頼性
高 実現

表1　PAFC商用機の導入実績

設置場所

日本赤十字姫路病院

名古屋栄ワシントンホテルプラザ

コープこうべ姫路白浜店

慶応義塾大学湘南藤沢キャンパス

西日本電信電話株式会社広島支店袋町ビル

西日本電信電話株式会社広島支店基町ビル

東京ガス株式会社田町基礎技術研究所17号

東京ガス株式会社田町基礎技術研究所18号

環境省地球温暖化対策実施事業

株式会社富士電機能力開発センター

山形市浄化センターNo.1

山形市浄化センターNo.2

医療法人宏潤会大同病院

日本赤十字豊田看護大学

東京ガス株式会社環境エネルギー館

岡崎信用金庫本部ビル

草加市立病院

病院

ホテル

商業施設

大学

オフィス

オフィス

オフィス

オフィス

実験施設

研修所

下水処理場

下水処理場

病院

大学

展示施設

オフィス

病院

用途目的

1998年8月

1999年3月

1999年3月

2000年4月

2001年3月

2001年3月

2000年7月

2000年7月

2001年1月

2001年12月

2002年3月

2002年3月

2003年7月

2003年10月

2003年11月

2004年1月

2004年3月

納入時期

都市ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス

消化ガス

都市ガス

消化ガス

消化ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス

都市ガス

燃　料

44,265

56,637

運転終了

41,687

38,230

39,541

42,666

44,638

運転終了

30,311

29,780

30,080

19,851

11,650

14,666

13,296

10,557

運転時間（h）

運転時間は2005年10月19日現在

第
一
次
商
品
機

第
二
次
商
品
機
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　開発目標 寿命 4万時間 約 5年間 運転実績
持 機種 増 表 2 商品機以前

機種 含 11 台 超 今後 商品機 運転
順調 推移 4万時間 超 機種 続々 現

燃料電池本体 改質系機器 主機 交
換 実施 長時間運転 機種 増

考

2.2　今後の導入計画

　富士電機 商品機 4万時間運転実績
燃料電池本体 改質系機器 改良 加 6万時間対応機
種 2005 年度 出荷 出荷予定 機種
展示施設 1台 病院 2台 下水処理場 4台

寿命 6万時間 7年半
回数 低減 設備回収 低減

　今後 信頼性実績 PR 低
化 推進 普及拡大 図 一方 PAFC

都市 消化 再
生 燃料 利用 適用範囲
広

　定置用燃料電池を利用した水素供給システム

　富士電機 PAFC 原燃料 都市
生 発酵 得 下水消化 利
用 実績 有 燃料電池 適用分野 拡大 努

定置用燃料電池 利用 水素供給 発電
排熱利用 同時 高純度水素 製
造 供給 燃料電池 適用分野 拡大 目
指 開発 進

3.1　システムの概要

　定置用燃料電池 利用 水素供給 富士
電機 製造 販売 100 kW 酸形燃料電池発電
装置 発電 燃料 水素 改質 一
部 装置外 取 出 圧縮機 PSA Pressure Swing 
Adsorption 利用 99.99％以上 高純度水素 製造

発電 高純度水素 併 製造

　 東京 株式会社 委託 開発
富士電機 酸形燃料電池発電装置 取

出 改質 余剰 水分 除去 改質

冷却器 機能 併 持 設計 製
作 全系 制御 担当 概略構成
図 1 示

3.2　開発の概要

　 2006 年度 市場投入 目指 2003
年度下期 開発 開始
（1）　2003 年度 基本設計 検討実施
　既存 燃料電池発電装置 主要機器 変更 要 条
件 改質 発電装置外 取 出 検
討 基礎検討 結果 取出 可能 改質 流量
発電負荷 関係 図 2 示
（2）　2004 年度 詳細設計 既設機 改造
　改質 取 出 既設機 改造 改質 冷却
器 制御装置 設計 製作 設置 実施
（3）　2005 年度 商用機 仕様 検討
　実証試験 試験結果 基 商用機 仕様 検討
　基本設計 検討結果 高純度水素 製造 供給能力

小容量 8.5Nm3/h 大容量 20Nm3/h 開発
対象 設定 次 供給能力 相当
　 小容量供給  燃料電池自動車 5台/日 1台/日

水素需要 対応可能
　 大容量供給  燃料電池自動車 12台/日 2 3台/ 

日 水素需要 対応可能
　 水素 製造 供給能力 8.5Nm3/h 20Nm3/h
改質 取出 量 20Nm3/h 50Nm3/h
対応

表2　PAFC累積運転時間4万時間以上の台数

累積運転時間（h）

40,000～45,000未満

45,000～50,000未満

50,000以上

合　計

台　数

（商用機以前の試作機も含む）

9

0

2

11

燃料 電気 庁舎

圧縮機

バッファタンク

純水素 高圧圧縮機

公用車

オフガス
（精製後の残ガス）

水素精製装置

低圧タンク 蓄圧機 供給器

排熱

図1　定置用燃料電池を利用した水素供給システムの概略構成

燃
料
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池
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改質ガス取出し流量（Nm3/h）

取出し可能

353025201510 40 45 50 55 60

60

50

40
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90
取出し可能（条件付き） 取出し不可

特段の対応を必要
とせずに改質ガス
の外部への取出し
が可能な範囲

余剰戻りガスの外部処理，外部補給水を考慮
することで可能となる取出し量の範囲

図2　取出し可能な改質ガス流量
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3.3　期待される効果

　近 将来 水素 燃料 利用 時代 到来 期待
際 高純度水素 大量 製造 末

端 需要家 安価 供給 予想 今回
開発 狙 本格的 水素燃料
時代 橋渡 的 役割 担 次
効果 期待
（1）　高純度水素 製造 供給 必要 場合

設備 運用 常 高効率
環境負荷 低減 寄与

（2）　夜間 電力負荷 減少時 生 改質
余剰製造能力 水素 製造 設備 稼動率向上

寄与
（3）　電力 熱 供給 得 初期
導入段階 低 水素供給 早期
投資回収 経済性 創出 期待

（4）　燃料電池車 導入 先駆 定置用燃料電池 設置
設備 使用 将来

燃料電池車 導入時 水素供給 部分 追加設置
水素 供給 対応 可能

　PEFCの開発

　富士電機 1989 年 固体高分子形燃料電池本体
開発 取 組 2002 年 1kW級固体高分子形燃
料電池発電装置 開発 進 一次 二次

試作機 家庭用定置型 実証 課題抽出 容量
最適化検討 基礎 蓄積 評価 行 改良
重 2004 年度 製作 三次試作機 三重県燃
料電池実証試験機 以下 三重県 機 称

運転状況 2005 年度開発機 四次試作機 概要
述

4.1　三次試作機の運転状況

　 発電装置 三世代目 燃料電池本体
MEA 膜電極接合体 製法 最適化 耐久性 信頼
性 向上 採用 図 3 三次試作機
運転状況 図 4 三次試作機 同仕様 評価用電池

運転状況 示 2005 年 7 月現在 三次試作機 発
電装置 5,500 時間 実績 得 電池
単体 1万 2,700 時間 運転 目標 上回 電圧低下率
2 V/h 以下 達成 改良 効果 確認

4.2　三重県フィールドテスト機の運転状況

　三重県 三重県四日市市 三重県鈴鹿市 実施 燃
料電池実証試験事業 補助 受 2005 年 4 月
四日市市 鈴鹿市 2 開始

　図 5 四日市市 図 6 鈴鹿市 設置状況 示 四日

（35）
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図3　PEFC三次試作機の運転状況
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図4　PEFC評価用電池スタックの運転状況

図5　四日市市フィールドテスト機の設置外観

図6　鈴鹿市フィールドテスト機の設置外観
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市市 四日市
高浜町店 設置 発生 温水 地域 訪問介護入浴

提供 鈴鹿市 一般家庭 鈴鹿工
業高等専門学校 官舎 設置 家庭 電気 給湯 利
用 図 7 図 8 四日市市 鈴鹿市 運転状
況 示 2005 年 9 月 30 日現在 運転時間
約 3,600 時間 約 3,000 時間

4.3　四次試作機の開発状況

　現在 電池 大幅 図 四次
試作機 製作 評価 進 四次試作機 基本仕様
表 3 装置 外観 図 9 示 発電効率 排熱回収

効率 向上 図 起動停止時 用窒素
不要 仕様 今後 社内 評価 開始 連
続運転 起動停止運転 信頼性 耐久性 確認
予定 耐久性向上 量産 目指 開発
進 商品化 加速 予定

　あとがき

　水素 利用段階 CO2 排出 媒体
非化石燃料 製造 可能

上 望
水素 活用 水素社会 実現

燃料電池 早期 普及拡大 望
今後 富士電機 燃料電池 環境分野

位置 酸形燃料電池 普及
拡大 固体高分子形燃料電池 開発 強力 進 来
水素社会 貢献 目指 所存
　 関係機関 各位 指導 協
力 感謝 今後 一層 理解 支援

願 次第

参考文献

（1） 　池田洋一 富士電機 株

固体高分子形燃料電池 開発状況 第 11 回燃料電

池 講演予稿集 2004, p.65-68.

（2） 　小池拓人 富士電機 株

固体高分子形燃料電池 開発状況 第 12 回燃料電

池 講演予稿集 2005, p.16-19.

（3） 　長谷川雅一 酸形燃料電池発電技術 開発 納入

状況 富士時報 vol.75, no.5, 2002, p.288-290.

（4） 　瀬谷彰利 固体高分子形燃料電池 開発 富士時報

vol.75, no.5, 2002, p.291-294.

（ 36）

運転時間（h）

出力

平
均
セ
ル
電
圧
（
V
）

出
力
（
kW
）

1,0000 2,000 3,000 4,000

（2005年9月30日現在）

1.0

0.5

0

1.5

2

1

0

3

平均セル電圧

図7　四日市市フィールドテスト機の運転状況

運転時間（h）

平
均
セ
ル
電
圧
（
V
）

出
力
（
kW
）

1,0000 2,000 3,000 4,000

（2005年9月30日現在）

1.0

0.5

0

1.5

2

1

0

3

平均セル電圧

出力

図8　鈴鹿市フィールドテスト機の運転状況

表3　四次試作機の基本仕様

電 気 出 力

出 力 方 式

発 電 効 率

排 熱 温 度

排熱回収効率

燃　　　　料

運 転 方 式

主 要 寸 法

1kW（AC送電端）

200V 単相3線式

32％ HHV（定格時）

約60℃

42％ HHV（定格時）

都市ガス（13A）

全自動

W920×D370×H895（mm）

貯湯槽

四次試作機

図9　PEFC四次試作機の装置外観
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風力発電の系統連系システム

矢後　賢次 腰　　一昭

矢後　賢次

水力発電修繕 消化 燃料
電池 環境技術 経 新  
技術業務 従事 現在 富士電 
機 株式会社e-

本部
統括部EM 二部主任

腰　　一昭

変電 技術 企画 ESCO 
事業 企画 技術 経 新

技術業務 従事 現在 富
士電機 株式会社e-

本部
統括部EM 二部長

　まえがき

　風力発電 自然 利用 地球環境
優 年々導入量 増加 一方 風
力発電 計画的 発電電力 制御 困難

電力系統 連系 風力発電設備容量 増大
電圧安定度 周波数安定度 関 電力品質

維持 支障 可能性 必要対策 筆頭 挙
時々刻々変化 発電電力 併設 蓄電設

備 充電 蓄電設備 放電 風力発
電所系統連系点 電力 平滑化 風力発電電力安定化
装置
　本稿 富士電機 風力発電 風力発電

用 電力安定化装置 関 述

1.1　風力発電の国内動向

　日本 風力発電導入量 推移 図 1 示 1995 年
国 風力開発 事業補助制度 新

導入促進対策補助制度 実施 電力
会社 事業用風力購入 開発
2000 年以降急速 導入量 増加 2005 年 3 月末
時点 導入量 約 92.6 万 kW 924 基 国 新

導入目標 風力発電 2010 年度 導
入目標 300 万 kW 対 約 1/3 達成
　1 基 平均出力 1,000 kW 仮定 今後
5年間 2,000 基 新 建設 必要

系統連系 問題 顕在化 目標達
成 何 対策 必要 経
済産業省 学識経験者 電力会社 風力発電事業者

総
設
備
容
量
（
kW
）

総設備容量（kW）

総設備基数（基）

典拠：NEDO技術開発機構ホームページ（2005年3月末現在）
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図1　日本における風力発電導入量の推移
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構成 総合資源 調査会新 部
会風力発電系統連系対策小委員会 設置 2004 年
7 月 27 日 中間報告書 案 発行 2005 年 6 月
23 日 中間報告書 盛 込 対策 結果
公表 後 2010 年導入目標量 達成 向

関係者間 具体的 対策実施方法 関 検討
継続

1.2　世界の風力発電導入量

　世界 風力発電導入量 導入国比 図 2 示
　2005 年 3 月末時点 導入量 約 4,745 万 kW
1 位 単年度 日本 2010 年度 導入目
標量 300 万 kW以上 建設 行 日本
前述 2000 年 導入量 急増 2004 年 世
界 入 果
国々 比 導入量 少
欧米諸国 政策 違 加 日本 平坦
地 少 風 乱 大 風況 良 地点

北海道 東北 九州 集中 台風 落雷対策
必要 要因

　富士電機における風力発電への取組み

　富士電機 豊富 経験 有 発電 変電 系統制御
分野 製品群 技術力 取 力 系統
解析技術力 基 積極的 風力発電 取
組 主 実績 以下 述
　1993 年 国内初 本格的風力発電設備 導入 山形
県立川町 100 kW × 3 基 1999 年 国内初
本格的 株式会社
苫前 苫前 1,000 kW

× 20 基 2001 年 当時 国内最大容量
株式会社 岩屋 岩屋
1,300 kW× 25 基 系統連系設備 納入

国内 記録的風力発電所 含 2004 年度
納入 風力発電設備用系統連系設備 合計値 出力
163,150 kW 基数 106 基
　 2003 年 岩谷産業株式会社 受注 島根県
企業局隠岐大峯山風力発電所 600 kW× 3 基
系統連系設備 含 建設 実施 大峯山風力
発電所 離島 系統容量 小 風速 風向変動
起因 風車 有効電力変動 系統 周波数変動許容
値 超過 想定 対策 単位時
間 風力発電所出力変動量 抑制 世界初 超
高速 電力安定化装置 納入 風
力発電 島根県企業局 平成 15 年度
新 大賞 新 財団会長賞 受賞
　 2003 年 12 月 富士電機 株式会社
100％出資 株式会社 設立 風力発電
適地開発 風況精査 445 解説 参照 環境
調査 設計 行 西目風力発電所 1,250 kW
× 1 基 600 kW× 1 基 実施

　 実績 系統連系設備 風車 含
風力発電 各風力発電事業者 対

安心 満足 提供 確信
　 西目風力発電所 2005 年 3 月 順調 風力発
電事業 実施

　系統連系に係る問題点と対策

　風力発電機 発電電力 風速 3乗 比例
風速変動 大 発電電力変動

風速 周期 量 変動 風力発電
導入量 増加 発電電力 変動量 増大 電力系
統 電圧変動 周波数変動 引 起 電力品質 低下
招 場合
　電圧変動 対 他 発変電設備 同様 風力発電
機 運転力率 適正値 保 無効電力補償装置 併
設 局地的対策 可能 周波数安定
系統全体 問題
　前述 風力発電系統連系対策小委員会 周波数安定
対策 具体的 手段 以下 提示
　①　風況予測 基 風力発電量予測 構築
　②　解列 出力制御方式 検討
　③ 　蓄電設備 導入 風力発電 出力変動平滑

化
　④　電力会社間連系線 活用
　 経済産業者 具体的 対策実施 係 支援制度
技術面 調査 検討 着手

　以下 周波数変動 発生要因 対策 特 電力
安定化装置 関 述

3.1　周波数変動発生要因

　周波数変動 系統全体 生 問題 系統連系中

風力発電導入量
4,745万kW

ドイツ
37％

アメリカ
16％

スペイン
16％

デンマーク
8％

インド
5％

オランダ
2.3％

イタリア
2.3％

イギリス
1.8％

日本
1.7％

中国
1.4％

オーストリア
1.1％

その他

出典：Wind Power Monthly. April, 2005

図2　風力発電導入量国際比較
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発電設備 合計発電電力 消費電力
崩 発生 電力会社 時々刻々変化

消費電力 変動 応 常 発電電力
該当発電所 発電電力制御 実施 概

念 図 3 示
（1）　微小変動分
　 水力 火力発電所 調速機 有 自動
制御機能 機能 対応
（2）　短周期成分
　LFC 中央給電指令所 周波数偏差 応 行 水
力 火力発電所 出力制御 機能 対応
（3）　長周期成分
　EDC 中央給電指令所 需給予測 行 水力 火
力発電所 運転 停止 含 出力制御 対応

3.2　風力発電システムの発電電力変動

　風力発電機 発電電力変動例 図 4 示 風速 風向
変動 伴 数十秒周期 数分周期 数十分周期 数時間
周期 発電電力変動 組 合
分 風速変動 影響 抑制 方法 風速変

動 発電電力変動 回転速度変動 吸収 可変
速度機 採用 挙 可変速度範囲 制約
数秒周期以上 変動 吸収
固定速度機 場合 数秒周期 変動成分

加
　風力発電機 発電電力変動 負荷変動 消費電力変動
互 相殺 問題 最悪

両方 変動値 加算
LFC 周波数調整容量 不足 周波数 系

統運用目標値内 保 可能性
離島 系統容量 小 地点 風力発電設備

設置 場合 系統容量 大 系統容量 対
一定比率以上 風力発電設備 集中 多数導入 場合
問題点

　 台風 風速 20 25m/s 以上 達
風車 停止 風車 発

電電力 定格値 短時間 減 電力
系統 動態 過渡安定領域 問題 引 起 可能
性

3.3　周波数変動（有効電力変動）抑制策

　電力会社 LFC調整力 量 応答速度 負荷変動量
許容風力発電変動量 関係 図 5 示
　図 5 示 風力発電導入量 増加 手段

次 4方式
　①　所要 LFC調整量 増加
　②　LFC制御遅 角 小
　③　負荷変動量 少
　④　風車出力変動率 ε 小
　 ① ② 各電力会社 設備構成

決定 風力発電 短期間
設備構成 変更 新増設 困難
③ 需要家 消費電力変動 抑制 不
可能
　 風力発電導入量 増加 当
該系統 LFC調整力 調整

（39）
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図4　可変速度機の発電電力変動例
許容合成変動量

負荷変動量

許容調整残－2

風力設備容量

負荷変動量・許容調整残・負荷変
動量およびLFC調整力（量と速度）
により決定される。

総需要の平方根
　×αに，ほぼ比例

許容調整残－1
（規定周波数を維持
できる許容値）
系統容量×βに，
　ほぼ比例

風力許容変動量
＝風力設備容量×ε
εを小さくすることで
　設備容量の増加を実現

LFC制御遅れ角
（低速応答の場合）

LFC制御遅れ角
（高速応答の場合）

LFC所要調整容量－1
（許容調整残を維持する
　　ために必要な調整容量）

LFC所要調整容量－2
（応答速度が速ければ，
　　調整容量は少なくて可）

系統容量×γに，ほぼ比例

図5　負荷，風力発電変動抑制と LFC調整の関係
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揚水
発電

火力

水力
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長周期成分
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微小変動分

時間0 12 24

負
荷
変
動
の
大
き
さ

GF（ガバナフリー）

負荷特性

2～3分20秒 10～20分
変動周期

各制御の
時間概念図

EDC：Economic Dispatching Control（経済負荷配分制御）
LFC：Load Frequency Control（負荷周波数制御）

出典：電気協同研究．vol.56, No.4, 2001.
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図3　需要変動に対する周波数制御
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能力 応 風力発電機 合計発電電力変動量 風車
許容変動量以下 保 必要 実現 手段
時々刻々変化 発電電力 蓄電設備 充電 蓄電
設備 放電 風力発電所系統連系点 電力
平滑化 電力安定化装置

　離島 単独系統 発電設備 主
体 電力供給 行 発電機 約 1分
間 最大出力 最低出力 制御 可能
比較的短 変動周期 消費電力変動 風力発電機 発
電電力変動 吸収 制御 可能
頻繁 出力制御 発電設備 寿命面 悪影響
与 可能性 調速装置 高感度化 制約

離島 単独系統 図 3

領域 属 周期 数分以下 微小変動分発電電力
変動量 抑制 必要
　一方 基幹 電力系統 主 火力発電所 運転 停止
含 発電電力制御 消費電力変動 風力発電設

備 発電電力変動 吸収 発電電力 消費電力
保 周波数 規定値 維持
火力発電所 発電出力制御速度

水力発電所 比 遅 十数分 数十分 必要
最低出力制限 制御可能幅制限

　 多数 大容量 風力発電設備 基幹 電
力系統 連系 周波数領域 負荷変
動抑制 加 LFC 領域 短周期変動 周期 数
十分以下 発電電力変動量 抑制 必要
各種発電設備 出力調整可能率 例 図 6 示
　 本稿 詳細 記述 省略 図 3 示

夜間 需要電力 少 EDC 運転
発電所数 少 電力系統 調整

力 少 夜間 風力発電許容変動値
保 平滑可能力 大 蓄電設備 設置
風力発電機 停止 必要 場合

3.4　電力貯蔵装置の種類と特徴

　風力発電設備 系統連系 何 電力貯蔵
装置 組合 必要 述 種類
特徴 表１ 各電力貯蔵装置 実用的 最大電力 貯蔵
電力量 関係 図 7 示 代表的 方式

（40）

定
格
出
力
比
（
％
）

時間（s）
15105 20 25 30

3

2

1

0

4

5

6
一般水力ディーゼル
（100％/min）

コンバインド火力
（8％/min）

可変速揚水
（30％/min）

石炭火力
（4％/min）

図6　発電設備の出力調整可能率

表1　電力貯蔵装置の種類と特徴（1）

新型電池

高密度，
分散適合

10～15年
毎日フル充放電時

一部は実用化段階

60～150

15～25

低コスト化，
高効率化

70～80%

～数秒

超電導コイル

長寿命，
高速応答

30年
毎日フル充放電時

要素技術開発

10～30

低コスト化，
高超電導技術開発

70%

～1秒

フライホイール

長寿命，
高速応答

30年
毎日フル充放電時

要素技術開発〈注1〉

～35

大型化，
高速回転化

80%（目標）

～1秒

キャパシタ

高速応答，
長寿命，
分散適合

20年
毎日フル充放電時

基礎研究モデル
実証

高密度化，
低コスト化

80%（目標）

～1秒

圧縮空気貯蔵

大容量，
長寿命

30年
毎日フル充放電時

パイロット機開発
段階

300

15～2020

低コスト化

70%

～数分

揚水発電

大容量，
長寿命

30年
毎日フル充放電時

実用化済み

15～20

15～20

環境調和，
用地確保

70%

～数分

超高速
フライホール〈注2〉

高速応答，
長寿命，
分散適合

20年
毎分フル充放電時

一部は実用化済み

5～10

～5

低コスト化

90%

～0.2秒

特　　　　徴

寿　　　　命

課　　　　題

現状（万円）

目標（万円）

コ ス ト

〈注1〉沖縄電力株式会社にて，26.5MVA　210MJ機が運転中
〈注2〉出典には記載なし（最近の調査結果を記載）：100kW 30秒機および200kW 45秒機が実用化済み

（出典：電気協同研究．vol.56, no.4, 2001. ）

貯 蔵 効 率

応 答 速 度

開 発 状 況

最
大
電
力
（
M
W
）

貯蔵電力（MWs）

揚水発電

高速
フライホイール方式

バッテリー方式

スーパーキャパシタ
または超高速

フライホイール方式

図7　電力貯蔵装置の最大電力と貯蔵電力量
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説明
（1）　 電気 各種蓄電池 電気二重層

活用方式
　各種蓄電池 静止型 必要容量 蓄電池 自由 配
置 高 充放電回数 制約
図 3 示 短周期 長周期成分 抑制 適

蓄電池 高 微小変動分 抑制 使用
kWh容量 大 放電深度 考慮

充放電制御量 方式 採用 蓄電池長寿
命化 図 必要
　独立行政法人新 産業技術総合開発機構
NEDO技術開発機構 長周期変動抑制 考慮
風力発電所出力平準化 実証試験 実施
蓄電池 種類 電池
硫黄 NaS 電池 鉛電池 適用

今後 水素蓄電池 登場 思
　 化学反応 介 移動 電力 貯蔵 電
気二重層 補機 不要 高効率

充放電 寿命 長 今
後 活用 期待 単位体積 蓄積

量 面 後述 超高速
同様 変動周期 早 微小変動成分 抑制 最適 機種

（2）　運動 活用方式
　 方式 高速 方式 超
高速 方式 回転体 蓄積

量 回転速度 2乗 比例 超高速
定格回転速度 高速 10 倍以上

40,000min－ 1 程度 同一質量 回転体蓄積
100 倍以上 増加 方式

　 方式 発電機 外形寸法 小
即応性 高 高効率 充放電回数 制約

特徴 蓄積量 制約
微小変動分 抑制 最適

　 回転速度 検出 蓄積 量
正確 把握 適切 制御方式 適用

電力安定化装置 kWh容量 低減 可
能

3.5　風力発電所用電力安定化装置

　 電力安定化装置 電気 活用
運動 活用方式 述 電力安定化装

置 構成例 図 8 適用 蓄電装置 種類 特徴 表

2 示
　 方式 双方向 使用 入
出力電流位相角 制御 可能 有効電力
制御 加 無効電力 同時 制御 可能

風力発電 電力系統連系 際 一
検討課題 電圧変動問題 関 対策装置 機能

兼 備
　超高速 電力安定化装置 実動作結果 一

（41）

＋

＋

平滑化した連系電力 変動電力分の吸収

風力発電機

出力変動抽出部 安定化制御演算部

出力制限演算部

充放電
電力指令

回転速度
または

蓄電設備電圧

風力発電出力Pe

充放電電力
補正演算部

双方向
インバータ

超高速フライホイール
または
電気二重層キャパシタ
または
バッテリーシステムコントローラ

電力
貯蔵装置

風車出力 安定化装置出力合計出力

図8　電力安定化装置の構成例

表2　電力貯蔵装置の種類と特徴（2）

超高速フライホイール
（FFW-300S）

運動エネルギー○

◎

○

○

◎

△

100ms以下

短周期繰返し可能（特性劣化なし）

フライホイール用コンバータ，
真空ポンプ，チラー（冷却機）

回転速度（2乗に比例）

インバータ容量で決定（蓄電装置の
直並列接続）

電気二重層キャパシタ
（スーパーパワーキャパシタ）

物理的なイオン移動（電気を電気で直接充
放電）◎

◎

○

◎

○

○

10ms以下

短周期繰返し可能（若干の特性劣化あり）

冷却用ファン

電圧（2乗に比例）

インバータ容量で決定（蓄電装置の直並列
接続）

二次電池
（鉛，NaS，レドックスフロー）

化学反応○

△

○

△

×

△

1,000ms以下

短周期繰返し困難（特性劣化あり）

鉛電池：なし
他電池：循環ポンプ，ヒータ，その他

電圧（非線形：正確な把握困難）

インバータ容量で決定（蓄電装置の直
並列接続）

蓄 電 方 法

応 答 速 度

補　　　　機

蓄電量の把握

最 大 電 力

繰返し頻度
（寿命）

（出典：電気協同研究．vol.56, no.4, 2001.）
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図9　有効電力インディシャル応答特性例
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部 以下 述 電力安定化装置 要求 応答速度
制御対象 変動周期 必要最大電力 必要電力量

各種蓄電池 電気二重層 電
力貯蔵手段 用 場合 同
（1）　超高速 方式 応答特性
　超高速 方式 有効電力 応
答特性例 図 9 示 電力安定化装置 微小変動
分 変動周期 制御対象 応答速度 一次
遅 時定数換算 数百ms以下 望
応答試験結果 有効電力変換器 遅 時間 含

一次遅 換算時定数 約 220ms 無効電力制御回
路 一次遅 換算時定数 38ms
（2）　超高速 方式 有効電力変動抑制特性
　 制御定数設定値 最適設定化

超高速 吸収 放出
周波数領域 有効電力変動周期 任意 変更
確認 最大出力 貯蔵電力量 関係

微小変動分 抑制 対象 場合 電力安定化装
置 応答領域 変動周期 10 100 秒程度 設定
望 最大出力 貯蔵電力量 増加

短周期成分 変動抑制 対象 可
能 場合 電力安定化装置 応答領域 変
動周期 10 1,000 秒程度 設定 望
　離島 微小変動分 抑制対象 超高速

電力安定化装置 有効電力変動抑制特性例 図 示
風力発電機 発電電力 数秒 数分周期 100 kW

300 kW 範囲 有効電力 変動 認 超
高速 電力安定化装置 上記値 100 kW
以下 低減 分
　 離島 発電設備 合計容量 31,000 kW
発電機 2000 年度 最大需要 24,900 kW

夜間 最小需要 8,500 kW 昼間 最小需要 12,400 kW
電力系統 600 kW 風車 3台 連系

数分以内 有効電力変動量 規定値以下 抑制
電圧変動値 規定値以内 有効電力抑制範囲＋－

0 200 kW 貯蔵電力量＋－ 9,000 kWs 無効電力制御範囲
＋－ 0 200 kvar 超高速 電力安定化装置
採用
　採用 超高速 回転速度
貯蔵量 規定値以内 保 有効電力変動量 規定
値以下 制御定数 最適化 図
　1分間 発電電力 変動値 最大値 -最小値

発生頻度 電力安定化装置 併設
変動抑制結果 図 示 電力安定化装置 効果
100 kW以上 変動発生頻度 大幅 低減
分

3.6　ハイブリッド電力安定化システム

　3.5節 紹介 風力発電設備用超高速
電力安定化装置 微小変動成分 短周期成分 電

力変動 抑制 場合 適 同様 電
気二重層 電力安定化装置 領域 電力
変動抑制用 適用 可能
　 長周期成分 対応 気象予測 対応

各種電力貯蔵装置 電力安定化
有効

　 気象予測 関 資源 庁
NEDO技術開発機構 調査 研究 進

構成例 図 示
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図10　有効電力変動抑制特性例
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図11　有効電力変動値と発生頻度例
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図12　ハイブリッドシステムの構成例
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風力発電の系統連系システム

　あとがき

　風力発電 地球温暖化 環境問題対策 大 寄
与 電力品質 維持 系統連系制約 建
設 運用 関係機関 規制 政府 導
入目標値達成 対 高

風力発電系統連系対策小委員会 2010
年度 300 万 kW 達成 種々 対策方式
提示 対策 実施状況 把握 努
必要 応 対策 立案 推進 行

明言
　富士電機 風力発電 性能 信頼性 向上
努力 各風力発電事業者 電力会社 安心 満足
提供 風力発電関連団体 委員会 連携協
力 着実 風力発電推進 対 積極的 取 組

所存
　 電力安定化装置 関

図 用途 応 適切 電力貯蔵装置
選択 組合 研究 kW容量 kWh容量 必
要最低限 各種制御方式 研究 開発 実証 継続
推進

　関係各位 協力 指導 願 次第
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解　説 風況精査

　風況 風 状態 性質 示 広 意味
風 状況 表 特性 平均風速 状況

瞬間風速 状況 風向 出現率 状況 風速 出現率
状況 風 乱 評 風況 呼 狭 意
味 特性 一 量 状態 指
風況 呼 風力発電導入 検討 良好
風況 期待 地域 風況 抽出
地域 周辺環境条件 調査 基 設置候補地点

選定 行 地点 詳細
風況 調査 風況精査

　 測定 実施 発電 電力量
発電 電力 売電 事業採算性 想定

測定 1年間 実施 季節 変動 見込

　測定 詳細 独立行政法人新
産業技術総合開発機構 NEDO技術開発機構

発行 参照

　受風面積 40m2 以下 直径約 7m 以下 小型
風車 建設 費用 面 実施 多

風車 性能確認 JIS C 1400-12 IEC 
61400-12 計測方法 必要

（a）測定部詳細

（b）風況測定ポール全景

40゜

避雷針

避雷針 風速計
風向計

支柱（φ115mm）

記録計

アンカー

座板

支線（φ約5mm）

風速センサ

風速センサ

静電気防止の帽子

40゜

このセンサが影響を受けやすい

5
0
cm
以
上

下
げ
る

3
0
m

2
0
m

40m

すべてのセンサは図のように避雷針から
40゜の角度の円すい空間の中にきっちり
納まるように配置する。特に最上層の風向
センサは損傷を受けやすいので気をつける
。

センサケーブルは束ね，タワー
に約1.5mピッチの目安で巻き，
テープで留めて下に導く。



富士時報　

特
集
1

（44）

省エネルギーソリューションとしてのESCO事業の実際

福田　英治 上村　　猛 佐藤　　進

福田　英治

用電気設備
業務 従事 現在 富士電機

株式会社e-
本部
統括部営業技術部担当部長

上村　　猛

業務 従事 現在 富士電機
株式会社 e-

本部
統括部EM 一部担当課長

佐藤　　進

業務 従事 現在 富士電機
株式会社 e-

本部
統括部EM 一部担当課長

　まえがき

　気候変動枠組 条約第 3回締約国会議 COP3
京都議定書 批准以来 二酸化炭素 CO2 削減 有力
手段 一 ESCO Energy Service Company

事業 注目 背景 削減効果 確実
検証 計画 削減量 CO2 削減量

保証 重要 挙 従来
実施 通常 省 対策 確実 削

減量 必 保証 ESCO事業 拡大
当然 優良 ESCO 事業 実現
高 省 手法 構築

必須 本稿 ESCO 事業自体 紹介
構築 手法

紹介

　 通常の省エネルギー対策と ESCO事業導入と
の違い

　省 本来地道 活動 実施者 努力
英知 無駄 運用 改善 効果 出

十分 経験 調査 対策立案
限界 省 対策 実施 実際 投資

対効果 期待 大 多
省 対策 検討対象 狭 分析検討 浅

抽出 省 対策 実
施 期待 大 効果 得

検証手法 問題 多
省 対策 問題点 解消 有力 手段

ESCO事業 表１ 明 ESCO事
業 導入 ESCO 事業者 実施経験 検
討力 補助金申請 対応 付帯的 業務 含
ESCO事業者 力 活用 頻雑 業務

ESCO事
業 上述 ESCO 事業者 力 活用 省

対策 企画立案 削減量 削

減金額 CO2 削減量 保証 包括的 行 最 有効
省 対策 手法 普及 国 促進

政策的省 対策

　データベース構築の重要性

　一 設備機械 例 挙 現在稼動 否
目 見 分 機械 条件 稼動
程度 能力 負荷率 運転
目 見 判断

機械 制御盤 設置 電流計 見 瞬間
程度 負荷率 稼動 大 判断

簡単 実際 役立 機
械 日 月 年間 負荷率 稼動
知 定量的 状況把握 可能

表1　ESCO事業導入の効果

比較項目

技術力の活用

総合的な対策

経　済　性

補助金対応

検証フォロー

施設の運用

総  合  評  価

ただし，ESCO事業者を選定する場合には，実績，技術力，製品供給能力，与信な
どを十分に考慮することが重要である。

ESCO事業者の専門技術力をフルに
活用できる。

ESCO事業者の経験，ノウハウを利
用して包括的な幅広い省エネルギー
対策が実現できる。

ESCO事業者が効果保障を行うので
確実に投資回収ができる。

ESCO事業は政策的省エネルギー対
策と定義されているので，国の補助
金が獲得しやすい。

ESCO事業者が対策結果の検証も責
任を持つので，省エネルギー効果の
把握・報告が容易である。

ESCO契約は対象施設を契約期間中
稼動し続けることが前提となるため，
移転，休止などの運用自由度が損な
われる。

施設運用上の問題がない場合には，
ESCO導入のメリットが大きい。

ESCO事業のメリット
またはデメリット

○

○

○

○

○

×

○

ESCO
事業の
導入

△

△

△

△

△

○

△

通常の省
エネルギー
対策
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人手 年間 収集 現実 時
間的 的 困難 場合 不可能
近 自動的 集計

決 決 解析 加工 省
対策 実施 人達 容易 状況把握
構築 重要 一 手法

DSM Demand Side Management 述

3.1　DSMの考え方

　従来 管理 稼動 操業 確保 重視
観点 供給量 管理 主体 場合 多 運用実態

見合 合理的 管理 観点 不十分
面 多 合理的使用 観点 一
代表的 例 固定 削減 工場

使用量 生産性 工場 場合 生産量 比
例 変動 望 例 生産量 半減
使用 半減 理想的
生産性 関係 消費 固定 削減

重要 固定 削減 検討
一 手段 DSM 活用 図 1

示 上位 下位 向
部門 職場 設備単位 使用

運用実態 管理 DSM 基本
運用実態 生産性 分析

改善策 検討 進 使用
生産性 場合 不要 固定
消費 可能性 原因 究明

使用量 生産 運用形態 改善 必要
使用量 生産性 方

向 改善 電力
量 必要 応 圧力 流量 温度 収集

構築 活用 使用
分析 行 改善 抽出 活動

実行 省 対策 実現
諸般 事情 下位 細

収集 場合 1段上位

3.2　原単位管理への活用

　 使用 合理化 関 法律 省
法 規定 使用量 推移

把握 原単位管理
手法 使用 原単位 使用

量 需要家 決 量 例 工場 場合 : 生産量 製
品個数 事務所 場合 : 床面積 人数 売上高 除

値 分子 使用量 前節 述
DSM 構築 活用 設

備単位 単位 原単位 把握 過去
原単位 比較 分析 行 原単位 増減

理由 解析 効果的 省 対策 絞
可能

　 ESCO事業に適合したデータベース構築システ
ム

　省 管理 行 用途 設備
使用量 把握 不可欠 建物 工場全体 使

用 何 形 管理
省 管理 行

省 管理 末端 消費量
細 把握 分析

改善策 検討 進 用途 設備 使用
計測 記録 基 使用状況 分

析 省 対策 検討 行 取扱 容
易 構築 求

図 2 無線 用 簡便 収集
処理 行 構成 示

基本仕様 表 2 示 通信線 敷設 不要

注 Excel：米国  Microsoft Corp. 登録商標

No.1冷凍機 No.1ボイラ

No.2冷凍機 No.2ボイラ

ヘッダ ヘッダ

特別高圧受電
（60kV）

MOF
工場（事業所）
全体のDSM

部門（建屋）
ごとDSM

職場DSM

設備ごと
DSM

空調機 設備

6.6kV

図1　DSMのイメージ

上位システム

パソコン データ収集ソフトウェア
EcoSTAR

親局

フレキシブル無線ネットワーク
EcoARROW

電力量計

子局
EcoPASSION

各種センサ電力用変換器 流量計 温度/圧力計

図2　エコモニタリングシステムの構成
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子局 増設 移設 容易 上 Excel
注

形式 保存 可能 生
任意 加工 分析 可能 収集

分 形 加工 監視支援
用意 図 3 5 代表的

示 利用 定量的
省 管理 実現
建物 使用 分析 応用 BEMS Building 
Energy Management System 構築 可能

　ESCO事業導入の条件と導入メリット

　ESCO 事業導入 推進 現状
類 活用 実際 対策 生

考 必要 際 上述
利用 現地調査対象 的 絞 限

時間 有効 使 充実 調査 行 現場
状況 正確 把握 ESCO事業導入
際 削減効果 検証 必要
把握 現地調査 重要 対象 省

図 6 示 電気設備 熱源設備 空調
設備 空調動力 照明設備 衛生 排水設備 搬送設備
広範囲 一般的 図 7 示 光
熱水費 削減金額内 費用 省 対策 実施

ESCO 事業 前提 基本的 施主 
ESCO 事業導入者 省 対策

ESCO事業導入 章 述
下記

（1）　従業員 啓発
（2）　設備更新費用 捻出
（3）　更新設備 保守点検費 捻出
（4）　消耗品 長寿命化 交換頻度軽減
（5）　場合 ESCO設備運用管理者 常駐化

　最近のESCO事業の事例

　富士電機 2005 年 4 月
ESCO事業 開始 事例 紹介

施設 大阪府 出資 財団法人大阪産業振興機
構 施設 用途 展示場 展示場 消
費 展示会 開催 日 日 大 異

下記 7 検討 対策
積 上 30％程度 削減 可能

（1）　空調負荷 時間的 推移
（2）　外気導入量 程度削減
（3）　冷温水 程度削減
（4）　変圧器 需要率 程度
（5）　照明設備 高効率

（46）

図3　エネルギー使用量トレンド表示

図4　エネルギー使用量ランキング表示

図5　エネルギー原単位表示

表2　エコモニタリングシステムの基本仕様

項　目

通 信 手 段

通 信 局 数

通 信 距 離

計 測 点 数

仕　様

パソコン
ソフトウェア
　（標準）

SS無線（2.4GHz帯）

最大100局（親局＋子局＋中継局）

局間500m（ただし障害物なしとする）

1局あたり32点または16点

データ収集，保存，帳票化，システム構成定義
データ保存形式（Excel，CSV対応）
処理点数1,536点（32局×48点/システム）
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（6）　地下水 有効 活用
（7）　熱源 程度余力 更新 効率
大幅

施設 外観 図 8 対策 一例 図 9

図 示

（47）

F

P P P

F

AHU FCU

GHP

AHU FCU

GHP

AHUFCU

GHP

AHUFCU

GHP

建物中央部ライト
コート

自然採光

植栽

太陽輻射（ふくしゃ）熱対策

冷却塔

水温によるバイパス弁比例
　制御ファン発停制御
水質による強制ブロー

ファンコイルユニット

室温による冷却水二方弁比例
　制御
小ブロックゾーン制御

ガスヒートポンプ

各階ペリメータゾーン対応
　空調
　（各階4台ブロック制御）

エレベータ

インバータ・群管理運転の
　採用
学習機能・知識ベース・
　ファジィ推論運行

冷温水発生機・冷温水ポンプ

タイムスケジュール運転
台数制御
ポンプインバータ制御
　（圧力一定制御）
蓄熱槽の蓄熱量演算による
　冷温水発生機制御
ガスだき冷温水発生機の採用
　（電力ピークカット対応）
氷蓄熱の採用

エアハンドリングユニット

給気温による冷却水二方弁
　比例制御
還気湿度による加湿用二方弁
　オンオフ
還気CO2濃度によるインバー

　タ多段制御

照明

高効率インバータ
　照明
反射板取付け
小ブロック化点滅
節電装置化

BEMS

電力計測
　（EcoPASSION）
熱計測

　（EcoHIESSENCE）
エネルギー管理

　ソフトウェア
　（EcoANALYST）

窓ガラス

南側熱線反射ガラス
断熱ペイント化

電気設備

電気使用量の集中管理
高効率変圧器
力率調整

発電設備

コージェネレーションの採用
燃料電池の採用

Hf

排煙ファン

太陽光パネル

冷凍機用冷却塔各種
給排気ファン

（発電室） （電気室） （空調機械室）

給排水
R

冷温水発生機

蓄熱槽

冷温水
ポンプ

（断面）

図6　建物における省エネルギーアイテム

ESCO事業実施前

（過去3年間の平均） （再リース，残存薄価での
   買取りまたは無償譲渡）

光熱費
支出

（水の削減が
できる場合には
水道代を含む）

ESCO事業実施後
ESCO契約期間中

ESCO契約期間
終了後

光熱費
支出

返済分
＋

事業者の利益

顧客の利益

光熱費
支出

顧客の利益

削減目標値

最低保証値×0.2程度
（ギャランティード・
　セイビングズの場合
　には顧客利益なしの
　場合もある。）

最低保証値
（削減目標値×0.9程度）

ベースライン
（過去3年間
の平均とし，
外気温，稼動
時間，職員数
などの変更で
補正をかけ
る。）

図7　ESCO事業の概要 図8　マイドームおおさかの外観
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　あとがき

　省 対策 CO2 削減 環境負荷軽減 重
要 柱 一 期待 有力
手段 ESCO 事業 今後 広範囲 浸透

思 構築 推進
省 技術 高度化 図 省
実現 貢献 考

（48）

冷水・温水ポンプのインバータ制御化 空調機外気量の見直しと，冬期立上げ時外気導入時間の見直し，
空調機ファンのインバータ制御化

熱源機器の見直し

二次側

ヘッダ

一次側

冷温水発生機

既存動力盤

インバータ×2

コントローラ

（盤内組込み）

省エネルギー工事範囲

省エネルギー工事範囲

既設風量調整ダンパによる
　外気導入量調整
既設モータダンパによる
　ウォーミングアップ時間
　見直し

SA

空調機

熱交換器

冷水ポンプ ブラインポンプ 高効率
スクリューチラー

冷却水ポンプ

（往） （還）

既設
制御装置

制御線

既存商用回路

既存商用回路

インバータ回路

新設インバータ盤

スケジュール
タイマ

（盤内組込み）

既設の冷温水流量計によるポンプ台
数制御を流用し，ポンプ4台のうち
2台にインバータを設置し最適流量
に制御する。

冷房専用吸収式（280RT）
を高効率スクリュー冷凍機
（150RT）と，氷蓄熱
22kWに入替え。

新設スケジュールタイマで時刻別に1日4モードで
インバータによる風量切替をし，室内負荷に合っ
た適正風量に制御する。

既存動力盤

インバータ

インバータ回路

新設インバータ盤

OA RA

氷
蓄熱槽

冷却塔

図9　省エネルギー手法（1）　

蛍光灯の高効率安定器への更新

高効率安定器への変更
安定器の製造年式と消費電力（目安）（40W×2灯用）

1970年 100W銅鉄型安定器

高効率安定器

インバータ型照明

最新機種の特長例
◆蛍光灯の安定器を銅鉄型から高効率インバータ型に交換し，
　消費電力を削減（40W2灯用消費電力が最低50Wに低減）

0 50 100省エネルギー率

50％

1980年 98W〃（改善型） 49％

1990年 86W〃（省エネルギー型） 41％

1995年 72W31％

省エネル
ギー対策

50～55W高効率インバータ型

〃（高効率型）

図10　省エネルギー手法（2）
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西山　和男 一石　健三 福島　宗次

西山　和男

電力系統 電機設備
業務 従事 現在 富士電

機 株式会社 本
部 技術

部
電気学会会員

一石　健三

電機設備 業務
従事 現在 富士電機
株式会社 本部
技術
部主任技師

福島　宗次

計装制御 試験 保守
技術支援 保守用情報支援

構築 従事 現在 富士電
機 株式会社
本部 技術

部長

　まえがき

　電力系統 監視制御装置 新 発電装置
多種 電機設備 電力 産業 各分野 運用

設備運用 長期
安定的 低 維持管理 不可欠

富士電機 要求 応 予知保全技術
支援 開発 24 時間 365 日

体制 強化 取組 紹介

　予防保全技術の体系と最近の予知保全技術

2.1　予防保全技術の体系

　富士電機 電機設備 円滑 運
用 信頼性向上 蓄積 研究開
発 行 異常 劣化診断技術 余寿命診断技術 数
多 確立 最近 新 手法 余寿命推定
精度向上 図 対象範囲 拡大 取 組

油入変圧器 油中 分析診断法 早 確
立 余寿命 予測 回転機 高
圧巻線絶縁 装置 停止 状態 行 非破壊
絶縁診断試験 部分放電測定 行
情報機器 半導体素子 腐食劣化調査 IC 開封調
査 劣化診断法 実用化 基板
洗浄 延命化策 実施 電機設備 代
表的 診断技術 表１ 示

2.2　最近の予知保全技術

　代表例 油入変圧器 余寿命予測 回転機 高圧
巻線絶縁余寿命推定 最新技術 紹介
（1）　構造化 油入変圧器 高
精度余寿命診断技術

　油入変圧器 寿命 主 巻線絶縁紙 機械的強度
低下 決 絶縁紙 平均重合度 評価 平
均重合度 絶縁紙 主成分 結合具合

指標 推定 代表的 方法 絶縁紙
生成物 量 測定 方法

方法 寿命推定 精度 低 正確
予防保全 課題 最新 富
士電機独自 解析技術 構造化

構造化NN 手法 455 解
説 参照 適用 高精度 余寿命推定技術 開発
特許出願中 開発手法 含 複数
他 油中成分 運転状況 設計諸元 入力 平均

表1　電機設備予知保全技術の体系

変電所

電気的絶縁診断
直流試験
tan   試験
交流電流試験
部分放電試験

高圧回転機の
　信頼性評価法

物理化学的絶縁
　　劣化診断法

高圧回転機の
　　余寿命診断

Webリモート
　メンテナンス

配電盤，
　制御装置の
　余寿命診断

絶縁紙重合度
CO＋CO2，
　フルフラール
油入変圧器の
　　余寿命診断
（構造化
　ニューラル）

回転機配電盤
コントロール
センタ
バッテリー

情報制御装置
可変速制御装置

半導体劣化診断
（漏れ電流）

電子部品
　　　劣化診断

プリント基板
洗浄・コーディ
ングサービス

RAS解析

遮断器
　　劣化診断

開閉器
　　劣化診断

コントロール
センタ
　　劣化診断

油入変圧器
　　　劣化診断
油中水分
全酸価
絶縁破壊電圧
ガス分析

モールド変圧器
　　　　　診断
部分放電

開閉装置診断
開閉特性
最低動作電圧
主回路抵抗
　　　　　測定

ケーブル診断
活線直流重畳

劣
化
診
断

余
寿
命
診
断

環境診断

オンライン診断・リモートメンテナンス

中長期保全計画

δ



富士時報　

特
集
1

電機設備アフターサービスにおける予知保全技術

（50）

重合度 推定 基 余寿命 推定 図 1 予
測 流 図 示 39 台 変圧器 解体 平均重合度
実測 構築 開発手法 評価
行 結果 従来 法推定精度 15 年
対 開発手法 誤差 3年 推定 図 2 比

較結果 示 高精度 寿命予測 最適 延命化対
策 更新計画
（2）　高圧回転機 余寿命診断
　固定子巻線 非破壊絶縁診断 残存絶縁破壊電
圧 推定 余寿命 求 方法 富士電機 余寿
命 高精度 予測 稼動実績 実機 非
破壊試験 破壊電圧 蓄積

非破壊 破壊電圧 統計的 相関関係
算出 関係 余寿命 予測 方法 開発

図 3 余寿命推定流 図 示 1999 年

単体真空含浸絶縁 F /F 絶縁 方式 回転機
方式 余寿命予測法 確立 多数 診断実績 上

近年 対象 広 絶縁
F /S 絶縁 方式 回転機 30 台以上 回転機
蓄積 方式 余寿命予測法 確立

寿命予測 高圧回転機 適正 更新時期
明示
　長期稼動 設備 老朽化 進 中

保全 時間計画保全 状態監視保全 重要
今後 劣化 蓄積 最新技術 活用
予知診断技術 向上 対象機種 拡充 図

　アフターサービスの支援ツール

　設備 経年劣化 伴 効率低下 最小限 抑 長期
安定運用 設備診断結果 基 最

適 保全計画 必要 支
支援 重要 最近 自動診断装置 支

援 紹介

3.1　受変電設備劣化診断装置

　受変電設備 第一 安定性 信頼性 求 一方
高稼動化 停止時間 減少 点検間隔 延長 進

上記 課題 解決 2例 紹介
（1）　受変電開閉器用劣化診断装置
　遮断器 開閉器 劣化診断用 開発 CB-DEC

用 CC-DEC 開閉動作
特性 速度 波形 絶縁特性 接触抵抗 各値 傾向管
理 劣化診断 行 試験用電流発生 測定 結果判
定 報告書作成 自動 行 従来 比較 1/2
1/3 時間 診断 点検時間 短縮 寄与 保

全計画者 結果 中期保全計画立案時 容易 反映
装置 構成 図 4 示

（2）　受配電設備診断機能付自動試験
　 受配電設備 点検回路 組 込 停電条件

判断 安全 受電回路 点検回路 切 換
2系統受電 受電 停止 必要 1系統

受電 試験準備 不要 点検時間 従来 1/7
大幅 短縮 試験結果 履歴

化 劣化具合 傾向管理 精密点検対象機

フルフラール

平均
重合度

平均重合度推定

平均重合度推定用ニューラルネットワーク
油劣化防止方式

余寿命予測

重
合
度

寿命レベル
（JEM1463）

推定
時点

推定値に
基づく寿命
＝推定寿命

推定
余寿命

新品の変圧器

CO＋CO2

水分

稼動年数

稼動年数
運転温度
負荷率
冷却方式
水分量
CO＋CO2
フルフラール

1,000

450

0

重合度推定

図1　構造化NN適用変圧器の余寿命予測

0

推
定
平
均
重
合
度
か
ら
求
め
た
余
寿
命
（
年
）

実測平均重合度から求めた余寿命（年）

従来手法
（平均予測幅） 15年

平均重合度450を「寿命レベル」とした。（JEM1463）

50 10 15 20 25 30

－10

－20

－30

10

20

30

40

50

60

70

80

従来手法による余寿命値
（フルフラール法）

実測平均重合度から
求めた余寿命値

新しい手法による余寿命値（構造化NN法）

構造化NN法
（平均予測幅） 3年

図2　変圧器余寿命予測の比較

稼動実績のある実機の非破壊試験データと破壊試験データの蓄積によりこの相関
関係をとらえて，残存破壊電圧を算出する重回帰式を誘導した。

①稼動年数
初期値
100％

破
壊
電
圧②

（交流電流）
ΔI 12

③　tanδ
（誘電正接）
Δ 12

④　
（コロナ）
Qmax12

2　＋1E

3σ

余寿命年

電
気
的
絶
縁
診
断

重回帰式で
残存破壊電圧を

算出

劣化
カーブを
算出

運転に必要な絶縁耐力
（2　＋1kV）E

破壊電圧
平均レベル

破壊電圧
下限レベル

図3　高圧回転機の余寿命予測
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器 絞込 精密点検実施周期 最適化 可能
　 自家発電設備制御装置 試験機
能 装備 構成 図 5 示

3.2　リモート診断システム

　設備故障時 復旧時間 短縮 故障予知 要求 応
遠隔 予防保全 異常監視 診

断 充実 図 富士電機 無停電電
源装置 UPS DCS Distributed Control System 装置
燃料電池 対象 200 実績
持 燃料電池発電装置 診断

主 会社 電力会社 20 提供 安
定運用 波及 未然防止 寄与 高 信頼
得 以下 特長 述
（1）　運転 装置側 側 二重 保持

不測事態 対応
設備 要求 高 信頼性 維持 応

（2）　運転 異常情報 電子 通知
履歴管理

保全計画 見直 最新 保全計画 策定 反映
　 構成 図 6 示

3.3　長期保全計画最適化支援システム

　長期 経済的 信頼性 高 設備運用 図

機器 劣化度 重要度 設置環境 運用状態
予算計画 総合的 考慮 最適 長期
計画 必要 富士電機 開発
余寿命予測 設備診断技術 予算計画 資産管
理情報 融合 新 視点 長期保全計画
構築 最適化支援 改良 開発中
　 最適化支援
（1）　今後 予算計画 運用計画 基 最適 更新計画

提案 繰上損失 事故損失 防止
（2）　最適 保全方案 実施時期 提案 安定運
用 維持 各年度 平準化

最小化 可能 新 視点
長期保全計画 図 図 7 示

　ライフサイクルサービスを支える基盤整備

4.1　サービス基盤の概要

　富士電機 以下 三大 基盤 整備
基盤構成 図 8 示

（1）　 客様 問合 障害支援 受 付 24 時間
365 日稼動

（51）

中長期保全計画書
受変電開閉機器用劣化診断装置

パソコン部

電源部

VCB

診断報告書

測定部
診断

診断 MCC

図4　受変電開閉器用劣化診断装置

受電

負荷

トリップ信号

保護継電器
Ry

CB入/切指令
整定値読出し

受電/試験回路切換

試験電圧・電流

（他フィーダ盤）

検測用PLC
MICREX-F

制御用PLC
MICREX-F

停復電
連動試験

保護
連動試験

操作
連動試験

マルチパワーソース・大電流アンプ

遮断器

51
50

27
64

67

52

Ry
52

試験
成績表

整定値
一覧表

図5　受配電設備自動試験システム

装置

データ収集

公衆電話
回線

公衆電話回線

データ収集システム＋WWWサーバ

社内LAN

クライアント

パソコン

プロバイダー

RAS
接続

電子メール

異常通知

サイト状況表示
ホームページ閲覧

携帯電話
iモード

運転状況通知
異常通知

ポケットベル

装置

クライアント

クライアント

パソコン

パソコン

携帯電話
iモード

インターネット
接続

図6　燃料電池発電装置リモート診断システム

①現状の長期保全計画〈イメージ図〉

予防保全
事後保全

Plan

Do

改善
Action

設備診断
余寿命予測
劣化度評価　

Check

②最適化された長期保全計画〈イメージ図〉

図7　長期保全計画のイメージ図
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（2）　障害修復用緊急部品 供給 東京 大阪
配置 部品

（3）　全国約 80 拠点 約 800 人 保全
　 客様設備 主治医 稼動状況
合 最適 保全計画 立案 設備 安定稼動

24 時間対応 保全 提供
　 的位置

① 客様問合 窓口 機能 ②
機能 ③ 機

能 有 図 9 機能 示 自社製
品 受付代行 提供

支援情報 運
用 得 生 接続

運用監視
多様化 応 機能 充実 図
　 富士電機 納入
長期安定稼動 実現 向 24 時間出庫体制 運営

（52）

東京部品センター

：本社

サービス拠点数：87

大阪部品センター

コールセンター

：支社
：支店
：工場

図8　サービス基盤

稼動システム

コールセンター

データセンター リモートセンター

CRM24
Web century
UNICUM
ロジスティクス
CFA

機能
障害受付機能
問合せ受付機能
部品出庫機能

接続形態
電話，ISDN，
　　　インターネット

対象装置
IAサーバ
DCS
（MICREX-PⅢ，IX，AX，NX）
UPS
燃料電池
CPU
自家用発電設備
約200システム

図9　コールセンターの機能

情報公開サービス

いつでもどこでもお客様の設備の状況をインターネット上で確認できる。

お客様装置一覧

プラント設備・システムの装置，ユニット，
プリント板の実装稼動状況が管理できる。

Action

設備保全計画
Plan

設備の安定稼動・保全費用管理にとって
重要な保全計画をWebで確認できる。

保全履歴
Do

定期保守，故障/障害などの緊急保守および
過去の設備オーバホールなどの履歴を管理
できる。

契約内容一覧

お客様設備単位の保守内容が閲覧できる。

修理状況/履歴
Check

現在修理中の故障品・部品の修理進行状況
と修理結果を閲覧することができる。

コール受付履歴

障害やお問合せなどコール受付した案件の
進捗状況，対応を閲覧することができる。

図10　保全情報提供サービス



富士時報　

特
集
1

電機設備アフターサービスにおける予知保全技術

緊急対応用部品 用部品
支援 製品稼動状況

調査 生産終了部品 含 適正在庫運用 行
　 拠点 活動 受付情報

部品在庫状況確認 製品品質 情報 不可
欠 部門情報
高品質 実現

4.2　コールセンターの高機能化

　保全情報提供 F-Mains
普及 対応 新 内容 ①

客様 納入 設備仕様 保全 利用履歴
Web 閲覧 情報公開 ②富士
電機 保守 関 情報

電子 通知 情報配信
　図 F-Mains 情報公開 一例 示 保
全計画 保全実績 保全計画

PDCA Plan-Do-Check-Action 回 最
適 設備保全 実現 Web 客様 情報
共有 保全効果 確認 修理
進捗 状況 閲覧 応

細 向上 図
　 客様 設備情報 扱 情

報 強化 必須 財団法人日本情報処
理開発協会 情報 適合
性評価制度 認証取得 万全 情報

実施
　今後 変化 技術進歩 合

利用 拡大 基盤 充実 進

　あとがき

　電機設備 支 予知保全技術
支援 支 基盤 紹介
設備 安定稼動 運用費 低減 永遠 今
後 技術開発 基盤整備 充実 図

品質 向上 追求 所存
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（2） 　梶原浩行 遮断器 保護継電器 自動点検 診断

紹介 産業 電気 no.635, 2005, p.7-14.
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解　説 アンサンブル手法

　予測精度 向上 手法 一 複数 予
測結果 加重平均 最終的 結果 算出 平均
化 誤差 少 予測精度 向上

手法 予測 作
少量 場合 精度向上 効果 期待



特集2 クリーンシステム技術

（54）

特
集
2

　筆者 鳥取大学 研究 教育 従事 鳥取
人口最少県 自然 豊 食 物 基礎
研究 没頭 最適 環境 筆者 研究 固体触
媒 主 課題 示 半導体
扱 本稿 有機物 可燃物 検出 半導体

近年 研究
自動監視 応用可能性 論

　 維持 管理 各種
自動監視 不可欠 温

湿度 静電気 実用化

　一方 半導体 液晶製造工程等
空気中 化学汚染物質 製品 品質 悪影響 及
明 SO NO NH3 等 無機

成分 一部 対 化学 実用化 自動計測
可能 有機物 関 GC-MS 用

分析結果判明 数日以上
行 実情 自動計測 可能 要
求 高
　有機物 検出 酸化 半導体
検出限界 低 反応 速 原理 全 有
機物 検出 選択性 有

DOP等 特定成分 検出 求
半導体 選択性 付与

一 提案
　酸化 酸化物半導体 電気抵抗 有機物
組成 測定 漏 警報機

自動車 空気/燃料比 広 利
用 他 化学物質 例 吸着 重
量変化 利用 QCM Qualtz Crystal Microbalance

比 還元性物質 敏感 酸化性物質 影
響 受 基本的 選択性 有 半導体

清山 1962 年 提案 数
十年 間 実用化 日本 産
貴重 技術 言
　 清山 固体触媒化学 研究者 半導体

後述 固体触媒反応 利用
現在 筆者 含 多 半導体 研究者

固体触媒化学 研究者 兼 酸化 有

機物 検出 原理 酸化
高温 低酸素分圧 酸素 一部 失 補償

Sn4+ 一部 Sn2+ Sn 結晶格子
内 固定 電子 容易 動
Sn2+ Sn4+ 入 替 通 Sn2+ 部分
動 導電性 生 一定温度 例

200℃ 空気中 酸化 一定 抵抗 示
有機物 接触 酸化触媒作用 酸化 表面
酸素 奪 特 電気抵抗 高 粒界部分

電気抵抗 減少 電流 流
　 原理 改良 対
生 例 貴金属 非常 高 酸化触媒活性 持

知 酸化 白金 加
感度 飛躍的 高 感度 高 研究

意外 簡単 触媒開発 酸化反応 対
触媒活性 高 研究 同様 盲目的
実態 充分 確
　一方 前述 有機物用半導体 原則

全 可燃性物質 応答 漏 警報
機 殺虫剤 酒蒸 応答 経験
持 方 多 誤作動 漏
警報機 単 警報機

栓 連動 難 選択性 有
取 付 無意味

選択性 与 試 感度 向上
異 選択性 与 合理的 戦略 必要
例 酸性 気体 対 感度 高 塩基性金
属酸化物 加 試 従来

加 固体触媒 世界 近年 原子 精密
表面構造 構築 筆者
酸化 表面 酸素原子 並 特定 形 持
細孔 作 細孔 入 分子 100％
選択性 吸着 手法 開発 成果 取
入 選択的 半導体 開発 可能

化学汚染物質 管
理 簡便 行 現実
　他分野 技術 進歩 高機能化 効
率化 向 近年取 入 本号

技術特集 一端 触

半導体ガスセンサの高機能化と
クリーンルームへの応用

片田　直伸
鳥取大学工学部助教授 博士（工学）
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クリーンシステム技術の現状と展望

横幕　博行 澤田　朋之

横幕　博行

業務 従事 現在 富
士電機 株式会社産業
交通 本部
統括部長 電気設備学会会員

空気調和 衛生工学会会員

澤田　朋之

業務 従事 現在 富
士電機 株式会社産業
交通 本部
統括部技術第一部長

　まえがき

　近代産業 生 出 数々 製品 高精細 高精度 高
信頼性 最大限 引 出 速 美
小 姿 変化 急速 進歩 遂
進歩 生産現場 空気清浄 主体 環境確保
貢献 古 精密工

業 空気 清 発展 伝統的
産業 生産現場 空気清浄化 経験的 取
入 歴史 技術 後 第二次
大戦中 原子爆弾開発時 放射性浮遊微粒子 封 込

開発 HEPA High Efficiency Particulate 
Air 出現 積極的 空気浄化 手法
可能 空気清浄 考 方 大 変

　 国 1960 年代 主 精密機器組立
導入 始 後 半導

体 中心 電子 精密工業 食品工業 薬品工業 医
療分野 広 今日 液晶工
場 分野 成長産業 生産環境

共通 基盤技術
　 取 巻 市場環境 十数年間
大 変化 1980 年代 国内半導体産業
DRAM Dynamic Random Access Memory 中心 工
場 建設 相次 1990 年代 入 日米貿
易摩擦 円高 崩壊 国内半導体産業 勢

失 代 台湾 韓国 業績 拡大 現在 至
一方 1990 年代 入 市場 大

変化 与 FPD Flat Panel Display 産業
液晶産業 FPD 代表 製品

大型 機器 車載用 多 分
野 利用 高機能品 国内製品
優位性 顕著 半導体 同様 台

湾 韓国 積極的 大規模設備投資 継続中 今後
激 競争 予想 図 1 国内半導体

図 2 国内液晶関連 設備投資
示
　富士電機 取 扱

機器 供給 加 液晶産業向 大型
技術 環

（
億
円
）

2000年
（実績）

生産高

設備投資

10,000

0

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

2001年
（実績）

2002年
（実績）

2003年
（実績）

2004年
（計画）

※上位37社対象
※資料：2004年度半導体産業計画総覧

図1　国内半導体メーカーの設備投資推移および生産高

（
億
円
）

2000年
（実績）

生産高

設備投資

25,000

30,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0
2001年
（実績）

2002年
（実績）

2003年
（実績）

2004年
（計画）

※上位25社対象
※資料：2004年度液晶・PDP・ELメーカー計画総覧

図2　国内液晶関連メーカーの設備投資推移および生産高
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境 行 計測 技術 取
組

　本稿 取 巻 動向 富士電機 取
組 状況 今後 展望 述

　クリーンルームの規格

　 清浄度 規格 ISO Interna-
tional Standard Organization 清浄度 関
規格 ISO14644-1 1999 年 成立
表１ 示 世界各国 規格状況 見 米国連邦
規格 FED.ST.209 廃止 英国規格協会規格 BS5295-1

規格 VDI2083 日本工業規格 JIS B 9920
規格 存在 分 特 長年

使用 米国連邦規格 ISO 成立 伴
2001 年 廃止 1 ft3 中 存在 粒子数
表現 感覚的 理解 実際 現場

現在 100 at 0.1 m 使
方 一般化 ISO 規格 併用
得 統一 時間 予

想
　 BCR 規格
動向 表 2 世界保健機構 WHO 表 3 米国航

空宇宙局 NASA 表 4 米国食品医薬品局 FDA
規格化 図

2005 年 4 月 改定 薬事法 医療機器
品質保証 ISO13485 準
実施 環境条件

表 5 示 設計段階 稼動時
適格性 体系化 重
要

　クリーンルームシステムの現状と展望

　 大別
ICR BCR 分類 ICR 液晶分野

半導体分野 対象 BCR 医薬分野 食品分野
対象 代表分野

現状 展望 述

3.1　液晶（LCD）分野

　液晶分野 大型 筆頭 年々価格 低下
数年 一般消費者 間 普及 始
低価格化 可能 最 大 要因 挙

基板 大型化 生産効率 向上
第 8世代 2.2m × 2.4m 2m 超
生産装置 工場 巨大化 最新鋭工場 設備
投資額 1,500 2,000億円 巨額
3.1.1　液晶分野の現状と課題

　最新鋭液晶工場 最大 特徴 前述 巨大化
設計手法 解決

部分 発生 一例 従来 半導体
比較 規模 違 以下 示

表1　世界のクリーンルーム規格

ISO

FDIS
14644-1

1997

規　　格

ク ラ ス

出典：菊地正典ほか．半導体用語がわかる辞典．日本実業出版社．2001-05．

米　国

FED.ST.
209D

1988

米　国

FED.ST.
209E

1992

日　本

JIS B
9920

1989

英　国

BS
5295

1989

ドイツ

VDI
2083

1990

フランス

NEX
44101

1981

オースト
ラリア

AS
1386

1989

基準粒子
（  m）

単　　位 10  個/m3

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0.1 0.5

個/ft3

1

10

100

1,000

10,000

100,000

0.5

個/m3

 M1（10/m3）

M1.5

M2.5

M3.5

M4.5

M5.5

M6.5

M7

0.1

10  個/m3

1

2

3

4

5

6

7

8

C

D

E or F

G or H

I

J

K

L

0.5

10  個/m3

0

1

2

3

4

5

6

7

1 0.5

個/m3

4,000

400,000

4,000,000

個/m3

0.035

0.35

3.5

35

350

3,500

0.5

韓　国

KS

個/m3

M1

M10

M100

M1,000

M10,000

M100,000

M1,000,000

M10,000,000

0.3

年　　度 1991

中　国

QJ2214

個/m3

1

10

100

1,000

10,000

100,000

0.10.5

1991

n n n

表2　WHO GMP

グレード
浮遊菌濃度
（CFU/m3）

A

B

C

D

粒子濃度（個/m3）

0.5～5  m

3,500

3,500

350,000

3,500,000

1>

5

100

500

5  m

0

0

2,000

20,000
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（1）　 面積 超大型化 従来 数万m2 最新鋭
十数万m2

（2）　天井高 高 拡大 従来 5m 最新鋭 10m
　 清浄度 確保 換気回数 関係 安全
対策 耐震対策 気流制御 室圧制御 空調制御方式 照
明計画 清浄度監視 新手法 導
入 必要 基板 搬送

生産装置投入部 化
生産歩留 直結 部分 富士電機
自社 所有 大規模研究棟 実機検証試験

表示式気流可視化 解析
最新鋭液晶工場 最適 環境 検証 実用化 結

3.1.2　今後の液晶分野

　液晶分野 歩留 向上 低減
低減 短工期対応 対 要求 度合

年々強 今後 傾向 続 思

　 生産効率 向上 目的 基板 大型
化 単純 基板 大型化 単位面
積 投資採算性 限界 報告

今後 量産予定 大型 大 最 効率的
生産 基準 決定

基板 搬送方式 大 影響
収納 方式 基板 1枚 流 枚葉

式 移行 製造装置間 行 来 方
式 順 流 方式 移行
考 生産方式

適 構築 求 特 今後 液晶
分野
化 重要 課題

3.2　半導体（LSI）分野

　半導体分野 年々加工精度 微細化 進 現在
量産 90 nm 程度 達 研究

45 65 nm 達 最先端 量産
工場 300mm 12 in 採用 進

微細化 続 半導体分野
動向 記述

3.2.1　半導体分野の現状と課題

　半導体分野 構成
方式 1970 年代 方

式 1980 年代 （FFU 方式
1990 年代 方式 2000 年代

変遷 現在 至
搬送 1990 年代 FFU方式

全面層流型 清
浄度 1 JIS 前後 確保 基
本的 高清浄度 空気 暴露
汚染 守

問題 局所 化
方式 取 入 図

3 方式 200mm 8 in 検
討 始 方式 密閉容器 用 容器
出 1 JIS 方式
密閉容器 搬送 2 3 JIS

以下 低清浄度 運用 可能
200mm 用 密閉容器 SMIF-Pod

Standerd Mechanical InterFace-Pod 300mm
用 FOUP Front Opening Unified Pod 呼

同 密閉容器 機構 異 方式
高清浄度 空間 大幅 削減

省
可能 方式 実際 清浄度確保

（57）

表3　NASAバイオクリーンルーム規格

0.5  m以上の微粒子数

個/ft3

100以下

10,000以下

100,000以下

個/m3

3,500

350,000

3,500,000

クラス

100

10,000

100,000

5  m

個/ft3

65

700

個/m3

2,300

25,000

微生物数

個/ft3

0.1

0.5

2.5

個/m3

3.5

17.5

87.5

一週間の落下細菌数

個/ft3

1,200

6,000

30,000

個/m3

12,900

64,600

323,000

表4　FDA規格

浮遊菌濃度
（個/ft3）

重要区域

管理区域

粒子濃度

クラス100

クラス100,000

0.1

2.5

表5　バリデーションの手順

工　程 バリデーションの項目

DQ（Design Qualification）

IQ（Installation Qualification）

CAL（Calibration）

OQ（Operation Qualification）

PQ（Process performance
Qualification）　

体系化されたドキュメント

設計の科学的根拠・
妥当性と適格性

据付け時適格性の確認

キャリブレーション

稼動時性能適格性の
判断

工程稼動適格性

バリデーション
ドキュメント

基 本 設 計

基 本 計 画

詳 細 設 計

発注・施工

試運転・調整

生　　　　産
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循環風量 削減可能 生産装置
発熱 室内温度上昇 抑 必要 風

量 削減 結果的 清浄度 期待値
低減 現状
　半導体 配線 微細化 伴 歩留 悪化要
因 多様化 要求

対象 変化 制御対
象 従来 管理 金属汚染 汚
染 加 分子状汚染物質 AMC Airborne Molecular 
Contaminant 定義 酸性物質 Acids 塩基性
物質 Bases 凝縮性有機物質 Condensables

Dopants 挙 近年 AMC
評価技術 進歩 影響 工
程不良 解明 進 汚染 発生源対策
除去技術 化 効果的 対策 可能

3.2.2　今後の半導体分野

　FOUP方式 日本 SEMI 主導 各装置
連携 標準化 世界的 活用

海外 受託生産会社 標準
化 先行 利用 国内

300mm 移行 始

　今後 微細化 新 汚染物質 出現 濃
度面 低濃度化 管理基準 一層厳 予
想 評価技術 高 必要 考

推進 機器 1

台 重要性 一段 向上 故障 際 管
理 重要性 増 大型化

生産 環境異常 迅速 対応 困
難 AMC

連続 歩留 悪化要因 早期
発見 管理 以上 強化 必要
考
　 生産装置 生産 条件 出 最優
先 管理 後回 実態

今後 装置排熱 削減 排気量 削減 生産
装置 踏 込 対策 不可欠

化 限界 思
　 国内半導体各社 高付加価値 多品種少量
製品 扱 多数 旧式 生産 利用
今後 既設工場 既設設備 有効利用 新型設備

改修 増加 予想

3.3　医薬分野

　医薬品 厚生労働省管轄 薬事法 規制
中 医薬品 製造管理 品質管理 基準

GMP Good Manufacturing Practice 満
要件 次 3点

（1）　人為的 誤 最小限
（2）　医薬品 対 汚染 品質変化 防止
（3）　高度 品質 保証 設計
　従来 法規制 安全 医薬品 供給
規制 不良品 取締 規制
　今回 改定薬事法 2005 年 4 月施行 医薬品 安
全 対 行政 強化 国際的 基準 日
本 基準 適合 狙 具体策
良質 医薬品 製造 管理 販売 管理

従来 製販一体 製造承認 製
造業許可 必要 改定薬事法 製造販
売業 製造業 分離 医薬品承認 製造販売業

付与 改正 人件
費抑制 目的 海外 製造委託 製造統合

目的 国内 製造委託 活発化
予想 医薬業界 研究開発力 強化

視野 入 企業規模拡大 M&A Merger and Acqui-
sition 進行中 製薬業 半導体 同
様 工場 化 予想 伴

数 減少 推測
　 改定薬事法 医薬品 承認書 記載内容 原薬
製造方法 含 品質 担保 従来 規格
適合型 品質担保 大 内容 変

原薬変更 製造方法変更 困難 GMP
義務 品質管理方法

一層 強化 要求
　富士電機 医薬業界向
機器 充填 装置 放射線対応機
器 加 気流可視化
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ウェーハ搬送システムのイメージ

FOUP＋OHTシステムの移載

ミニエンバイロメント
OHT

オープナ
FOUP 超清浄空間

ウェーハの出入

製造装置

移載部キャリヤ移載機

FFU

図3　ミニエンバイロメント
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向 機器 機器 提供

　今後のクリーンルームシステム

　現在 各種生産工場 環境 配慮 工場計画
義務 省 地球
温暖化 排出削減 LCA Life Cycles Assessment
重要 一方 液晶 半導体分野
歩留 向上 医薬業界 強化

削減 経営課題 応
機器 以上

求
（1）　大空間 化
　液晶用 大型化 今後 継続

思 大空間 化 維持
効率的配置 FFU 吹出 風速 最適

化 装置発熱 効率的除去 生産装置 稼動状況
熱源 運転管理 総合的 制御 最適
制御 導入 進 思
（2）　LCD
　大型化 半導体 医薬分野

達成 大 成果 上
今後 液晶分野 何 手法

化 進 予想
（3）　FFU 多様化
　FFU 低 高効率 供給装置
最 一般的 採用 機器 今後

用途 機能 形状 低 化
要求 思
　現在主流 省 DC

1 台 制御用 基板 搭載
複数台 1枚 制御基板

低 化対応 進 以下 FFU
多様化 機能 記載

　①　大型 多風量
　②　高効率
　③　薄型
　④　生産装置対応
　⑤　温度調節機能付
（4）　環境監視 技術応用
　 内 発生 事象 検出

温度 湿度 一般
的 用 今後 高 導入

分子状汚染物質 静電気 多
点 技術革新 進

各装置 設置 生産 監
視 医薬分野 導入 期待

　あとがき

　富士電機 日本国内 海外
一括取 通 対応 行
富士電機 総力 結集 取組

機器 提供 行 今後 富
士電機 保有技術 事業 活用 積極的

環境 歩留
顧客要望 応 所存 今回 特集 富士

電機 一端 紹介 今後 各位
計画 一助 幸
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最新鋭液晶パネル工場向けクリーンルームシステム

高松　武史 松木　幹夫 奥田　耕士

高松　武史

業務 従事 現在 富
士電機 株式会社産業
交通 本部
統括部技術第一部担当部長 電
気学会会員

松木　幹夫

業務 従事 現在 富
士電機 株式会社産業
交通 本部
統括部技術第一部課長補佐

奥田　耕士

業務 従事 現在 富
士電機 株式会社産業
交通 本部
統括部技術第一部課長補佐

　まえがき

　 半導体 液晶表示 以下
LCD 電子部品 精密機器 工業分野
医薬 食品 分野 幅広 利
用
　富士電機 日本国内 台湾向 LCD 工場用

用 機器 提供
構築者 立場 機器 開発 行 顧客

対応
　最近 LCD 市場 携帯電話

関係 表示装置 向 大
30 以上 以下 LCD

分 一時期 技術 進歩
日本 最近 65 大型 LCD
発売 韓国 台湾 LCD 追随
形 LCD 大型化 一段 拍車

大型化 伴 基幹部品 基
板 大型化 工場 規模 建物 高 装置質量
拡大傾向 清浄空間 維持

FFU 高風速化 過去
高

　本稿 過去 LCD工場向 技術
最新鋭 顧客

対応 紹介

　LCD工場向けクリーンルーム設備のトレンド

　図 1 富士電機 納入 LCD工場向
設備 図 2 TFT Thin Film Transistor
型 LCD 基板 変遷 示
　富士電機 LCD工場向 設備 歴史
LCD 基板 変遷 日本 CRT 替
表示装置 LCD 本格的 生産 出

1991 年

　図 1 某 LCD 納入実績 基

2.1　第1世代

　LCD工場向 当初第 1世代 呼
320mm× 400mm 基板 生産 際

初 生産 構築 半導体向
仕様 踏襲 形 清浄度 対象粒径 温度 湿度 騒
音 決定 装置 新規開発 中
生産 試行 繰 返 設備 決定

構成 生産装置 上部 必要 清浄度
達成 供給 装置組
込 型 配置 現在
1 2m級 基板 一般的 半導体 比較
第 1世代 基板 大型 製品

設備 鋼板製 構造体 任意 FFU 配
置 供給 吹出 風速
大 清浄空間 平面面積 対 FFU 占有率 比
較的高

2.2　第2世代

　LCD 用途 過程 第 2
世代 呼 360mm× 465mm 基板 1993
年 登場
　第 1 世代 設備 比較 LCD 生
産 顧客 高 中 過剰 思

仕様 徹底的 排除
FFU 占有率 第 1世代用 比 約 30％減
補 形 吹出 部 拡散用

板 設 準層流 呼
設備 開発

　 設備 中 最 高価 FFU 占
有率 少 設備 図
LCD 歩留 同 仮定 場合 1枚 基板

取 枚数 多 顧客
図
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2.3　第3～4世代

　第 3世代 呼 550mm× 650mm
基板 1995 年 第 4 世代 呼 680mm×
880mm 基板 2000 年 登場
　 吹出 風速 FFU 占有率 拡大
一途 韓国 台湾製 LCD STN
Super Twisted Nematic 安価 LCD 市場
台頭 中 設備 標準化推進

臭気対策部 LCD搬送 保管部 作業者
介在 部

天井 呼 引抜 材 構築
上 FFU 埋

配置 設備 生産規模 拡大 対応 設
備構成 図 3 示

　 最新鋭 LCD工場向けクリーンルームの課題と
対応

　大画面 需要 牽引 急速
基板 大型化 進 2003 年 第 6 世代

登場 世代以降 大画面化 伴 諸課題 対
応 述

3.1　大規模化に伴う課題

　生産 基板 搬送 保管部 要求 典
型的 環境 以下

AC-FFU

装置

メンテ
ナンス部

FFUFFUFFU

AC-FFU

装置

AC-FFU AC-FFU

DC-FFU DC-FFU

FFU FFU FFU FFU FFU FFU

FFU FFU FFU
FFU FFU FFU

装置 装置
装置

装置

施工年 1991年

第1世代

320×400
（mm）

1993年

第2世代

360×465
（mm）

1995年

第3世代

550×650
（mm）

2000年

第4世代

680×880
（mm）

2003年

第6世代

1,500×1,800
（mm）

2006年予定

第8世代

2,160×2,400
（mm）

世　代

サイズ

システム
構成

FF
U
平
均
風
速
（
m
/s
）

クリーンベンチ
（鋼板製）

AC-FFU：インダクション
モータによるFFU

DC-FFU：DCブラシレス
モータによるFFU

インバータ

クリーンベンチ
（鋼板製）

ドライ
コイル

インバータ インバータ インバータシステム天井
（アルミ製）

AGV通路間仕切り

クリーンベンチ
（鋼板製）

クリーンベンチ
（鋼板製）

システム天井（アルミ製） システム天井（アルミ製）

0.2

0

0.4

0.6

図1　LCD工場向けクリーンルーム設備のトレンド

2,160×2,400（mm） 2006年予定第8世代

1,870×2,200（mm） 2005年第7世代

1,500×1,800（mm） 2003年第6世代

1,100×1,250（mm） 2002年第5世代

680×880（mm） 2000年第4世代

550×650（mm） 1995年第3世代

360×465（mm） 1993年

1991年登場

320×400（mm）

第2世代

第1世代

図2　TFT型 LCDのガラス基板サイズの変遷

パンチング板

フリー
アクセス床

生産装置部 生産装置部通路部

搬送車生産装置部 生産装置部

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
部

冷水コイル ファンユニット

図3　準層流クリーンベンチ設備
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清浄度 ISO 2 4
温度 23＋－ 2℃
湿度 45＋－ 10％ RH
騒音 65 dB A 以下
振動 2 m 嫌振架台 床

　清浄度 面 基板 大型化 伴 搬送時
発 巻上 従来 比 増加 懸念

搬送装置 移動 大空間 効果的 清浄度確保
行 無論 工場 大規模化 今

課題 対応 求
　 次 課題
（1）　生産装置 荷重増大
（2）　生産装置 大型化 伴 建物高 増大
（3）　生産装置 空調設備 搬入制約
（4）　建設総投資額 増加
　 生産 短縮 生産装置 価格上昇

3.2　課題への対応

（1）　生産装置 荷重増大
　生産装置 質量 1工程 約 180 t 装置
装置 製作工場 LCD生産工場 輸送
考慮 装置 分割 質量 20
30 t 高清浄空間 維持

床構造 一般的 床
丸穴 長穴 施 堆積
防止 床 層流 保 方

式 替 耐荷重向上 床 方式 採用
床 場合 床 開口率 変
富士電機 任意 位置 強制的

吸 込 排気 開発 生産装置 稼動
状態 0.1 m以上 ISO 2 顧客要求仕様

（2）　生産装置 大型化 伴 建物高 増大
　 基板 搬送 保管 工程以外 作業者

部 内 階高 7 8.5m
以下 課題

高清浄空間 維持 換気回数 低下
高所 作業中 安全確保
照明灯 交換

　 対 富士電機 世界最速 吹出 風速
0.8m/s 通常 0.4m/s FFU 開発 採用

FFU 台数 増 安価
提供 装置 作業中

今 高所作業 安全帯 施
天井面 清浄空間 一部

天井 利用
付 作業者 親綱 通 安全帯

引 安全 確保 安心 作業
可能 照明灯 交換 日
常作業 高所作業車 重機 必要 安全

移動 後 天井裏 照明器具
取 外 安全 交換 照明付天井
開発 建物 高 起因 諸問題

（3）　生産装置 空調設備 搬入制約
　大型 LCD工場建設現場 建築工事 土木工事
空調設備工事 輻輳
設備工事 進 工事現場 組 立 部

品 部材 搬入 要求

　富士電機 大型 10 t 荷台 2 分
割 巨大 機材 積載 100 t

揚重 行 搬入 合理化 図
　工事建屋内 機材搬入 方法 制約 受

装置 質量 寸法 応 床荷
重 天井高 決定
（4）　建設総投資額 増加
　 基板 拡大 伴 生産装置 建築付帯設備

増大 顧客 設備
要求 対

高 FFU 20% 当社従来
比 大型化 台数削減 大型化 FFU 外形 図

4 示
使用 気流解析

最適化
安価 新型表面処理鋼板 内装材 採用
清浄度 確保 要求 応

見 富士電機 工場内 実際
構築 設備

　実際 運用 限 近 構成

設備内 配置
自 発生 露出

基板 取 扱 稼動状態 発
巻上 状態 清浄度検証 必要 設備
事前検証 繰 返 顧客要求仕様 清浄度 
0.1 m以上 ISO 2 支障 範囲 FFU 占 
有率 低減 設備 構築 可能

（62）

ワンタッチジョイント
ケーブル

送風機保守方向

フィルタ

吸込保護
送風機

ファン回転方向

7
5
0

2
2
0 6
5

3
0

1800

図4　大型化 FFUの外形
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　クリーンルーム用統合監視制御システム

4.1　クリーンルーム内環境監視制御の動向

　 搬送 空調 電気 特殊 薬
液 生産設備 監視 制御 導入

中 内環境 監視 制御
清浄度監視 FFU監視制御 空調監視

制御 分 清浄度監視 FFU監視制御
市場 費用 高 採用
少 内 環境

監視制御 工場 空調分野 温度 湿
度 気圧 限定 交流
AC-FFU 組合 低 通信機能付 DC

FFU 開発
FFU監視制御 清浄度監視 採用 容易

FFU監視制御 従来
比較 機能 細分化
FFU個々 運転状態 知
空間 要求 応 FFU 回転数 任意 設定 運転

約 15％ 省 当社比 可能

（63）

中央監視用パソコン

UPS

統合監視制御用
パソコン

センサ

センサ

プリンタ

FFU監視制御
ネットワーク

パーティクルセンサ
ネットワーク

図5　統合監視制御システムの全体構成

RS-485
4ポート シリアル増設ボード

（パソコン本体内蔵） Ethernet

CAN4系統
（1系統64台）
LC/I1台につき
FFU最大254台

1回線に最大31台

1回線に最大20台

＊1　Ethernet：米国Xerox Corp. の登録商標
＊2　CAN：ISO11898で定められた国際標準のプロトコル

PLC

パーティクル
センサ

FFU ：DC-FFU
LC/I ：LAN/CAN Interface

CAN ：Controller Area Network

統合監視制御用パソコン

UPS

LC/I CAN

温調計

FFU FFU

LC/I

FFU FFU

LC/I
最大254台

漏水DI
火報DI
温調計弁開度
（MV）
出力AO

温調計 温調計

パーティクル
センサ

パーティクル
センサ

＊2

＊1

図6　統合監視制御システムのローカル機器構成

図7　統合監視制御システムの画面イメージ

表1　統合監視制御システムの機能構成一覧

機能分類 機能名称 機能概要

LC/I，FFUの接続・故障・動作台数および接
続状態を表示
温調計からの温度を表示
パーティクルカウンタからの清浄度を表示

フロア/エリア/グループをグラフィック形式に
て表示
運転，停止，故障，速度，保守を色替え表示
FFUの回転数・温度を表示

FFUリスト表示画面から，FFUを「個別」
「複数一括指定」「グループ一括」「エリア
一括」「フロア一括」「全体一括」で，回転数
を指定して発停操作

温調計のリモート設定

温調計の弁開度出力をPLC経由でAO出力

最大1万件表示，最大3年分保存（発生中警報
からグラフィック画面遷移）

機器を操作したユーザー名とともに，操作履歴
を最大3,000件保存・表示

警報の発生にて，アラーム音鳴動（故障ランク
ごとに鳴動パターン設定）。出力デバイスは
「内蔵ブザー」「サウンドカード」のいずれか

「管理者」「オペレーター」「ユーザー」の各
種権限を持ったユーザーの登録または削除と，
パスワード（半角8文字以内）の設定または
変更

システム系統
　　監視画面

FFUグラ
フィック表示

発停操作

温調計操作

温調計
　弁開度出力

警報履歴

操作履歴

警報音

ユーザー
　パスワード
　設定または
　　　　変更

清浄度，温
度，回転数の
　　トレンド
　　　グラフ

漏水アラーム

フロア，エリ
ア，グループ
　　　の設定

警報通知
　　　ロック

画面ハード
　コピー印字

火災連動制御

UPS
　　連動制御

監視表示

制　　御

アラーム
履歴表示

設　　定

トレンド
　グラフ

そ の 他

連動制御

「温調計SV値，PV値，弁開度値」「清浄度」
のトレンドグラフ表示〔中速（5分）：1,000
点，低速（10分）：2,000点〕

漏水検知にて警報発生

CADで作成した図面を背景にして，フロア，
エリア，グループをグラフィカルに設定
各デバイス（FFU，温調計，パーティクルカウ
ンタ）の設定位置の変更，削除，追加
FFU回転数の警報しきい値の設定と保存
清浄度の警報しきい値設定と保存
温度の警報しきい値設定と保存

「統合監視制御用パソコン」から「中央監視用
パソコン」への，警報通知の一時ロック・解除

画面のハードコピーを印字

火災報知器からの信号にて「火報連動設定され
たFFU」を自動停止

UPSからの停電信号に連動してパソコンを安
全にシャットダウン



富士時報　 最新鋭液晶パネル工場向けクリーンルームシステム

特
集
2

清浄度監視 製品歩留 直結
常時監視 製品歩留

関連性 把握 可能 顧客
品質管理 清浄度 管理 従来
係員 測定器 使 計測 担 役目 果

4.2　富士電機の統合監視制御システムの特徴

　富士電機 用統合監視 構成
図 5 図 6 画面 図 7 機能一覧 表１

示
　 大 特徴 下記 2点
（1）　従来 別々 FFU監視制御機能 清浄度監視
機能 空調監視制御機能 集約 統合監視
提供 運用管理 向上 機器 配線費用
低減 可能

（2）　 装置 変更 非常 多
従来 変更 伴 変更 要

操作 簡単 機器 追加 削除 可能
監視画面上 配置図 配

置 CAD Computer Aided Design 図面 用
作成 変更作業 大幅 低減

4.3　監視制御システムによる省エネルギー対策

　 一般 工場 比 多大

消費 大幅 削減
清浄度 温度 監視 FFU

回転数 冷水量 制御
開発 取 組
　今後 省 化 構築
顧客 期待 応 目指

　あとがき

　2003 年 LCD 用 急速 拡大
用途 LCD 単 文字 画素 表示

比 不良 許 技術的
難 大規模 LCD工場向

大幅 低減 求
中 富士電機 基板 付着

防止 主 技術開発 長年
進 構築 企画段階 参画 顧客 合

設計 製作 施工 保守
管理 一貫 担当 富士電機
技術 製品歩留 直結 生産条件
重要 進化 目指 技術開
発 進 LCD 含 電子産業 発展 寄与

参考文献

（1） 　峰岸裕一郎 製薬関連 富士

時報 vol.70, no.8, 1997, p.412-417.

（ 64）
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海外の大型液晶パネル工場向けクリーンルームシステム

峰岸 裕一郎 藤瀬　成己 川又　修三

峰岸 裕一郎

業務 従事 現在 富
士電機 株式会社産業
交通 本部
統括部技術第二部長

藤瀬　成己

用機器 開発

業務 従事 現在
富士電機 株式会社産
業 交通 本部

統括部技術第二部

川又　修三

業務 従事 現在 富
士電機 株式会社産業
交通 本部
統括部技術第二部

　まえがき

　 広 普
及 液晶 LCD 2 枚 基
板 液晶 挟 構造 液晶 電圧 分子配列
変化 光 透過 遮 映像 表示

単位 製品 歩留
影響 清浄空間 温度

湿度 一定条件 制御管理 生
産
　近年 世界中 放送 普及 進 薄
型 生産増加 画面 大型化 活発化

LCD業界 製造 低減
基板 大 切 出 枚数 増

増産 大画面対応 図
　 基板 大型化 伴 製造装置 付随
各設備 大型化 必然的 大空間
必要 現在 国内外 大型 建

設 盛 進
　富士電機 台湾 2000 年以降第 3.5 世代 第 5.5 世
代 第 6世代 基板 LCD工場向

建設 手
　本稿 第 6世代 最新 LCD工場建設 取組

紹介

　エンジニアリングの取組み

2.1　工場建設における役割と施工概要

　工場建設 際 建設全般 調整
SM 共通仮設 施工業者間 調整

役割 工事開始時点 担
LCD 生産工程 工程 CF
工程 工程 工程 構成 ＆
CF棟 担当 工場 概要 次
建屋 300m× 200m 4 階 地下 1階 地上 3階
清浄度 ISO 2 5

温度 湿度 23＋－ 2℃ 45＋－ 10％ RH
施工範囲 天井工事 内装工事 電気工事 自
動制御工事 機器搬入据付 工事 消防工事 共通仮
設工事

2.2　コンサルティング

2.2.1　工場全体のコンセプトデザイン

　富士電機 工場敷地計
画 生産 必要 特殊
含 工場全体 提供 世界
最大規模 LCD工場 高生産性 無人
化 短工期 低 生産 早期立上
2.2.2　建築のコンサルティング

　工場建設 立地条件 検討
合 建屋 階層 構造 検討

建築設計 下記 注力
生産装置 最適化

設備 補機 配管
輻輳 作業 回避

耐荷重 微振動対策
　 以下 述
（1）　 最適化 採用
　生産装置 配置検討 生産装置 大型

建築柱 生産装置 干渉 場合 多 発生
建築柱 少 要求
従来 建築構造 建築柱 少 建築 大

建築 増大 柱 生
産装置 自由度 大 図 1 示
方式 採用
　 方式 部分 高 大

全体 鉄骨 使用量 低減
部分 次項 以

下 有効利用
（2）　 設備 輻輳対策

採用
　従来 生産装置 付属 補機
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配管 生産装置 同 配置
多 生産装置 制約 配置

設計 複雑 性 悪 施
工面 配管 工事 天井工事

FFU 取付 作業 輻
輳 施工取合 発生
問題 解決 下層階 配管

補機 設置 図 2 示
設

（3）　 耐荷重 微振動対策
床 丸 穴 状

採用
　従来 床 敷 振
動 嫌 生産装置 独立基礎
　大型生産装置 耐荷重対策 微振動対策 優 構造
検討 結果 図 1 示 採用

穴 個数
気流制御 考慮 決定

2.3　クリーンルームシステムの開発

2.3.1　大型バッファとクリーンルームの一体化

　従来 RGV Rail Guided Vehicle AGV Auto Guided  
Vehicle 生産装置 受渡 行  

間 気流制御 調整
多大 時間 要 基板 大型化

基板 面積
広
　 内 生産装置間
基板受渡 機能 有
下記 効果 得

一体化
減少

基板受渡 一体化 搬送時間 短縮
2.3.2　クリーンルームの気流制御

　 構築 清浄度 気流
制御 重要度 増 内容 以下 述
（1）　 以下

防止
　製品 基板 通過 0.1 m ISO

2 高清浄度 必要 生産装置
ISO 4 5 比較的低 清浄度

清浄度 異 生産装置 間
部分 製品受渡 用 開口 境界

発生 室圧制御 気流制御 必
要 製品受渡 用 開口 比較的大
圧力 検知 困難 人間 視覚
気流方向 確認 気流調整 行
風向風速 新 開発 気流方向 常時監視

構築 気流 制御 FFU
回転数 変 風速調整 可能

（2）　搬送装置稼動時 拡散防止
　 搬送装置 駆動部
存在 駆動部 発 稼動 伴 巻上

発生 避 発生
製品 基板 付着 気流調

整 求 従来 基板 大型化
搬送装置稼動時 影響 大
三次元気流 用
気流 方 絞 込 実機 稼動 場合

清浄度 確認 駆動部 巻上
基板 付着 確認 以下

取組 述
三次元気流 活用

　三次元気流 搬送 稼動状
態 気流巻上 気流 圧力分布

表示 挙動 動画
見 気流調整用抵抗板 位置 形状 開口
率 自由 変更 最適 気流形成 生
出 算出
実機 気流検証

　次 実機 気流検証 算出
用 構築 気流

生産装置 クリーンルーム

チーズスラブ

メガトラス

図1　建築断面図（メガトラスとチーズスラブ）

生産装置

バッファ

配管・ダクトサブファブメガトラス

メガトラス

補機

図2　クリーンルーム断面図
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解析 図 3 示 気流可視化装置 用
行 気流可視化装置 純水 発生

挙動 高速度 撮影 時間
気流 画面 表示

清浄度 確認 用 行
結果 三次元気流 実機検証 結果
一致 三次元気流 妥当性 確

認 最適 決定
2.3.3　ケミカルガス対策

　液晶工程 処理工程上 薬品 使用
処理工程 発生 他 処理工

程 影響 及 場合 対策 気流制御
方法 吸

収 方法 併用 外気取入 口 循環系
設置 循環系 設置 FFU搭載
従来 単板方式 構造方式

寿命 3年 長寿
命 当社従来比約 1.5 倍
2.3.4　エンジニアリング支援ツールの活用

（1）　三次元 以下 三次元 CG
設計支援

　 内 動線 基本
内装仕上 検討 場合 図面
伝 三次元CG 利用

完成予想状態 化 三次元CG
作図例 図 4 示

（2）　三次元CAD 設計支援

　 設備 生産装置 配管  
複雑 輻輳

確保
SM 重要 二次元CAD Computer 
Aided Design 替 三次元 CAD 活用 作図時間
確認作業時間 短縮 低減 図

　三次元CAD 作図例 図 5 示

2.4　クリーンルーム機器の特長

　 構築 富士電機
機器 数多 採用 性能確保 大 貢献
　納入 代表例 以下 紹介
（1）　FFU
　気流制御 必要 高清浄度 回転数
可変 容易 可能 DC-FFU 採用

大規模化 伴 DC-FFU 運転方式 個別運
転方式 複数台運転方式 1台 基板
複数台 FFU 制御 製品 新 開発

個別運転 FFU方式 比較 約 20％
削減 当社従来比 複数台運転方式
FFU 主 特長 以下 示
　① 　1 台 最大 4 台 FFU 接続可能

故障 発生 場合 対象 FFU 停止

気流可視化装置の構成

水蒸気ミスト発生器

計算ソフト
ウェア

パソコン

CCDカメラ

計測領域

光源

気流のベクトル解析例

図3　気流可視化装置

図4　三次元CGによる作図例

図5　三次元CADの作図例

（67）
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他 正常運転 継続
　②　FFU 1 台 故障表示
　③ 　FFU一次側 電源 通信 配線本数 低減

（2）　環境
　従来 清浄度 常時監視

基板 付着 問題 発生 場合
問題 原因 場所 特定 困難 時間

要
　 対策 温度 湿度

監視 新規開発 環境
内 必要箇所 複数台設置 測定
監視 取 込 監視

異常 発生 分
問題発生 原因究明 対策 迅速 対応

（3）　FFU 各種 統合監視
　監視 管理

用 管理 自動搬送用
二 構成 用 自
動搬送用 主制御室 副制御室 監
視 仕組 上位 光
Ethernet

注

使用 構成 安全性
高 自動搬送用 FFU 監視制御

DCC Dry Cooling Coil 含 温湿度 風向風速
漏水 各 監視制御 行 統合管

理
（4）　
　 可変速機器 多用化 高調波対
策 必要 電力会社 規制
THD Total Harmonic Distortion 12％以下 抑
必要 DC-FFU 制御基板 高調波

付加 電源
設置 高調波対策 図

　あとがき

　LCD 今後 大幅 需要増大 見込
中 価格競争 激化 大型化 製品 早期投入 求

設備投資 安価 海外
特 市場規模 大 中国 生産拠点 移行 予想

　 対応 提供
海外展開 機器 技

術開発 積極的 展開 所存

参考文献

（1） 　 特集 富士時報 vol.70, no.8, 

1997, p.400-437.

（ 68）
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医薬品製造ライン用クリーンシステム

松埜 周一郎 矢嶋　良一

松埜 周一郎

用機器
業務 従事

現在 富士電機 株式会
社産業 交通 本部

統括部技術第一部

矢嶋　良一

用機器
業務 従事

現在 富士電機 株式会
社産業 交通 本部

統括部技術第一部

　まえがき

　近年 医薬品業界 取 巻 環境 医薬品会社
M&A Marger and Acquisition 2005 年 4 月 薬事法
改正 医薬品 承認 許可 製造 大 変化

　医薬品 製造環境 一般工業
用 異 医薬品 品質 確保
交差汚染 異物 微生物等混入 作業者 対 保護
考慮 気流方向 室圧 検討 清浄度 無菌性

温湿度条件 含 適切 製造環境 設定 必要
医療技術 進歩 新薬 開発 難病 治療 腫瘍

早期発見 治癒率 飛躍的 向上
新薬製造 製造環境 要求 製造

化 進
　本稿 医薬品業界向 機器 中
特色 超高温乾燥 放射性医薬品自動充
填 装置 紹介

　超高温乾燥クリーンベンチ

　超高温乾燥 HT-CB 製注
射容器 以下 製造設備 製造
使用 清浄度 ISO 4 構成

2.1　装置の概要

　 製造工程 洗浄済 内部 滑剤
焼 付 各種検査工程 経 梱包

至 設備 内 作業
工程 清浄 状態 焼付 乾熱 滅菌
高温 約 280℃ 環境 必要

HT-CB 詳細 表１ 示

2.2　HT-CBの特徴
　HT-CB 加熱 冷却

三 構成 構成
図 1 示 塗布

搬送 内 上
加熱 冷却 順 搬送

焼付 乾熱滅菌処理 行 HT-CB
検査工程 搬出
　 加熱 境 高風速
吹 出 加熱 外部
熱風 吹 出 防止

No.2
循環
ファン

No.1
循環
ファン

ダクト ダクト

No.2
冷却給気
ファン

FVD

No.1
冷却給気
ファンVD

VD

プレフィルタ

〈エアカーテン
ゾーン〉 〈加熱ゾーン〉 〈冷却ゾーン〉

コンベヤ

冷却
排気
ファン

No.2
ヒータ

No.1
ヒータ

給気 排気

VD

耐熱
HEPA
フィルタ

耐熱
HEPA
フィルタ

耐熱
HEPA
フィルタ

給気ファン

防火ダンパ
FVD

防火
ダンパ
FVD

防火
ダンパ
FVD

駆動
スプロ
ケット

シリンジ搬送

駆動
スプロ
ケット

コンベヤはく離ローラ
コンベヤ押えローラ

図1　超高温乾燥クリーンベンチの機器構成

表1　超高温乾燥クリーンベンチの仕様

項　目 仕　様

CB-06-23-Z

三相200V　50Hz　約92kVA

W1,919×L5,220×H2,200（mm）

W1,835×L2,850×H1,300（mm）

ISOクラス4（0.3   m以上）

280±15℃

40分以内（ヒータ電源投入後）

型　　式

電　　源

外形寸法

炉体寸法

清 浄 度

使用温度

昇温時間
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　毎朝 生産開始 時間短縮
280 ℃ 昇温時間 40 分以内 要求

加熱 温度調節計 設
置 加熱工程 温度調節計 測定温度
210℃ 100％出力 昇温 続
210 ℃以上 昇温後 温度調節計 加熱
熱風 280℃ 出力 PID Proportional, 
Integral, Derivative 制御 2段階制御 採用

電源投入 280℃ 昇温時間 40 分以
内 可能 図 2 昇温温度 測定結果 表

電源投入後約 40 分 約 280℃ 熱風
安定的 吹 出 熱風 温度
＋－ 15℃以内 入 分 熱風 特

殊 耐熱 HEPA High Efficiency Particulate Air
通 除 塗

布 焼付 乾熱滅菌処理 行
　冷却 冷却給気 加熱 熱

40℃程度 冷却
　HT-CB 熱風 吹 出 特殊 装置 構
造 安全性 以下 特色

2.3　構造上の課題

　① 　 運転 1日 間 約 255 deg 温度
変化 構造体 発生 熱伸縮

　②　超高温 耐 機器 選定
　③　HT-CB外部表面温度 低減 安全性
　 課題 対 以下 工夫 対策 行
（1）　熱伸縮 対策
　①　 筐体 熱伸縮
　 　HT-CB 内 温度 昼間 8時間 稼動時 約
280℃ 昇温 夜間 翌朝 非稼動時
常温 約 25℃ 戻 1日 間 約 255 deg
温度変化 生 温度変化 影響 熱伸縮
逃 加熱 内部 部 薄板
円弧状 熱伸縮 吸収 構造

　②　搬送 熱伸縮対策
　 　 搬送 両側 取 付

駆動 鎖歯車 駆動
熱伸縮 幅 伸 搬送方向

緩 発生 幅方向 伸
回転 駆動 外

離 設置 緩
対 押 設置 緩 取

運転 実現
（2）　耐熱機器 選定 使用
　HT-CB 約 280℃ 高温状態 使用 標準的

HEPA 焼損
高温使用状態 対応 耐熱 特殊 耐熱

HEPA 選定 使用
　①　耐熱
　 　羽根 鋼製 軸受 耐熱

使用 特殊 耐熱仕様 採用
　②　耐熱HEPA
　 　 鋼製 材
鋼製 金網 挟持 耐熱性特殊 綿 構成

　　耐熱温度 500℃
　　捕集効率 99.97％ 0.3 m
（3）　HT-CB外部表面温度 低減 安全性 確保
　① 　HT-CB 外部表面温度 低減 作業者

防止
　 　筐体 基本構造 構造 内壁 外壁
付 二重構造 間 断熱材 挟 込 熱伝導
抑 構造 外壁 外側 断熱材
化粧 一段設 全体 3層 断熱構造

工夫 本体 熱伝導
極力抑 化粧 筐体 取付 点接触

固定 表面温度 40℃程度
抑 作業者 安全 確保

　②　建屋 火災防止
　 　停電時 冷却給気
停止 内 熱風 給気
伝 建屋側 逆流 熱風 冷却 排気

外部 排出 火災防止
焼損防止 給排気系統 防火

取 付

2.4　今後の取組み

　HT-CB 280℃ 高温 扱 技術 確立 今
後 技術 基 滅菌 乾燥 炉
用途拡大 図

　放射性医薬品自動充填装置

　最先端医療分野 放射性医薬品 使用 増加
放射性医薬品 製造 取扱 安全面

人体 放射線被 防止 最優先課題
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図2　超高温乾燥クリーンベンチの昇温特性
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3.1　装置の概要

　富士電機 放射性医薬品 以下 薬液
自動充填 装置 20 台以上納入

装置 自動充填装置 放射線 遮 鉛
以下 Pb-CB 構成

3.2　装置の特徴

　薬液 充填方式 使 捨 注射器 使用 分注機
高精度 注入 上部 栓 自動的 移載後
真空 利用 独自 打栓方式 特徴
　薬液中 気泡 残存 解消 有力 手段 真空
中 行 装置 開発
　 薬液充填 栓 押 込 密
封 工程 真空槽 行 真空槽内 真空引

薬液 内 空気
排除 次 栓 口元 挿入

真空 大気圧 戻 栓 大気
圧 真空 圧力差 薬液 液面 押 込 薬液
中 気泡 実質的 皆無
　 前記 工程 無菌状態 保 清浄
度 GMP Good Manufacturing Practices
A 必要

3.3　Pb-CBの機能
　内部 0.3 mDOP 酸 99.97％
以上 捕集効率 有 HEPA 通過

清浄度 確保  
　 内部 医薬品 発生 放射線 作業者
被 防 上下面 両側面 周

囲 鉛板 取 付 遮 鉛板 厚
使用 医薬品 放射線 強 20 60mm 採
用 作業者 前面 厚 安
全 図 放射性医薬品 微粒子

外 出 排気 備
　 内 温度 高 薬液 沸騰
温度 低 凍 危険 内部 21＋－ 3℃ 自
動温度制御

3.4　Pb-CBの特徴
（1）　内部 陰圧制御
　通常 内部 加圧 陽圧 外
部 進入 抑
内部 放射性物質 陰圧

陰圧 保 清浄度 確保 内
部 循環量 排気 量 風量制御

（2）　 開口部 侵入防止
　 自動充填装置 点検扉 製品出 入
用開口部 侵入 防止 開口部
下部 設 外部 強制的

作業 下部 送 込 気流制御 行 図 3
Pb-CB 断面 示

（3）　鉛板遮 加工技術
　鉛 重 軟 性質 持 機械加工 組
立 輸送 取扱 難 面
　Pb-CB 概略外形寸法W4.8m × D2m 例 総質
量 約 8 t 及 遮 体 数十mm厚 鉛
約 4 t 例 鉛板 取 付 点検扉 数十 kg
重 構造体 周囲 壁面 天井面

鉛板 鋼板 挟込 構造 質量 耐 組立 容易
構造 鉛板 接合部 放射線 漏 遮 構造
工夫 点検扉 開閉時 質量 耐 構造

運送 分割 組立手順 特殊技術 必要

3.5　今後の取組み

　 対応自動充填装置 紹介 以外
放射性医薬品 扱 製造装置 拡大 搬送
一体化 装置 今後 注力 取 組

　あとがき

　医薬品 今後 取組 内
清浄度 温度 湿度 測定 環境 各 間
風向 風速 常時監視 監視 構築

向上 寄与 考

（71）

HEPAフィルタ

排気ダクト

排気
ファン

排気チャコール
フィルタ

鉛

循環ファン

鉛

鉛ガラス

開口部

作業テーブル

スリット
ファン

エアスリット

図3　鉛遮へいクリーンベンチの断面イメージ
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クリーンルーム用機器の新製品

日下　　豊 岩田　英之 岡垣　良隆

日下　　豊

用機器
業務 従事

現在 富士電機 株式会
社産業 交通 本部

統括部技術第一部

岩田　英之

用機器 開発

業務 従事 現在
富士電機 株式会社産
業 交通 本部

統括部技術第二部

岡垣　良隆

機器 設計 開発
従事 現在 鳥取電機製造株式
会社技術部 課長

　まえがき

　 半導体 液晶表示 LCD
電子部品 精密機器 工業分野 医薬品 食品

分野 幅広 利用
　 高清浄度化 伴 消費
増大 省 取組 強化

歩留 向上 作業効率向上 向 工夫
現場 導入 半導体 LCD工程 高集積化

高精密化 伴 分子状汚染対策 歩留 向上 重要

　富士電機 FFU

幅広 用機器 取

　本稿 最近 用機器 新製品 中
分子状汚染対策機器 手袋装着装置 高風速

紹介

　分子状汚染対策機器

　半導体 LCD製造工程 加工密度 微細化
粒子状物質 物理的 汚染

有機物 類 金属元素 分子状汚染物質
AMC Airborne Molecular Contaminations 問題視

本章 AMC対策 紹
介

2.1　AMC対策

　基本的 汚染対策 同 ①侵
入防止 ②発生防止 ③除去 ④拡散防止 原則
具体的 施策 実施 総合的 技術 必要

図 1 富士電機 提供 AMC対策 示
特 重要 技術 低濃度 AMC濃度測定

富士電機 社内 分析機器 有 現地
分析 顧客 含 報告 一貫体

制 整 提供

2.2　エアウォッシャによる侵入防止

　 外気中 含 水溶性 AMC
NH3 硫黄酸化物 SO 窒素酸化

物 NO 純水中 溶 込 除去
一般的 外調機 設置 発

生 物質 除去 循環系 空調 設置
例

　従来 純水 霧状 噴霧 主流
富士電機 除去性能 高 省 両立
繊維質 材 用
展開 吸水性 高 繊維質

斜行 上部 純水 滴下 表面
水 膜 形成 導入空気 接触 空
気中 含 汚染物質 除去 図 2

構造 外調機 設置概要 示

2.3　クリーンルーム構成材料の評価（発生防止）

　 構成材料 塗料 床材 材
基板

吸着 DOP 酸
発生 低濃度 表

面 選択的 吸着 少 構成
材料 評価 選定 重要 近年

用 低 構成材料 数多 開発

　富士電機 1997 年 自社 建設
時期 構成材料 評価 行 常
新 材料 測定 評価結果 材料

構築 活用 特 当社施
工 FFU方式 材 使
用 施工 基本 発
生 抑制 一役買
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2.4　ケミカルフィルタによる除去

（1）　 構造 除去原理
　 外気 侵入
中 発生 AMC 除去 使用 粒状 状

状 構造 除去原理 物理吸着
化学吸着 交換反応 利用 特
長 除去 成分 設置 場所 使 分

富士電機 形状 FRN
商品化開発 展開 構造 除去原理 図 3

示 AMC 状 穴 通過 際 働 物理
吸着作用 表面 吸着剤 交換基
化学吸着作用 併用 除去

（2）　 設置場所
　 設置場所 外調機

天井 装置

近年 工程 装置 汚染 解明
外調機 天井 設置 方式 装置 装

置周辺 搭載 設
置 局所的 対策 増 図 4 富士
電機 施工 設置例 示
（3）　 搭載用FFU
　 AMC 含 空気 通気 除
去 FFU 組 合 使用 多
富士電機 FFU 強 生 顧客

搭載用 FFU 開発
図 5 示 上部 内部 下
部 設置 3 交換頻
度 高 交換 容易 FFU上部 設置 場合
多

　図 6 最近開発 8枚搭載型 FFU
FFU 1 台 対 8 枚 設

置 FFU 1 台 除去効率 高 長寿命

調査 外気・既存クリーンルームのAMC濃度測定
内部発生量の推定

計画
クリーンルーム構成材料の選定
エアウォッシャ（外気処理，循環系）
　設置の検討
ケミカルフィルタ設置の検討

設計
空調システムの検討
局所対策の検討
濃度・気流シミュレーション

施行

評価

FFUシールレス施工
施工管理

AMC濃度測定

管理・保守
定期測定
連続モニタリング
ケミカルフィルタ交換時期の提案

分
子
状
汚
染
対
策

図1　分子状汚染対策

構造

設置概要

外気

給水ノズル

斜行ハニカム
（繊維質セラミック）

清浄空気

循環ポンプ
ドレインパン

純水タンク

プレフィルタ

中性能フィルタ

冷却コイル

ハニカムウォッシャ ブロワ

ヒータコイル HEPAフィルタ

図2　ハニカムウォッシャの構造と設置概要

ケミカルフィルタ 活性炭層 AMC
機能材層

AMC

AMC

（ハニカム内部図解）

吸着方向のベクトル

流速方向のベクトル

物質移動の
ベクトル

（ケミカル物質に働く移動エネルギー）

図3　ケミカルフィルタの構造と除去原理

天井

装置上

装置

クリーン
ブース

クリーンルーム

外調機

循環経路
（リターンダクト）

ケミカルフィルタ
FFU

図4　ケミカルフィルタの設置場所の例

ケミカルフィルタの取替え方向 羽 モータ

風向き

（a）FFU上部設置 （b）FFU内部設置 （c）FFU下部設置

ケミカルフィルタ パーティクル除去用フィルタ（HEPA，ULPA）

図5　ケミカルフィルタ搭載用 FFU



富士時報　 クリーンルーム用機器の新製品

特
集
2

優 天井
装置 設置 可

能 応用 期待
　今後 顧客 要求 応 FFU
組 合 提供
所存

2.5　今後の取組み

　近年 AMC 常時監視 求 簡便 高感
度 常時監視 開発 急務 AMC

開発 取 組  

　手袋装着装置「F-Glove」

　無菌対応 品質向上 歩留 向上 汚染防止 衛
生管理 感染防止 向 入室前 手洗
手袋装着 重要
　手袋 中 製手袋
装着 手間取 交代時間 渋滞 生 特
無菌手袋 場合 煩雑 無菌操作手順 従 装着

改善策 望 声 強
　本章 富士電機 製品化 製手袋 装着
効率化 無菌手袋 装着 容易 行 手袋
装着装置 述

3.1　概　要

　原理 手袋内部 吹 込 膨
装着

　 部 手袋 踏 押 金具
動作 手袋 固定 手袋 手 入

光電 働 開始 手袋 膨
装着 容易 行 装着後 操作

停止 押 金具 引 込 取 外

手袋装着完了 製品仕様 表１ 示

3.2　特　長

（1）　作業効率 向上
　 機能 手袋装着

行 従来 平均 13 秒 6 秒 当社実測 装
着時間 大幅 短縮可能 作業効率
（2）　 拡散 防止
　 行 送風機 高効率DC

採用 高風速 確保 化 省
低騒音 実現 HEPA High 

Efficiency Particulate Air 内蔵
吹出 清浄度 ISO 5 可能

拡散 防止

（3）　設置 容易
　高風量送風機 採用 圧縮 用配管 不要

電源 単相 100V 前室 更衣室
手軽 設置

（4）　操作 容易
　手袋装着装置 外観 図 7 示

（74）

リターンシャフト，ダクト接続
の場合の風向き

ケミカルフィルタ
8枚搭載可能

風量調整，監視制御機能付き
DCブラシレスモータ採用FFU

HEPA，ULPA

クリーンブース，天井，装置上
に設置の場合の風向き

図6　ケミカルフィルタ8枚搭載用 FFU

表1　手袋装着装置の製品仕様

型　　　式

種　　　別

対象手袋

電　　　源

消費電力

外形寸法

質　　　量

騒　　　音

標準付属品

＊1：消費電力はエアブロー時の値
＊2：無響室にて測定（前方200mm，高さ1,500mm）

POG300

送風機内蔵，半自動式

ラテックス，ニトリルなど

単相  100V　50/60Hz

約570W＊1

W550×D460×H995（mm）

約50kg

約72dB（A）＊2

転倒防止金具，接地アダプタ

図7　手袋装着装置の外観
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　装置上面 操作方法 表示 動作 応
LED表示灯 手袋 装着 終了 点灯

取扱 切換
手袋 時 部開度 手袋 合

変更
（5）　安全対策
　手袋 固定 機構 同時 指
挟込 事故 防止 安全対策 万全
製品化 重要
　安全対策 光電 使用 異物侵入検知 機
構部 工夫 挟 防止対策 両面 行
　光電 機構部 上部 下部 設置 機
構部 動作時 安全 働 指 感知
非常停止

　機構部 工夫 押 金具 間隔 常
5mm以下 動作 指 挟込 防

止 押 金具 前進 部 戻 方向
動作 行 指 手 入 停止

　電源部 漏電遮断器 採用 電源
接地付 差込 部

部分 絶縁 施 耐
電源 採用 発熱 発

火 火災事故 防止 地震 転
倒 防止 転倒防止固定金具 標準付属品

3.3　今後の取組み

　手袋装着装置 本格的 製品化 前例 新
製品 PR活動 展開中 市場 応
改良 簡易型 全自動型 新 開発

機器 進化

　エアシャワー

　本章 DC 採用 開発 新型
特長 述

4.1　エアシャワーに求められる性能

　 入 口 清浄度 異
部屋間 設置 清浄度 低 部屋 高 部屋

入室 際 人 衣服 付着 高速
吹 飛 除去 持込

防止
　 人 通過 後 除去 発生

内部循環 速
捕集 構造 要求 満

人 不快 感 程度 高風速 吹
出 風速 高 必要

4.2　新製品の開発コンセプト

　新製品 開発 上記
要求 高風速化 達成 近年顧客 要求 高
省 省 低騒音 低
満
玄関 相当 機器 扉 操作 美観 考

慮
　上記 要求 満 組合
従来 変更 対応 従来
AC 組合 FFU 採用 組
合 DC 採用
開発 進

（75）

表2　エアシャワーの従来機種と新機種の比較

高速ジェット型

従来機種 新機種

型　式

ファン

モータ

フィルタ

構　造

吹出し口の数（個）

外　形（m）

質　量（kg）

WLSS302M

シロッコファン

ACモータ

75mmセパレート

一体型シール

12

1.5

400

25

30

800

1,200

200

320

85

WLSHS402M

ターボファン

DCブラシレスモータ

45mmミニプリーツ

ユニット型ノンシール

16

1.3

300

60

省エネルギー薄型

WLSW402M

ターボファン

ACモータ

45mmミニプリーツ

ユニット型ノンシール

16

1.2

290

20

24

400

500

100

125

ー

25～35可変

320

140

50Hz

60Hz

50Hz

60Hz

50Hz

60Hz

風　速（m/s）

ジェット時電力（W）

循環時電力（W）

騒　音（dB）距離1m

構　造

項　目

分　類

性　能
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4.3　高風速化

　従来 AC 回転数 電源周波数
極数 依存 高風速 要求 対

大型 選定 得 DC
採用 回転数 可

変制御 風速 設計値 設定
低風速 25m/s 高風速 35m/s 電

源周波数 依存 風速制御 可
能  従来機種 新機種 比較 表 2 示

4.4　省エネルギー

　省 省 薄
型 1999 年 新機
種 省 薄型 遜色

省 達成 DC
可変速 容易 省

新 機能 顧客 運用面 省 対応
高風速 省 相反 命

題

4.5　その他の特長

　 他 特長 省 低騒音 従来機種
優位性 持 半導体 液晶

材 低減要求
構造 変更 達成

　美観 特 扉 重要
兼合 顧客 選択

新型 外観 図 8 示

　あとがき

　 機器 基本構成要素 黎明 期
現代 至 送風機 構造部材
続 構成 清浄空間 要求
画期的 限 続 思
運用管理 歩留 向上 省 観点

最適制御 高効率化 付加価値 向上 取組
重要 考 市場 機

器 開発 進 産業 発展 寄与

参考文献

（1） 　高橋秀人 空調設備計画 汚染対策

半導体 新素材工場 汚染 現状 対策

2003, p.20-26.

（2） 　佐渡直彦 内 化学汚染物質 分析評

価技術 富士時報 vol.70, no.8, 1997, p.423-426.

（3） 　岩田英之 構成材 選定 有機汚染物

質 抑制 第17回空気清浄

研究大会予稿集 1999, p.197-199.

（ 76）

図8　新型エアシャワーの外観
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クリーンルーム環境を定量化する環境センサと環境監視
システム
中村　貴之 平本　伸一 小泉　和裕

中村　貴之

用機器 開発
業務 従事

現在 富士電機 株式会
社産業 交通 本部

統括部技術第一部課長
補佐

平本　伸一

情報通信機器 開
発 設計業務 従事 現在 富士
電機 株式会社機器本部
東京工場 機器部主
任

　まえがき

　半導体製造分野 微細化 高集積化 液晶分野
高精細化 大型化 医薬品製造分野 GMP Good 

Manufacturing Practices 食 品 製 造 分 野 HACCP
Hazard Analysis Critical Control Point 従 品
質管理 浸透 伴 製造環境管理
拡大 清浄度管理 製品 品質向上

歩留 向上 重要 管理項目
従来 清浄度 常時監視
微粒子 発生 場合 発生

特定 困難 測定器
表１ 示 課題
　 清浄度 温度 湿度 差圧

監視 従来測定器 課題 解決
環境 環境監視

新規 開発 製品化 紹介

　クリーンルーム環境センサ

2.1　特　長

　富士電機 水処理分野向 液中
高感度濁度計 微粒子 製

品化 水質監視 多 納入実績 持 今回
液中用 得 検出技術 気
中 応用 環境計測
必要 温度 湿度 差圧 複合化

環境 以下 環境 完成

　以下 環境 特長 主要 開発要素
部 測定原理 性能評価結果 紹

介
　環境 他 類似 対 次 特長 持

（1）　多機能性
　① ②温度 ③湿度 ④差圧

⑤外部 信号 五 同時 計測
環境 効率 測定 定量化

（2）　高精度
　 計測 必要 光源 半導体 採用

最適化 全
数計測 流量 吸引 流量 制御
JIS B 9921 光散乱式自動粒子計数器 準拠 精度
最小可測粒子 0.3 m 検出 実現
（3）　常時
　従来 吸引機構

使用 寿命 短 2,000 3,000
時間 性 問題 常時

適 寿命 長 約 10 万時
間 採用 常時 実現
（4）　自己診断機能
　自己診断機能 搭載 異常 出力
低下 回路異常 異常 発見 早期

可能

小泉　和裕
光応用 研究開発 従事
現在 富士電機

株式会社機器技術研究所
電気学会会員

表1　クリーンルーム環境管理の課題と対策

測 定 対 象

価　　　　格

測 定 方 法

機 器 形 状

測 定 頻 度

使 用 方 法

データの記録

データの表示

データの保存

データの評価

データの加工

パーティクルのみ

高価

人が測定器を移動し測定

測定器

バッチ処理測定

スタンドアロンが中心

手書き，レシートプリンタ

テキスト，数字

紙

瞬時値による評価

不可

従来測定器の課題

多機能（パーティクル，
温度，湿度，差圧）

「クリーンルーム環境監視
 システム」による対策

安価

センサを設置し無人で計測

センサ

連続計測（最小1分単位の
リアルタイム計測）

ネットワーク化し
パソコンで一元管理

パソコンに自動記録

トレンドグラフ

電子データ
（CSVファイル形式）

傾向による評価

パソコン，表計算ソフト
ウェアによって加工可能
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　環境 外観 図 1 仕様 表 2 示

2.2　測定原理

　図 2 原理構成 示 半導体
射出

位置 集光 光 密度
形状 粒子検出性能

決定 重要 要素 光学系 設計
光学 使用 ① 吐出
吸引 全量 照射 ②最小可測粒子
0.3 m 検出 光 密度 得 実現

設計 結果 図 2 示
偏平形状 目標仕様 達成

　吸引 含 場合
散乱光 発生 散乱 Mie 散乱

注1

呼 波長 粒径 同程度 発生
　 散乱光 凹面 集光

散乱光 電気信号 変換 1
個 粒子 通過 1個 状
電気信号 観測 散乱光 波高値 粒径

一定 関係 計数 同時 粒径判定 行

2.3　評価結果

（1）　 検出信号
　 評価 校正 粒径

PSL 粒子 一般的 使
用 図 3 PSL 0.3 m 粒子 検出
散乱光 波形 示 図 4 波高 度数分

布 示 図 4 0.3 m 粒子 波高分布
分布 完全 分離 分

　 波高値 粒径 対応
各粒径 応 値 設 粒径区分

個数 計数 可能 図

4 粒径 0.3 m 検出 値 波高分布
50％計数位置 図 4 P 点 設定 JIS B 9921 準拠図1　環境センサの外観

表2　環境センサの仕様

項　目 仕　様

光散乱検出方式（JIS B 9921準拠）

DC4～20mA

RS-485準拠

9,600ビット/秒

AC100V 50/60Hz

W236×H169×D60（mm）

DINレール取付け，引掛式取付け

パーティクル
　　カウンタ

温度センサ

湿度センサ

差圧センサ
（オプション）

アナログ入力

通　信

電　源

外形寸法

取付け寸法

方　式

粒径区分

最大可測濃度

サンプリング流量

測定範囲

測定範囲

測定範囲

入力範囲

電気仕様

通信速度

0.3/1.0   mまたは0.5/1.0   m

70,000個/L

0.283L/min（0.01CF/min）

0～40℃

35～80％RH

0～50Pa

レンズ ノズル 凹面ミラー

エア吸引口

半導体レーザ レーザビーム ホト
ダイオード

流量センサ

ファンモータ

正面 側面

図2　パーティクルセンサの原理構成

電
圧
値
（
m
V
）

時間（ms）
0.60.40.20 0.8 1.0 1.2 1.4

200

100

0

300

400

図3　散乱光パルス波形（粒径0.3µｍ）

注 1 Mie 散乱  光 波長 同程度以上 大 粒子 光

散乱現象
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（2）　粒子計数効率
　 粒子計数精度 計数効率 図

5 示 構成 実施 基準 計数
比較 評価 基準 財団法人日本品
質保証機構 JQA 校正 原器

測定 確保
　表 3 計数効率 評価結果 示 最小可測粒子
0.3 m 計数効率 56 62％ 最小可測粒子径 1.5
2 倍粒子 0.5 m 計数効率 95 102％

JIS 仕様値 満
（3）　偽計数
　 重要 評価項目 偽計数

偽計数 粒子以外 電気 光
発生 誤計数 評価時

吸引口 設置 評価
　表 3 示 評価結果 評価時間 60 分 偽計数
1 3 個 JIS 仕様値 満

　クリーンルーム環境監視システム

3.1　概　要

　 環境監視 以下 環境監視
上位側 Web 自

動 発信 Ethernet
注 2

汎用 IT Information 
Technology 下位側 富士電機 得意

専用技術 採用
監視用 小型Web 以下 F-Site

環境 構成
環境 監視 保存 管理 容易 実現

構成 図 6 示

3.2　特　長

（1）　F-Site 採用
　F-Site 富士電機 IMM Intelligent Micro Module  
技術 化 以下 多彩
IT機能 搭載 小型Web
　①　Web 機能
　②　 機能
　③　 自動保存機能
　④　 連携機能
　⑤　計測 発信機能
　⑥　 発信機能
　環境監視 F-Site 機能 活用

搭載 F-Site 
環境 計測 収集

Web 変換 監視
監視 F-Site 外観 図 7 仕様 表 4 示

（2）　 構築 運用
　環境監視 1台 導入 必要 応

増設 拡張

（79）

乾燥筒

ネブライザ

粒子発生装置

エアチャンバ
（試料の濃度均一化）

基準センサ

ポンプ

評価センサ

図5　計数効率の評価構成

表3　計数効率と偽計数の評価結果

項　目

計数効率

偽 計 数

最小可測粒子（0.3   m）で30～70％ 56～62％

95～102％

60分間で1～3個
（5分間で約0.2個）

最小可測粒子の1.5～2倍の粒子
（0.5   m）で90～110％

5分間に1個以下

仕様（JIS B 9921） 評価結果

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

⑦ HTML
ファイル

CSV

RS-485

環境
センサ

接続台数：最大30台

監視
ブラウザ
監視

保存
計測データの
メール配信
CSV形式保存

管理
アラームの
メール配信
他システム
との連携

Ethernet（TCP/IP）

メールで
アラーム確認

F-Site

F-Siteの機能

①Webサーバ機能
②ダウンロード機能
③データ自動保存
　機能
④データ連携
　機能
⑤メール機能
　（データ）
⑥メール機能
　（アラーム）

I
T

専
用
技
術

生産管理
システムなど

環境
センサ

環境
センサ

CSV
ファイル

電子
メール

図6　システム構成

パ
ル
ス
計
数
値

パルス波高値（mV）
4003002001000 500 600 700 800

100

0

200

300

400

500
ノイズ分布

PSL0.3　mパルス波高分布P

図4　パルス波高分布（粒径0.3µｍ）

注 2 Ethernet：米国 Xerox Corp. 登録商標
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増設 ID設定 自身 実施
改造 不要

少 導入 運用 低
抑
（3）　拡張性 多様性
　環境監視 汎用的 IT 応用 運用上
利便性 高 LAN Local Area Network

Ethernet TCP/IP 環境
接続 情報共有 促進 接
続 外部 管理 容易 遠隔管理 可能
　遠距離 環境 光 LAN 有効

見通 環境 無線 LAN 期待
計測 CSV

Comma Separated Value 形式 採用
自身 加工 他

連携 場合 汎用的
有効

3.3　機　能

（1）　 監視機能
　標準仕様 次 監視画面 搭載
　①　 監視画面
　 　 監視画面 各 計測

温度 湿度 差圧 外部 入力信号 現在
値 自己診断 異常 出力
低下 回路異常 Web 監
視 計測 設定値 対 異常

場合 自己診断 異常 場合 表
示 背景 色替 通知 監視画面
図 8 示
　②　 監視画面
　 　 監視画面 計測

表示 変化 傾向 一目 把握
同時 4点 画面 表示

設置場所単位 計測 単位 選択表
示 関連 比較 容易
監視画面 図 9 示
　③　 履歴画面
　 　 履歴画面 計測 設定値 対
異常 故障発生 一覧表形式 表示 各

発生時間 異常 箇所 異常 警報
内容 発生 復旧区分 表示 異常事象 特定
容易 一緒 使用 時間軸
異常傾向 把握 容易 履歴画面 図

示
（2）　 保存機能

（80）

表4　F-Siteの仕様

上位側
（パソコン
　など）

下位側
（環境センサ）

項　目

インタ
フェース

CPU

電　源

外形寸法

RISC型CPU（富士電機IMM-Cモジュール）

Ethernet 10BASE-T（RJ-45）

環境センサ専用プロトコル

AC100V，50/60Hz，5W（ACアダプタ）

W68×D150×H24（mm）

RS-485
（RJ-45：汎用LANケーブル使用）

仕　様

TCP/IP，UDP/IP，FTP（クライ
アント），HTTP，SMTP，ICMP，
ARP/RARP，DHCP（クライアント）

図8　データ監視画面

図9　トレンド監視画面

図7　F-Site の外観と IMM基板
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　計測 次 二 方法 保存
　①　所定 自動保存
　 　 所定 保存
CSV形式 保存 Excel

注 3

表計算 自由 加工
帳票 参照 容易

　 　 F-Site 標準付属 専用
利用 加工 手間

参照
　②　指定 自動保存
　 　計測 環境 CSV形式 添付

電子 指定 配信
電子 利用 環境

通常業務用 管理 監視
専用 設置 運用 可能

（3）　 管理機能
　①　異常 配信
　 　異常 F-Site 機能 利用 配
信 携帯電話 活用 環境
異常 知 迅速 対処
図 6 ⑥参照

　②　他 連携
　 　環境 計測 既設 生産管理

上位 一括 管理 場合
F-Site 連携機能 利用 上位

F-Site 計測 CSV形式
図 6 ④参照

　あとがき

　 内 環境 非常 微細 目 見 部
分 多 環境 把握 欠

今後 0.1 m 粒径計測 環境
性能 風速 静電気 微細

現象 計測
拡充 計画 環境 定量化
促進 通常運転時 状態

性能 確保 実現 所存

（81）

注 3 Excel：米国 Microsoft Corp. 登録商標

図10　アラーム履歴画面
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ントポンプ，ブロワ，汎用インバータ，サーボシステム，加熱用インバータ

磁気記録媒体，パワートランジスタ，パワーモジュール，スマートパワーデバイス，整流ダイオード，モノリシック IC，
ハイブリッド IC，半導体センサ，サージアブソーバ，感光体，画像周辺機器

自動販売機，コインメカニズム，紙幣識別装置，貨幣処理システム，飲料ディスペンサ，自動給茶機，冷凍冷蔵ショーケー
ス，カードシステム

（82）

平　成 17 年 10 月 30 日 印　刷
平　成 17 年 11 月 10 日 発　行

定価 735 円（本体 700 円・送料別）
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エネルギーソリューションの現状と展望

大橋　一弘

富士時報 - （ ）

地球温暖化 環境問題 深刻化 中 京都議定書 発
効 受 世界経済 化 考慮

基本計画 公表 課題解決 方策 示 進
富士電機 発生 流通 消費 一連

電力 流通 技術 核 既存 大規模
新 分散型

調和 目指 省 ESCO 含 顧客指向型 総合
的 展開

電力系統制御システムの最新技術

高橋　　省 吉田　　高 池内　一志
富士時報 - （ ）

電力系統 監視制御 LAN WAN 技術
進歩 設置場所 意識 構

築 可能 対応 広域分散型監
視制御 構築 技術 広域分散型
IP 対応型 紹介 電力
効率運用 寄与 技術 適用
予測技術 設備効率運用 支援 保全技術 紹介

エネルギー総合管理システム「Spectrum PowerCC」

宮村　尚孝 中村　正雄 林　　巨己

富士時報 - （ ）

Spectrum PowerCC 電力自由化 環境 変化
IT 社会 適合 化

柔軟
実現 電気事業者 一般需要家

対 電力設備運用管理 取引 含 発電機運用管理
機能 提供 本稿 特長 適用分野 示

日本卸電力市場 対応 取引支援機能 富士電機
独自 開発 合
紹介

電力小売自由化に対応した自動検針と電力量計

長島　　優 上條　雅之 清水　康司
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2000 年 3 月以降 電力小売自由化 進展 電力量計
自動検針 導入状況 概要 紹介 電力量計 自動検針
求 役目 説明 自動検針 現状

大口 高圧需要家向 構成 紹介 導入
主 通信 説明 高圧用 低圧用 新型電力

量計 紹介

分散型エネルギーシステムを支える技術

伊原木 永二朗 鈴木　智宏 仁井　真介

富士時報 - （ ）

分散型 新 含 地域
供給 安定化 図 電力自由化 環境問題 対応
手段 注目 本稿 分散型
一 中心 富士電機 計

測 情報処理技術 同時同量制御技術 安定化対策技術 計量
配電系統 広域 PQ計測 紹介

事例 京都 KEEP
取 上

アモルファスシリコン太陽電池の現状と開発動向

桜井　正博 酒井　利明

富士時報 - （ ）

代 基板
方式 採用 量産性 優 太陽電

池 開発 構造 SCAF 構造 製造 紹介
太陽電池 特長

試験結果 2004 年 10 月 販売 開始 鋼板一体型太陽電
池 太陽電池 商品形態 仕様

使用 設置事例 紹介

燃料電池の現状と開発状況

堀内　義実 西垣　英雄 黒田　健一

富士時報 - （ ）

富士電機 市場投入 酸形燃料電池 PAFC 現
状 燃料電池 利用 水素供給 固体高分子形燃料電
池 PEFC 開発状況 述 PAFC 1998 年 商
品機 納入 累積運転時間 開発目標 寿命 4万時間
超 増 近 将来 水素社会 向 燃料
電池 利用 水素供給 開発 手 PEFC

参画 実 評価 進
耐久性向上 量産 目指 開発 加速

風力発電の系統連系システム

矢後　賢次 腰　　一昭
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風力発電 環境負荷 積極的 導入 期待
2010 年度 国家 導入目標 300 万 kW

2005 年 3 月時点 93 万 kW 大 原因 一
風力発電 気象依存性 出力変動 出力変動

系統連系時 周波数問題 電圧問題 発生 懸念 本稿
特 系統連系 周波数問題 焦点 風力発電設備
電力貯蔵装置 組合 問題 解決 富士

電機 実績 含 紹介
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省エネルギーソリューションとしてのESCO事業の実際

福田　英治 上村　　猛 佐藤　　進

富士時報 - （ ）

省 対策 ESCO Energy Service Company 事
業 注目 計画 削減量 CO2 削減量
保証 理由 優良 ESCO事業 実現

高 省 手法 省 ESCO
事業 適合 構築 必須 ESCO事業 実際

構築手法 事例
紹介

電機設備アフターサービスにおける予知保全技術

西山　和男 一石　健三 福島　宗次
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電力 産業 各分野 多種 電機設備 使用
設備納入後 長期 安定的 低 維持管理 要

求 応 予知保全技術 支援 開発
行 24 時間 365 日 基盤 強化

取組 紹介 中 構造化
手法 適用 油入変圧器高精度余寿

命予測 従来手法 精度幅 15 年 3 年 縮
最適運用 大 貢献

クリーンシステム技術の現状と展望

横幕　博行 澤田　朋之
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半導体 液晶 医薬品分野 生産工場 歩留 向上 品
質確保 導入 環境対策

低減 要求 著 加 液晶分野 大規
模化 半導体分野 化 医薬分野 薬事
法 改正 強化 業種別 特徴
顕著 業種別 現状 課題 富士
電機 関連 取組 今後 展望 述

最新鋭液晶パネル工場向けクリーンルームシステム

高松　武史 松木　幹夫 奥田　耕士
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液晶 普及 大型化 伴 基幹部品 表示用
基板 大型化 一途 工場 規模

建屋 高 拡大傾向 基板 生産空間 清浄化
FFU 大型化 吹出 風速 高速化

高 本稿 液晶 工場向
設備構成 技術変遷 紹介 最新 大規模工場 技術対応
生産環境 遠隔 監視 制御 統合型 動向 開発

構成 諸機能 述

海外の大型液晶パネル工場向けクリーンルームシステム

峰岸 裕一郎 藤瀬　成己 川又　修三
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世界中 放送 普及 進 液晶
生産増加 画面 大型化 活発化 製

造 低減 基板 大型化 図
伴 製造装置 付随 各設備 大型化

必然的 大空間 工場 必要 国内外 大型
建設 盛 進 本稿 台湾

TFT-LCD 工場 実績 現在建設中 第 6世代基板
工場建設 概要 富士電機 取組 紹介

医薬品製造ライン用クリーンシステム

松埜 周一郎 矢嶋　良一
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医薬品 製造環境 BCR 医薬品
品質 確保 交差汚染 異物 微生物等混入 作業者
対 保護 考慮 気流方向 室圧 検討 清浄度
無菌性 温湿度条件 含 適切 製造環境 構成 求

本稿 医薬品業界向 機器 中 特
色 高温乾燥 鉛遮
紹介

クリーンルーム用機器の新製品

日下　　豊 岩田　英之 岡垣　義隆

富士時報 - （ ）

高清浄度化 伴 消費 増大
省 取組 強化 歩留 向

上 作業効率向上 向 工夫 現場 導入
半導体 LCD工程 高集積化 高精密化 伴 対策
歩留 向上 重要 本稿 最近 用機器
新製品 中 汚染対策機器 手袋装着装置 高風速

紹介

クリーンルーム環境を定量化する環境センサと環境監視シス
テム
中村　貴之 平本　伸一 小泉　和裕
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半導体製造分野 微細化 高集積化 液晶製造分野
高精細化 大型化 医薬品製造分野 GMP 食品製造分野

HACCP 従 品質管理 浸透 伴 製
造環境管理 拡大 清浄度管理 製品 品
質向上 歩留 向上 重要 管理項目 本稿

常時監視 環境
表示 可視化可能 環境

環境監視 製品化 紹介
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お問合せ先：富士電機システムズ株式会社 産業・交通システム本部 クリーンシステム統括部 電話（042）585-6163
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